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１．計画の基本的事項  
(１) 計画の基本的な考え方 

 

○ 来る 2025年（平成 37年）には団塊の世代が 75歳以上となり、３人に１人が 65歳以上、５人

に１人が 75 歳以上となる。今後、高齢化が進展すると医療や介護を必要とする方がますます増加する

ことが予想され、現在の医療・介護サービスの提供体制のままでは十分に対応できないことが見込まれて

いる。 

○ 本県においても、2010年（平成22年）に22.3%であった高齢化率（65歳以上人口割合）が、

2016 年（平成 29 年）には 26.2%まで上昇し、2025 年（平成 37 年）以降は 30%を超えると

予測されていることから、県民誰もが高齢者となっても住み慣れた地域で安心して生活することができるよ

う、効率的で質の高い医療提供体制と、医療、介護、予防、住まい、生活支援といったサービスを切れ

目なく一体的に提供できる地域包括ケアシステムを早急に構築していくことが求められている。 

○ 本県では、平成26年度から、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平

成元年法律第 64 号）に基づき策定した県計画により、地域医療介護総合確保基金を活用して、医

療・介護分野における取組を実施してきたところであり、また、平成 29 年３月には 2025 年のあるべき

医療提供体制の姿を明らかにするとともに、その実現に必要となる施策を示した「地域医療構想」を策定

した。 

○ 平成 29 年度も引き続き、「地域医療構想」に基づき、地域の実情に応じた医療資源の効果的かつ

効率的な配置を促し、急性期から回復期、慢性期、在宅医療等まで、患者の状態にふさわしい、より良

質な医療サービスを受けられる体制の構築を進めるとともに、切れ目のない医療・介護サービスを提供す

る地域包括ケアシステムの構築に向け、医療機能の分化・連携、在宅医療の充実、介護施設等の整

備、医療・介護従事者の確保・養成といった取組を進め、地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進していく必要がある。 

○ これらの取組について、基金を活用し、医療及び介護の関係者が共通の認識に立ち、適切な目標設

定の下、実効性ある事業を展開していくため、本計画を策定するものである。 

 

 

(２) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

 

福岡県における医療介護総合確保区域については、福岡・糸島、粕屋、宗像、筑紫、朝倉、久留米、

八女・筑後、有明、飯塚、直方・鞍手、田川、北九州、京築の 13区域とする。 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる（異なる理由：                     ） 
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(３) 計画の目標の設定等 

 

■ 福岡県全体 

１．目標 

福岡県においては、超高齢社会を迎えるにあたっても、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切

な医療・介護を受けられる体制を構築し、県民生活の「安定」、「安全」、「安心」を向上させるため、以

下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

また、構想区域ごとに、「地域医療構想調整会議」において、回復期病床への機能転換や構想

区域内での医療提供に関する役割分担、ICT（福岡県診療情報ネットワーク「とびうめネット」）の

活用等について協議を行い、病床の機能分化・連携を推進していく。 

以上をふまえ、病床の機能転換に要する費用をはじめ、病床の機能分化・連携を推進する取組

について、地域医療介護総合確保基金を活用して支援を行っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 7,317 8,128 ▲811 

急性期 21,314 27,967 ▲6,653 

回復期 21,123 8,856 +12,267 

慢性期 15,629 23,340 ▲7,711 

合 計 65,383 68,291 ▲2,908 

・ 診療情報ネットワーク登録医療機関数：422（H28）→ 800(H29)  

・ 歯科専門職を配置するがん診療拠点病院数の増加：14ヶ所（H28）→19ヶ所（H29） 

・ 周術期口腔ケア推進のための病診連携事業についての専属の歯科専門職２名を県歯科医

師会に配置する。 

・ 小児医療に必要となる高度急性期の病床の確保：14床 

・ がん診療施設設備整備数：８医療機関 

・ 整備を行う回復期病床数：400床 

・ 訪問医や関係職種を対象とした研修参加者数：1万人 

・ 小児医療に関わる医師、看護職員等の研修会の開催及び受講者数：年間 800人 
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② 居宅等における医療の提供に関する目標 

今後必要となる訪問診療や訪問看護の確保を図るための対応策、とびうめネットを活用した多職

種連携の推進等について、「地域医療構想調整会議」において関係者間で十分協議を行い、在宅

医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業を実施

することで、それぞれの地域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数：H22：18,721 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で

20%の増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

・ ９市町に在宅医療の連携拠点を整備する。 

・ 福岡県在宅医療推進協議会の開催：年５回 

・ 地域在宅医療推進協議会の開催：年９回 

・ 訪問看護ステーションスキルアップ研修会の開催：年９回（計 270名） 

・ 各職種団体の代表による「多職種連携推進のあり方検討会」の開催：年３回 

・ 在宅医療にかかる全県的な住民啓発イベントを年１回以上開催（200名以上） 

・ 地域内の訪問看護ステーション管理者等を集めた交流会の開催地域数：19地域 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

介護サービスの供給体制の確保や地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事

業支援計画等において予定している地域密着型サービス等の介護基盤の整備を行う。 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）4,435／月分 → 4,454人／月分 

（事業所数）271 カ所 → 272 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）188 カ所 → 192 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）801人／月分 → 861人／月分 

（事業所数）42 カ所 → 44 カ所 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

医師については、県全体では、人口10万人当たりの医師数は全国平均を上回っている状況であ

るが、地域偏在や救急、小児、産科・産婦人科など診療科による偏在が大きな課題となっていること

から、地域医療支援センターにおける医師確保対策をはじめ、地域偏在や診療科偏在の緩和、解

消等に引き続き取り組んでいく。 

歯科医師・歯科衛生士については、高齢化の進展により、摂食・嚥下機能の低下に伴う誤嚥性

肺炎の増加などが見込まれていることから、口腔機能の維持・向上や口腔ケアの重要性が認識され

ており、また、今後は、入院医療や在宅医療の場面において、医療や介護と連携できる歯科医師や
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歯科衛生士の確保・養成が求められていることから、県歯科医師会等医療関係団体と連携して、

在宅医療をはじめ将来のあるべき医療提供体制を支える歯科医師・歯科衛生士の確保・養成を図

っていく。 

薬剤師については、在宅医療のニーズの高まりにより、在宅における服薬や残薬管理、各種衛生

材料の提供・適正使用など薬学的な管理及び指導を行うことの重要性が認識されており、また、今

後は、在宅医療に対応できる薬局薬剤師の確保、多職種との連携を前提とした薬剤師の育成が

求められていることから、県薬剤師会と連携して、在宅医療をはじめ将来のあるべき医療提供体制を

支える薬剤師の確保・養成を図っていく。 

看護職員については、人口 10 万人当たりの数は全国平均を上回っているが、第 7 次需給見通

しでは平成 26（2014）年時点で充足はできていない状況にあり、また、今後は、在宅医療の中

心となる訪問看護師の確保が重要な課題となるとともに、専門性を確保するための育成支援が求め

られていることから、ナースセンターの機能強化により復職支援に努めるとともに、看護職員の質の向

上や離職対策として研修の充実、質の高い看護教育の確保のための看護師等養成所への運営費

支援、看護職員等の勤務環境の改善等に取り組むことで、総合的な看護職員の確保を図ってい

く。 

・ 母体救命公認講習指導者（ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ）数の増加（H28：５名→H29：12人） 

・ 小児救急医療電話相談件数：５万件 

・ 短時間勤務導入促進事業の利用者数：22名 

・ 手当支給施設の産科・産婦人科医師数：前年度実績（406 名（手当支給医師数））を上回る 

・ 女性医師の産科院内保育所利用者数の増加（H28：18名） 

・ 休日・夜間急患センター運営数の維持（H28：22 ヶ所→H29：22 ヶ所） 

・ 在宅当番制実施地区数の維持（H28：23地区→H29：23地区） 

・ 寄附講座設置大学数：３大学 

・ 緊急医師確保対策奨学金貸与者数：５名 

・ 看護師等養成所卒業生の県内医療機関就職率の向上（H28.3：73.2→H30.3：75%以上）  

・ 看護職員における新卒就業者数の増加（H28.3：2,616人→H30.3：2,690人） 

・ 看護師等養成所運営費補助事業補助施設数：37校 48課程 

・ 看護教員養成講習会参加促進事業補助施設数：40校 

・ 県内新人看護職員の離職率の低下（H27：9.2%→H29：7.8%） 

・ 常勤看護師離職率の低下（H27：11.8%→H29：10.9%） 

・ 新人看護職員研修の受講者数を H28年度実績（2,130人）から 5%増加させる。 

・ 看護職員フォローアップ研修受講者数及び実施施設数の増加（H28：2,373名 63施設）  

・ 病院内保育所を利用する看護職員数の増加（H28：920人→H29：940人） 

・ 病院内保育所運営事業補助事業者数：61施設 

・ 最新の医療制度等に関する知識・技能を習得するための研修会：２回シリーズで開催（参

加者 100名以上） 
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・ 研修会受講者を対象とした薬局での実地研修：２回開催（参加者 10名以上） 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成 37年度の都道府県で必要となる介護人材 94,314人を確保する。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 福岡・糸島区域 

１．目標 

福岡・糸島区域は、政令指定都市である福岡市及び糸島市の２市から構成されており、平成 29

年 4月 1日現在、圏域人口は 1,616,355人、高齢者人口は 344,803人、高齢化率 21.3%と

なっている。県内最大の人口を擁し、高齢化率は県平均（26.2%）と比較し低いものの、今後、急

激な高齢化が見込まれていることから、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受

けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 2,958 4,476 ▲1,518 

急性期 7,751 7,081 +670 

回復期 6,235 2,581 +3,654 

慢性期 4,032 5,158 ▲1,126 

合 計 20,976 19,296 ▲1,680 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで福岡・糸島区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 6,295 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%
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の増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成 37 年度までに県全体で 94,314 人の介護人材を確保することを目標としており、福岡・

糸島区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 粕屋区域 

１．目標 

粕屋区域は、古賀市並びに粕屋郡宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、及び粕

屋町の１市７町から構成されており、平成 29 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 288,275 人、高齢者

人口は64,431人、高齢化率22.4%となっている。高齢化率は県平均（26.2%）と比較し低いもの

の、今後、高齢化が見込まれていることから、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護

を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 219 76 +143 

急性期 777 1,395 ▲618 

回復期 1,333 184 +1,149 

慢性期 1,077 2,044 ▲967 

合 計 3,406 3,699 ▲293 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで粕屋区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 
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・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 641 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、粕屋区

域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 宗像区域 

１．目標 

宗像区域は、宗像市及び福津市の２市から構成されており、平成 29年 4月 1日現在、圏域人

口は 158,806人、高齢者人口は 44,092人、高齢化率 27.8%となっている。高齢化率は県平均

（26.2%）よりやや高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を

受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 82 14 +68 

急性期 458 692 ▲234 

回復期 679 228 +451 

慢性期 460 798 ▲338 

合 計 1,679 1,732 ▲53 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで宗像区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 
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・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 291 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、宗像区

域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 筑紫区域 

１．目標 

筑紫区域は、筑紫野市、春日市、大野城市及び太宰府市並びに筑紫郡那珂川町の４市１町

から構成されており、平成 29年 4月 1日現在、圏域人口は 437,819人、高齢者人口は 97,792

人、高齢化率 22.3%となっている。高齢化率は県平均（26.2%）と比較し低いものの、今後、高

齢化が見込まれていることから、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる

体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 409 391 +18 

急性期 1,274 1,600 ▲326 

回復期 1,499 414 +1,085 

慢性期 922 1,432 ▲510 

合 計 4,104 3,837 +267 
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② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで筑紫区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 1,017 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムを構築する上で中心的役割を果たす地域包括支援センターの充実や、 

今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの対応等が課題となっている。このため、地域

包括支援センターや定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の整備を行う。 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）315／月分 → 334人／月分 

（事業所数）18 カ所 → 19 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）10 カ所 → 14 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）49人／月分 → 109人／月分 

（事業所数）２カ所 → ４カ所 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、筑紫区

域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 朝倉区域 

１．目標 

朝倉区域は、朝倉市並びに朝倉郡筑前町及び東峰村の１市１町１村から構成されており、平成

29 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 86,274 人、高齢者人口は 26,862 人、高齢化率 31.1%と

なっている。高齢化率は県平均（26.2%）と比較し高くなっており、県民が住み慣れた地域で生活し
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ながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標と

する。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 62 6 +56 

急性期 364 477 ▲113 

回復期 462 128 +334 

慢性期 302 524 ▲222 

合 計 1,190 1,135 +55 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで朝倉区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 253 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。   

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、朝倉区

域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 久留米区域 

１．目標 

久留米区域は、久留米市、大川市、小郡市及びうきは市並びに三井郡大刀洗町及び三潴郡大

木町の４市２町から構成されており、平成 29 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 460,880 人、高齢
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者人口は 124,105 人、高齢化率 26.9%となっている。高齢化率はほぼ県平均(26.2%)である

が、今後、高齢化の進展が見込まれていることから、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医

療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 849 1,184 ▲335 

急性期 2,095 2,897 ▲802 

回復期 1,939 765 +1,174 

慢性期 1,203 2,601 ▲1,398 

合 計 6,086 7,447 ▲1,361 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで久留米区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 1,565 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。  

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、久留米

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 八女・筑後区域 

１．目標 

八女・筑後区域は、八女市及び筑後市並びに八女郡広川町の２市１町から構成されており、平
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成29年4月1日現在、圏域人口は134,015人、高齢者人口は40,203人、高齢化率30.0%

となっている。高齢化率は県平均（26.2%）より高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活

しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標

とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 148 4 +144 

急性期 668 916 ▲248 

回復期 627 386 +241 

慢性期 365 571 ▲206 

合 計 1,808 1,877 ▲69 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで八女・筑後区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 341 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの一環として、県が指

定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

・ 寄附講座からの派遣医師数：６名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成 37 年度までに県全体で 94,314 人の介護人材を確保することを目標としており、八女・

筑後区域においてもそのための対策を着実に進める。 
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２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 有明区域 

１．目標 

有明区域は、大牟田市、柳川市及びみやま市の３市から構成されており、平成29年4月1日現

在、圏域人口は 223,010 人、高齢者人口は 76,098 人、高齢化率 34.1%となっている。高齢化

率は県内で最も高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受け

られる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 172 78 +94 

急性期 812 1,833 ▲1,021 

回復期 1,216 593 +623 

慢性期 1,263 2,049 ▲786 

合 計 3,463 4,553 ▲1,090 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで有明区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 986 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、有明区

域においてもそのための対策を着実に進める。 
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２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 飯塚区域 

１．目標 

飯塚区域は、飯塚市及び嘉麻市並びに嘉穂郡桂川町の２市１町から構成されており、平成 29

年 4月 1日現在、圏域人口は 182,917人、高齢者人口は 57,573人、高齢化率 31.35%とな

っている。高齢化率は県平均(26.2%)と比較し高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活し

ながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標と

する。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 304 128 +176 

急性期 862 1,723 ▲861 

回復期 661 557 +104 

慢性期 653 814 ▲161 

合 計 2,480 3,222 ▲742 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで飯塚区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 829 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、飯塚区
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域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 直方・鞍手区域 

１．目標 

直方・鞍手区域は、直方市及び宮若市並びに鞍手郡小竹町及び鞍手町の２市２町から構成さ

れており、平成 29年 4月 1日現在、圏域人口は 109,981人、高齢者人口は 36,517人、高齢

化率 33.2%となっている。高齢化率は県平均(26.2%)と比較しかなり高い値となっており、県民が住

み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。こ

のため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 51 0 +51 

急性期 294 565 ▲271 

回復期 471 210 +261 

慢性期 378 475 ▲97 

合 計 1,194 1,250 ▲56 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで直方・鞍手区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 765 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 
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・ 平成 37 年度までに県全体で 94,314 人の介護人材を確保することを目標としており、直方・

鞍手区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 田川区域 

１．目標 

田川区域は、田川市並びに田川郡香春町、添田町、糸田町、川崎町、大任町、赤村及び福智

町の１市６町１村から構成されており、平成 29 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 129,111 人、高

齢者人口は43,776人、高齢化率33.9%となっている。高齢化率は県平均(26.2%)と比較しかな

り高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早

急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 61 24 +37 

急性期 290 799 ▲509 

回復期 473 165 +308 

慢性期 302 386 ▲84 

合 計 1,126 1,374 ▲248 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで田川区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 238 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの一環として、県が指

定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 
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・ 寄附講座からの派遣医師数：11名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、田川区

域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 北九州区域 

１．目標 

北九州区域は、政令指定都市である北九州市、及び中間市並びに遠賀郡芦屋町、水巻町、岡

垣町及び遠賀町の２市４町から構成されており、平成 29 年 4 月 1 日現在、圏域人口は

1,098,660 人、高齢者人口は 329,344 人、高齢化率 30.0%となっている。高齢化率は県平均

(26.2%)と比較し高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受

けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 1,883 1,669 +214 

急性期 5,296 7,357 ▲2,061 

回復期 4,825 2,414 +2,411 

慢性期 4,062 5,569 ▲1,507 

合 計 16,066 17,009 ▲943 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業

を実施することで北九州区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 



18 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 4,433 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、北九州

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

■ 京築区域 

１．目標 

京築区域は、行橋市及び豊前市並びに京都郡苅田町、みやこ町、築上郡吉富町、上毛町及び

築上町の２市５町から構成されており、平成 29 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 189,700 人、高

齢者人口は 57,266 人、高齢化率 30.2%となっている。高齢化率は県平均(26.2%)と比較し高

い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急

に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期又は

慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 地域医療構想で記載する平成 37年度の医療機能ごとの病床の必要量 

 
平成37（2025）年 

必要病床数(A) 

平成27（2015）年度 

病床機能報告(B) 

差 引 

A-B 

高度急性期 119 78 +41 

急性期 373 632 ▲259 

回復期 703 231 +472 

慢性期 610 919 ▲309 

合 計 1,805 1,860 ▲55 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する事業
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を実施することで京築区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 1,067 人／月から平成 29 年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 29年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの一環として、県が指

定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

・ 寄附講座派遣医師数：２名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、平成 37 年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保することを

目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る対策を

進める。 

・ 平成37年度までに県全体で94,314人の介護人材を確保することを目標としており、京築区

域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 29年４月～平成 30年３月 

 

 

(4) 目標の達成状況 

※ 本項目については、平成 30年度以降に記載する。 
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２．事業の評価方法  
(１) 関係者からの意見聴取の方法 

 

○ 医療分 

・ 平 成 2 8 年 ９ 月  県内関係５団体（県医師会、県歯科医師会、県看護協会、県薬剤

師会、県産婦人科医会）及び県内各市町村に対し、29 年度基金計

画に係る意見照会を実施 

・ 平成 28年 10月～11月  上記照会により意見・要望を提出した団体及び市町村に対しヒアリング

を実施 

・ 平 成 2 9 年 ３ 月  各関係団体へ説明 

・ 平成 29年４月 25日   厚生労働省ヒアリング 

・ 平成 29 年９月５日  福岡県在宅医療推進協議会で意見聴取 

・ 平成 29 年９月５日  福岡県医療審議会医療計画部会で意見聴取 

 

○ 介護施設等整備分 

・ 平成 28 年 10 月～  全市町村に対する平成２９年度基金事業に係る照会 

・ 平成 29 年８月９日  県社会福祉審議会老人福祉専門分科会で意見聴取 

・ 平成 29 年９月７日  県医師会と協議 

 

○ 介護人材確保分 

・ 平成 28年９月 12日～  全市町村及び福岡県介護人材確保・定着促進協議会各団体に対し

意見照会を実施 

・ 平成 28 年 10 月６日～11 月１日   意見を提出した各団体に対する個別ヒアリングの実施 

・ 平成 29年５月 18日   厚生労働省ヒアリング 

・ 平 成 2 9 年 ７ 月  県医師会と協議 

・ 平成 29 年８月９日  県社会福祉審議会老人福祉専門分科会で意見聴取 

・ 平成 29年８月 10日   平成 29 年度第１回福岡県介護人材確保・定着促進協議会にて各

団体に事業説明及び意見聴取 
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(２) 事後評価の方法 

 

○ 医療分 

県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県病院協会、私設病院協会、市町村等

で構成する協議会に、目標の達成状況や事業の実施状況を報告し、当該協議会の意見を聞きながら

評価を行い、必要に応じて見直しを行うことなどにより、計画を推進していくこととする。 

 

○ 介護施設等整備分 

福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会に、目標の達成状況や事業の実施状況を報告し、

意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しを行うことなどにより、計画を推進していくこととする。 

 

○ 介護人材確保分 

福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会に、目標の達成状況や事業の実施状況を報告し、

意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しを行うことなどにより、計画を推進していくこととする。 
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３．計画に基づき実施する事業  
 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業  

 事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

(１) 事業の内容等 

  

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業  

事業名 
【No.01（医療分）】 

診療情報ネットワーク活用拡大事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

227,433千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

ICT 技術の活用により病・病、病・診連携及び多職種による情報共有を促し、急変時

をはじめとした県民の救急医療に関する不安の解消を図る。 

アウトカム指標：当該ネットワークによる情報共有が可能となる在宅療養患者等数：

5,667人（H28）→8,000人（H29） 

事業の内容 病・病連携、病・診連携、多職種連携を目指した医療情報ネットワークシステムを県医

師会において構築する上で必要な整備等にかかる経費に対して補助する。  

アウトプット指標 ・ 登録医療機関数：422（H28）→ 800(H29)  

アウトカムとアウトプット

の関連 

 県下全域で当該ネットワークが活用され、より広域的な病・病、病・診連携ないしは多

職種による情報共有が行われるようになることで、地域医療構想の達成に向けて必要とさ

れる医療機能の分化・連携が促進される。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

227,433 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

125,867 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

62,933 

民 (千円) 

125,867 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

188,800 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

38,633 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業  

事業名 
【No.02（医療分）】 

がん患者等医科歯科連携整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

154,811千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会、各病院 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

がん治療においては、化学療法や放射線療法により免疫力が低下し、口腔内

のトラブルが発生しやすく、がん治療のスケジュールの変更や治療自体を中止しな

ければならなくなることもある。地域医療構想の達成に向け、医科・歯科の効果

的な機能分化・連携を促進するために、歯科専門職を配置するがん診療拠点

病院を確保していくことが必要である。 

アウトカム指標：地域医療構想において不足するとされる回復期病床を平成 37

（2025）年までに 21,123床確保する 

事業の内容 歯科専門職の配置がされていないがん診療連携拠点病院に歯科専門職の配

置を行い、病院医科・歯科と、かかりつけ歯科医及び関係多職種との情報共有

システムの整備を行う。 

アウトプット指標 ・ 歯科専門職を配置するがん診療拠点病院数の増加：14 ヶ所（H28）→

19 ヶ所（H29） 

・ システム活用のための講習会：県内４地区で各１回ずつ開始 

アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科専門職の配置及び情報共有システムの整備によって、がん患者が平等に

周術期の口腔ケアを受けられる機会の確保が進み、がん治療における医科歯科

間での連携強化が図られることで、地域医療構想の達成に向けて必要とされる

病床の機能分化・連携が促進される。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

154,811 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

103,207 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

51,604 

民 (千円) 

103,207 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

154,811 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業  

事業名 
【No.03（医療分）】 

周術期口腔ケア連携支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,512千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

がん治療においては、化学療法や放射線療法により免疫力が低下し、口腔内のトラブルが発生

しやすく、がん治療のスケジュールの変更や、治療自体を中止しなければならなくなることもある。地

域医療構想の達成に向け、医科・歯科の効果的な機能分化・連携を推進するために、がん診療

拠点病院のみならず、それ以外の病院においても、病院歯科と診療所歯科の連携を進めていく必

要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想において不足するとされる回復期病床を平成 37（2025）年ま

でに 21,123 床確保する 

事業の内容 県歯科医師会が行う以下の事業に対して補助する。 

① 周術期ケア推進の病診連携事業：がん患者に対して、周術期の口腔ケアをうけられる機会を

確保するため、がん診療連携拠点病院以外で歯科を有する医療機関と地域歯科診療所との

連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門職を県歯科医師会に配置する。 

② 周術期口腔ケア管理研修会：周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保するため、歯科医

師、歯科衛生士、その他医療・介護職への研修会を開く。 

アウトプット指標 ・ 周術期口腔ケア推進のための病診連携事業についての専属の歯科専門職２名を県歯科医

師会に配置 

・ 啓発を目的とした研修会：４回開催（参加者 120名以上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科専門職によるコーディネート等によって、がん患者が平等に周術期の口腔ケアを受けられる

機会の確保が進み、病診間の連携強化が図られることで、地域医療構想達成に向けて必要とさ

れる病床機能分化・連携が促進される。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,512 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,674 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,838 

民 (千円) 

7,674 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,512 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業  

事業名 
【No.04（医療分）】 

小児医療機能分化・連携推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

144,014千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託）、各病院 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 地域医療構想を達成するために必要とされる小児医療における機能分化・

連携を促進するため、病床の安定的な運営に係る支援を行うことで小児医療

において必要となる高度急性期病床の維持・確保を図るとともに、地域における

連携体制を構築することで、高度急性期からの退院患児を受け入れる受け皿

を整備することが急務である。 

アウトカム指標：小児医療に必要となる高度急性期病床数の維持・確保

（H28:14床→H29:14床） 

事業の内容  小児医療に必要となる高度急性期病床の維持・確保に必要となる医療機

器の購入及びその運営に対する支援を行うとともに、NICU を有する地域の医

療機関において、地域の小児科医等に対する NICU 退院患児研修会等を実

施する。 

アウトプット指標 ・ 小児医療に関わる医師、看護職員等の研修会の開催及び受講者数：年間 800 人 

・ 設備整備医療機関数：１施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 十分なスタッフ数等が確保され、小児医療に必要となる高度急性期病床の

安定的な運営体制の確保が図られるとともに、地域における小児医療に携わる

専門職の資質向上や連携体制の構築等により NICU 退院患児の支援体制

の整備が進むことで、小児医療における機能分化・連携が促進される。 

事業に要する費用の額 

 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

144,014 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

30,737 

基金 国（Ａ） (千円) 

65,249 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

32,624 

民 (千円) 

34,512 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

97,873 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

34,512 
その他（Ｃ） (千円) 

46,141 

備考  

  



26 

事業の区分 １．地域医療構想達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業  

事業名 
【No.05（医療分）】 

がん診療施設設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

394,188千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

がん予防の機能を担うかかりつけ医等から照会があったがんが疑われる患者に

対し、がんの診断・治療の機能を担う病院が、がんの早期発見、早期治療に的

確に対応できるよう、設備整備を支援することでがん診療機能の充実を図るとと

もにがんの医療連携を促進することにより、地域医療構想の達成に向けた病床の

機能分化・連携を促進する。 

アウトカム指標：地域医療構想において不足するとされる回復期病床を平成

37（2025）年までに 21,123床確保する 

事業の内容 がんの診療、治療を行う病院の設備整備に対する支援を行う。 

アウトプット指標 ・ 平成 29年度整備数：８医療機関 

アウトカムとアウトプット

の関連 

がんの診断、治療にあたる医療機関の設備整備に対する補助を行うことによっ

て、がん診療機能の充実を図るとともに、がんの医療連携を促進することで、地域

医療構想の達成に向けて必要とされる病床の機能分化・連携が促進される。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

394,188 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

28,800 

基金 国（Ａ） (千円) 

87,597 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

43,799 

民 (千円) 

58,797 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

131,396 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

262,792 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業  

事業名 
【No.06（医療分）】 

病床機能分化・連携促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,357,288千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県、各病院 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 団塊の世代が全て 75 歳以上となる平成 37（2025）年のあるべき医療提

供体制を示した地域医療構想において不足するとされている回復期病床を確

保するため、高度急性期、急性期または慢性期病床から回復期病床への機能

転換を促進する必要がある。 

アウトカム指標：整備を行う機能毎の病床数（H29:回復期 400床） 

事業の内容 急性期や慢性期から回復期への機能転換が円滑に図られるよう協議を進め

るとともに、医療機関が病床機能を転換する場合に必要となる施設及び設備の

整備に対して助成する。 

アウトプット指標 ・ 整備を行う施設数：10施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関の円滑な病床機能転換を支援することで、地域医療構想達成に

向けて必要とされる回復期病床の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,357,288 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

12,721 

基金 国（Ａ） (千円) 

458,790 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

229,395 

民 (千円) 

446,069 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

688,185 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

669,103 

備考  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業  

事業名 
【No.07（医療分）】 

慢性期機能分化・連携推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

408,540千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各郡市区医師会 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

構想上必要とされる回復期病床の整備を行うには、急性期から回復期への

機能転換のみならず、慢性期から回復期への機能転換が必要不可欠である。 

アウトカム指標：平成 37（2025）年における慢性期機能病床数：15,629

床 

事業の内容 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から

回復期への機能転換を行う医療機関等で必要となる相談窓口の設置、訪問

医の養成等に係る研修や連携会議の開催、関係職種及び住民啓発などの取

組に対して支援を行う。 

アウトプット指標 ・ 県内の相談窓口設置数：30 カ所（相談件数 1,500件） 

・ 連携会議の開催地域数：30郡市区医師会において開催 

・ 訪問医や関係職種を対象とした研修参加者数：1万人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県全域に相談窓口を設置することにより、慢性期から回復期機能への転換が

円滑に図られ、地域医療構想達成に向けて必要とされる病床機能・分化連携

が促進される。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

408,540 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

272,360 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

136,180 

民 (千円) 

272,360 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

408,540 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.08（医療分）】 

在宅医療連携拠点整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

103,077千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各市町村 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

在宅医療・介護の連携については、介護保険法の地域支援事業の中に位

置づけられることから、市町村が在宅医療推進の拠点となりそれぞれの地域の

特性を踏まえ、郡市区医師会等と連携した取組みを推進する必要がある。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H22:18,721人／月→

H29:22,465人／月（20％増加）） 

事業の内容 在宅医療の実施主体として、モデル市町村に専任職員を配置し、地域の特

性に応じた在宅医療推進のあり方について協議する場を設置するとともに、地

域の医療資源の把握、関係職種への在宅医療に関する研修会の開催、ま

た、認知症対策に関わる支援体制に関する協議を行う。 

アウトプット指標 ・ ９市町に在宅医療の連携拠点を整備する。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

市町村管内における在宅医療の推進のための体制を構築することで、訪問

診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

103,077 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

68,718 

基金 国（Ａ） (千円) 

68,718 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

34,359 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

103,077 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.09（医療分）】 

福岡県在宅医療推進協議会運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,074千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

在宅医療に関係する医療・介護・福祉・行政等の関係機関等からなる協議

会において在宅医療に係る課題抽出や対応策の検討等を行うことによって、関

係機関等と連携を深めながら県全体として在宅医療の推進を図る。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H22:18,721 人／月→

H29:22,465人／月（20％増加）） 

事業の内容 県を事務局として在宅医療推進協議会を設置し、県内の在宅医療に関係す

る団体と連携し、在宅医療に関する課題整理や対応策等の検討を行う。 

アウトプット指標 ・ 福岡県在宅医療推進協議会の開催：年５回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療の関係機関等の連携を図ることによって在宅医療の提供体制を強

化し、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,074 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

1,383 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,383 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

691 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,074 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.10（医療分）】 

地域在宅医療支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,586千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

保健所において在宅医療に関係する医療・介護・福祉・行政等の関係機関

等からなる協議会を設置し、在宅医療に係る課題抽出や対応策の検討等を行

うことによって、関係機関等と連携を深めながら地域の実情に応じた在宅医療の

推進を図る。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H22:18,721 人／月→

H29:22,465人／月（20％増加）） 

事業の内容 全ての保健福祉（環境）事務所（９箇所）に地域在宅医療支援センター

を設置し、市町村や医師会・歯科医師会・薬剤師会等の関係機関で構成する

地域在宅医療推進協議会を開催するとともに、在宅医療を希望する患者やそ

の家族等向けの相談対応等を行う。 

アウトプット指標 ・ 地域在宅医療推進協議会の開催：年９回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

保健所のレベルにおいて在宅医療の関係機関等の連携を図ることによって在

宅医療の提供体制を強化し、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,586 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

3,057 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,057 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,529 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,586 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.11（医療分）】 

訪問看護ステーションスキルアップ研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,918千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

訪問看護ステーションに求められる技術や知識を習得させることで、地域におけ

る在宅医療体制の整備を図る。 

アウトカム指標：在宅死亡率の増加（H22:12%→H29:14.5％） 

事業の内容 訪問看護ステーション職員を対象とした頻回訪問や夜間早朝訪問を複数の

訪問看護ステーションで分担する際の情報共有の方法等に関する研修会を開

催する。 

アウトプット指標 ・ 訪問看護ステーションスキルアップ研修会の開催：年９回（計 270名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問看護ステーションのスキルアップによって在宅医療の提供体制を強化し、

在宅での看取り数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,918 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

1,279 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,279 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

639 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,918 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  

  



33 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.12（医療分）】 

多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成研修事業  

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

488千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医師・看護師・薬剤師・ケアマネなどの多職種がそれぞれの専門知識を活か

し、意見交換・情報共有を通じてチームとして患者・家族の質の高い生活を支え

ることが重要。 

アウトカム指標：在宅死亡率の増加（H22:12%→H29:14.5％） 

事業の内容  各職種団体の代表による「多職種連携推進のあり方検討会」を開催し、各地

域で開催する多職種連携研修会の事業評価や標準的なプログラム及び本県の

多職種連携を推進する上での課題等を検討するとともに、地域の多職種リーダー

に対する研修会を開催する。 

アウトプット指標 ・ あり方検討会の開催：年３回 

・ 地域リーダー研修会の開催：年１回（150名以上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

あり方検討会及び地域リーダー研修会の開催を通じて、各地域で効果的な多

職種研修会を実施することにより、職種間の連携が強化され、質の高い在宅医

療提供体制の提供及び在宅看取りの数の増加が図られる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

488 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

325 

基金 国（Ａ） (千円) 

325 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

163 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

488 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  

  



34 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.13（医療分）】 

在宅ボランティア養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,402千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

がん末期患者などの在宅療養を支援するため、在宅緩和ケアをサポートする

ホスピスボランティアの育成を図るとともに、在宅医療という選択が可能となるよ

う、県民に対する普及啓発活動を行う。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H22:18,721 人／月→

H29:22,465人／月（20％増加）） 

事業の内容 ・ 在宅ボランティアのネットワークづくりや一般県民への啓発事業等の実施 

・ 在宅ホスピスを語る会の開催（住民啓発講座） 

・ 在宅ホスピスボランティア養成講座の開催（ボランティア養成講座） 

・ 在宅ホスピスフェスタの開催（全県的な住民啓発イベント） 

アウトプット指標 ・ 住民啓発講座を年４地域以上で開催（計 400名以上） 

・ ボランティア養成講座を年４地域以上で開催（計 80名以上） 

・ 全県的な住民啓発イベントを年１回以上開催（200名以上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅療養を希望する患者が可能な限り在宅療養生活を継続できるようボラ

ンティアの育成を図るとともに県民への啓発等を行うことで、在宅医療を受ける側

の体制を支援し、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,402 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,601 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

801 

民 (千円) 

1,601 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,402 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

1,601 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  

  



35 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.14（医療分）】 

訪問看護ステーション連携強化・看取り促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,882千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県（一部委託） 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

小規模の訪問看護ステーション単独では 24時間 365日の対応が困難であり、今後

増大する在宅での夜間・急変時・看取りのニーズや高度な医療管理のニーズに十分対

応できない。また、介護施設では、緩和ケアや看取りに対する知識不足、看護師不在

時の急変時対応の不安、家族の理解と協力の不足により看取りの取組が進んでいな

い。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H22:18,721 人／月→

H29:22,465人／月（20％増加）） 

事業の内容 ○ 県内を19の地域に分け、各地域にコーディネート役となる訪問看護ステーションを１

つ選定し、以下の事業を実施。 

  ① 地域内のステーション管理者等を集めた交流会の開催 

  ② 地域内の訪問看護師に対して同行訪問研修を実施 

○ 介護施設関係者の看取りに関する理解を深める研修会を実施するとともに、家族

向け啓発資料を作成 

アウトプット指標 ・ 交流会開催地域数：19 

・ 介護施設向け研修会開催地域数：２ 

アウトカムとアウトプット

の関連 

各地域内での訪問看護ステーションの連携・協力関係が構築され、24 時間 365 日

対応可能な訪問看護体制が整備されること、及び、介護施設関係者や家族の看取り

に対する理解が促進されることにより、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,882 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

996 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,921 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,961 

民 (千円) 

4,925 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,882 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

4,925 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  

  



36 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.15（医療分）】 

在宅患者等救急時電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

139,918千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後、入院患者の在宅医療への安定的な移行を促していくためには、退院

後の急変・急病時における相談体制を整備し、在宅療養時における不安の解

消を図っていく必要がある。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H22:18,721 人／月→

H29:22,465人／月（20％増加）） 

事業の内容 在宅療養時等における急な病気やけがの際の受診等に関する電話相談を看

護師が 24時間 365日体制で行う。  

アウトプット指標 ・ 相談受付件数：30,000件（平成 29年度中） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

相談窓口の利用が増え、より多くの県民の在宅療養時の急変に対する不安

が軽減されることによって、在宅療養への安心感が生まれ、訪問診療を受ける患

者数の増加に繋がる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

139,918 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

49,687 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

24,843 

民 (千円) 

49,687 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

74,530 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

49,687 
その他（Ｃ） (千円) 

65,388 

備考  

  



37 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.16（医療分）】 

母体救命講習会普及事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,857千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県産婦人科医会 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県一分娩施設あたりの平均分娩数は増加傾向にあることから、ハイリスク妊

婦に対応する現場の医師の負担を軽減するために、各分娩施設における産科

救急への初期対応力強化が必要であるが、指導者となる医師が不足している。 

アウトカム指標：県内の講習指導者（インストラクター）数の増加（H28：５

名→H29：12名） 

事業の内容 

福岡県産婦人科医会が分娩施設における母体急変時の初期対応や救急

処置技術の習得のため、産科救急に関する実践的なシミュレーション教育を行う

講習会を実施し、県内のインストラクター資格要件を満たす産科医の増を図る。 

アウトプット指標 ・ 母体救命公認講習会開催数：３回（40施設参加） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

より多くの施設から産科医が受講することにより、インストラクター資格要件を満

たす産科医の増加に繋がる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,857 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

748 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

374 

民 (千円) 

748 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,122 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

1,735 

備考  

  



38 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.17（医療分）】 

小児救急医療電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,136千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

不要不急な時間外受診による小児科医の負担を軽減するため、かかりつけ医

が診療を行っていない夜間・休日における小児の急な病気やケガに関する保護

者等の不安を軽減する必要がある。 

アウトカム指標：小児初期救急患者数の抑制（H27：159,385 名→

H29：157,791） 

事業の内容  夜間・休日における小児の急な病気やケガに関する保護者等からの電話相談

に対し、看護師又は小児科医が対処法について助言することで、保護者等の不

安軽減を図るとともに、救急医療機関への集中を緩和し、小児科医の負担軽

減や患者の症状に応じた適切な医療機関の提供を図る。 

アウトプット指標 ・ 小児救急医療電話相談件数：５万件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

電話相談を受け付けることで保護者の不安が軽減され、小児救急患者数の

抑制が図られる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,136 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,091 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,045 

民 (千円) 

10,091 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,136 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

10,091 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  

  



39 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.18（医療分）】 

女性医師確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

44,548千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各医療機関、県医師会 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県の医療施設に従事する医師に対する女性医師の割合は年々増加傾向

にあるが、一方で、結婚・出産・育児等をきっかけとして離職する女性医師が少な

くない。多くの女性医師が短時間勤務制度等を利用することで現場復帰できてい

るが、県内病院における短時間勤務等の導入は代替医師の確保やコスト増を伴

うため、導入が進んでいない。 

アウトカム指標：県内の医療施設従事医師（女性）割合の増加

（H26:19.2％→H29：20.4%） 

事業の内容 短時間勤務などを導入し、女性医師の勤務環境改善に取り組む県内の医療

機関及び女性医師の就労環境改善・保育等相談を運営する福岡県医師会に

対し、財政支援を行う。 

アウトプット指標 ① 短時間勤務導入促進事業の利用者数：22名 

② 保育相談窓口を利用する女性医師数：100名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

短時間勤務等の利用や保育相談窓口の利用を促進することにより、復職や

離職防止を図り、継続勤務女性医師を確保する。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

44,548 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,849 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,425 

民 (千円) 

14,849 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

22,274 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

22,274 

備考  

  



40 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.19（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

239,010千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 分娩取扱医療機関 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県の医師数は、全国的にみると恵まれた状況であり、産科・産婦人科の医

師数は微増傾向にあるが、地域によっては偏在が見られる。 

アウトカム指標：  

・ 手当支給施設の産科・産婦人科医師数：前年度実績（H28：406 名

（手当支給医師数））を上回る 

・ 分娩 1,000件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数： 

10.60人（H26）→増加を図る 

事業の内容 産科医等に対し支給される分娩手当等への財政的支援を行う。 

アウトプット指標 ・ 手当支給者数：651名（H28実績）以上 

・ 手当支給施設数：63施設（H28実績）以上 

アウトカムとアウトプット

の関連 

産科医等への財政的支援を行い、処遇を改善することにより、産科医等の確

保を図る。また、産科医等への手当を支給していない分娩取扱医療機関が本

事業を活用し、手当を導入することを促す。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

239,010 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

53,113 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

26,557 

民 (千円) 

53,113 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

79,670 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

159,340 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.20（医療分）】 

産科医療確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,394千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

産科医不足を解消するため、女性医師が育児等をしながら働ける労働環境

を作ることが必要。 

アウトカム指標：人口 10 万人対産科医数が 41.4 人以上の区域数の増加

（Ｈ26：５区域→H30：７区域） 

事業の内容 産科院内保育所に対する運営費の補助を行うもの。 

アウトプット指標 ・ 女性医師の産科院内保育所利用者数の増加（H28：18名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

産科院内保育所の運営を補助し、女性医師が働きやすい環境作りを進める

ことにより、産科医の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,394 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,064 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,532 

民 (千円) 

9,064 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,596 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

6,798 

備考  

  



42 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.21（医療分）】 

救急医療確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

90,000千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

休日・夜間等における救急搬送が増加する一方、対応する医師の不足等に

よって、十分な救急医療体制を確保することが困難となっており、在宅当番医制

度及び休日・夜間急患センター運営のための経費への補助を行うことで、地域に

おける救急医療従事者の確保を図り、もって救急医療体制の整備を図ることが

急務である。 

アウトカム指標：休日・夜間急患センター運営数の維持（H28：22 ヶ所→

H29：22 ヶ所）、在宅当番制実施地区数の維持（H28：23 地区→

H29：23地区） 

事業の内容 休日・夜間における救急医療体制の整備に係る医療従事者の確保等に係る

経費への補助。 

アウトプット指標 ・ 補助郡市区医師会数：30医師会 

アウトカムとアウトプット

の関連 

休日・夜間急患センターの運営や在宅当番制の実施に取り組む医師会に対

して補助を行うことで、地域における救急医療従事者の確保を図り、休日・夜間

における県内の救急医療体制を確保する。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

90,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

40,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

20,000 

民 (千円) 

40,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

60,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

30,000 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.22（医療分）】 

寄附講座設置事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

190,000千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
京築、八女・筑後、田川区域 

事業の実施主体 各大学 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県の医師数は全国的にみると恵まれた状況にあるが、地域や診療科によっ

ては偏在が見られ、医師確保が困難な地域に対して、安定的な医師の派遣体

制を確保する必要がある。 

アウトカム指標：派遣医師数の維持（19 名／八女・筑後区域：６名、京築

区域：２名、田川区域：11名） 

事業の内容 県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの一

環として、県が指定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

アウトプット指標 ・ 寄附講座設置大学数：３大学 

アウトカムとアウトプット

の関連 

各大学に継続して寄附講座を設置することによって、医師確保困難地域への

安定的な医師の派遣体制を確保することができる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

190,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

30,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

95,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

47,500 

民 (千円) 

65,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

142,500 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

47,500 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.23（医療分）】 

緊急医師確保対策奨学金 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,100千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

比較的医療資源に恵まれた本県においても、産科・産婦人科の医師数の減

少が顕著であるなど、診療科による医師の偏在があり、地域医療に従事する医

師の一層の増加を図ることで偏在を是正する必要がある。 

アウトカム指標：奨学金貸与者に係る特定診療科での県内従事者数の増加

（H28：2名→H29：3名） 

事業の内容 久留米大学医学部に地域医療医師確保特別枠を設け、県内の医療機関

において医師確保が困難な産科、小児科、救命救急医療等に将来従事しよう

とする医学部生に対して奨学金を貸与することにより、地域医療に従事する医

師の確保、診療科による医師の偏在是正を図る。 

アウトプット指標 ・ 奨学金貸与者数：５名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

特定診療科に将来従事しようとする医学生に対して奨学金を貸与することに

よって、将来、医師確保が困難な診療科に従事する医師の増加が図られ、偏

在の是正につながる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,100 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

13,400 

基金 国（Ａ） (千円) 

13,400 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,700 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

20,100 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.24（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

808,608千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養

成される看護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看護職

員を確保していくことが急務である。 

アウトカム指標：県内医療機関就職率の向上（H28.3：73.2→H30.3：

75%以上） 

事業の内容 県内の看護師等養成所に対して、運営費の加算※を含め、その運営に必要

な経費を補助することにより、養成所の教育内容の向上を図ることを目的とする。

※ 運営費の加算：県内就職にかかる取組みへの加算 

アウトプット指標 ・ 補助施設数：37校 48課程 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 看護師等養成所の運営を補助することによって、各養成所の教育の質が向上

し、入学者が増加することで、県内の医療機関へ就職する看護職員の確保が図

られる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

808,608 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

16,073 

基金 国（Ａ） (千円) 

539,072 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

269,536 

民 (千円) 

522,999 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

808,608 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.25（医療分）】 

看護教員養成講習会参加促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

33,480千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が

養成される看護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看

護職員を確保していくことが急務である。 

アウトカム指標：看護職員における新卒就業者数の増加（H28.3：2,616

人→H30.3：2,690人） 

事業の内容  看護師等養成所が看護教員を専任教員養成講習会に参加させている期

間、代替教員を確保するための費用を補助する。 

アウトプット指標 ・ 補助施設数：40校 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 県内の養成所に対して、教員の講習会参加に係る経費を補助することによっ

て、県内養成所全体の看護教育の質が向上し、看護師等免許取得者が増加

することで、県内で働く看護教員の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

33,480 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

22,320 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

11,160 

民 (千円) 

22,320 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

33,480 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  

  



47 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.26（医療分）】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

128,892千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、

地域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護

職員の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが

急務である。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率の低下（H27：9.2%→

H29：7.8%） 

事業の内容 新人看護職員の離職防止及び質の向上を図るため、病院の新人看護職員

に対する実践的な研修体制を確保することを目的としている。新人看護職員に

対して病院が行うOJT研修への経費補助。 

アウトプット指標 ・ 新人看護職員研修受講者数の増加：H28 年度実績（2,130 人）から

5%増加させる。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 新人看護職員研修受講者数を増加させることによって、各病院での新人看

護職員の離職を防止し、県内新人看護職員の離職率を低下させることで、県

内の看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

128,892 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

42,964 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

21,482 

民 (千円) 

42,964 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

64,446 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

64,446 

備考  

  



48 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.27（医療分）】 

看護職員フォローアップ研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

57,702千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員の離

職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務であ

る。 

アウトカム指標：常勤看護師離職率の低下（H27：11.8%→H29：

10.9%） 

事業の内容 看護職員の離職防止のため、新人看護職員研修後の継続研修として、就

職後２年目・３年目の新任期看護職員に対する研修体制整備を図るため、

新任期看護職員に対し病院が行う研修への経費を補助する。 

アウトプット指標 ・ 研修受講者数及び実施施設数の増加（H28：2,373名 63施設） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修受講者数及び実施施設数を増加させ、各病院での新任期看護職員の

離職を防止し、常勤看護師離職率を低下させることで、県内の看護職員の確

保を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

57,702 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

19,234 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,617 

民 (千円) 

19,234 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

28,851 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

28,851 

備考  

  



49 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.28（医療分）】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

412,444千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

看護職員の離職防止と再就業を促進するため、子どもを持つ看護職員が継

続して就業できる職場環境を整備する必要がある。 

アウトカム指標：病院内保育所を利用する看護職員数の増加（H28：920

人→H29：940人） 

事業の内容 病院内保育所を運営する病院に対して、人件費等の運営費を補助する。 

アウトプット指標 ・ 病院内保育所補助事業者数：61施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内保育所の運営を補助し、看護職員の就業環境を整備することで、病

院内保育所を利用する看護職員数の増加を図り、離職防止等に繋げる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

412,444 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

20,888 

基金 国（Ａ） (千円) 

183,309 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

91,654 

民 (千円) 

162,421 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

274,963 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

137,481 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.29（医療分）】 

未就業薬剤師復職支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,786千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県薬剤師会 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステム構築へ向

けた様々な取組が行われ、在宅医療への転換が進んでいる。 

在宅医療に取り組む薬局も着実に増加しており、地域包括ケアシステムの一翼を担っている状

況であるが、今後想定される急激な増加に対応するため、在宅医療対応可能薬局の増加又は

機能強化が求められている。 

在宅医療に従事する薬剤師を確保するためには、未就業薬剤師の復職が必須となるが、介

護や育児等により未就業となった期間に、進歩・複雑化した医療制度や医療技術、相次ぐ新薬

の登場など、書籍等による自己学習のみでは埋めることのできない知識や技術が壁となり、復職

を断念してしまうケースも多い。 

不足する薬剤師を確保するためには、未就業薬剤師への復職支援が効果的である。 

アウトカム指標：復職者数が前年度実績（17名）を上回る 

事業の内容  県薬剤師会が行う以下の事業に対して補助する。 

① 最新の医療制度等に関する知識・技能を習得するための研修会を開催する。 

② 研修会受講者を対象に、薬局において実地研修を行うことで、研修内容の定着を図る。※

薬局 15 か所にて受入 

アウトプット指標 ・ 知識・技能を習得するための研修会：２回シリーズで開催（参加者 100名以上） 

・ 薬局での実地研修：２回開催（参加者 10名以上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 未就業となった期間に、進歩・複雑化した医療制度や医療技術等について、研修会や薬局で

の実地研修を受講することにより、最新の知識・技術を習得することで、復職への不安を払拭し、

復職を支援する。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,786 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

595 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

298 

民 (千円) 

595 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

893 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 
その他（Ｃ） (千円) 

893 

備考  
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(２) 事業の実施状況 

※ 本項目については、平成 30年度以降に記載する。 

  



52 

３．計画に基づき実施する事業  
 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

(１) 事業の内容等 

事業に要す

る費用の額 
事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 
その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 

都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービス

施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

20,406 

(千円) 

10,204 

(千円) 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 
【No.01（介護分）】 

福岡県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

51,190千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 県、市町村 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：地域密着型サービス施設の利用者等を増やす。 

  小規模多機能型居宅介護：19人／月分の利用者増 

  定期巡回・随時対応型訪問介護看護：60人／月分の利用者増等 

事業の内容 ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

＜整備予定施設等＞ 

 ・ 小規模多機能型居宅介護事業所：１ヶ所 

 ・ 地域包括支援センター：４ヶ所 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

アウトプット指標 介護サービスの供給体制の確保や地域包括ケアシステムの構築に向けて、第

６期介護保険事業支援計画等において予定している地域密着型サービス等

の介護基盤の整備を行う。 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所：4,435人／月分（271 カ所） 

→4,454人／月分（272 カ所） 

・ 地域包括支援センター：188 カ所 → 192 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所： 

801人／月分（42 カ所）→861人／月分（44 カ所） 
※ 上記整備目標値には当事業による整備費補助のないものを含む。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域密着型サービス等の介護基盤の整備を行うことにより、地域密着型サー

ビス施設の定員数等を増やす。 
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②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

13,720 

(千円) 

6,860 

(千円) 

 

③介護療養型医療施設等の介護

老人保健施設等への転換整備 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

金額 総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 
基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

34,126 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

17,064 
民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

51,190 

うち受託事業等

（再掲） 
(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 

備考  

 

(２) 事業の実施状況 

※ 本項目については、平成 30年度以降に記載する。 
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３．計画に基づき実施する事業  
 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 
 (１) 事業の内容等 

事業の区分 

５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業 

事業名 
【No.02（介護分）】 

介護人材確保・定着促進ネットワーク情報発信事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,200千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37年度には高齢化率

（65歳以上人口割合）が30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37 年度までに福岡県で必要となる介護人材 94,314

人を確保する。 

事業の内容 平成28年度より開設している「福岡県介護人材確保・定着促進協議会」ホ

ームページのコンテンツを拡充して情報発信を行い、介護人材の確保と定着に

資する。 

アウトプット指標 ・ ホームページコンテンツ拡充：１回実施 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ホームページによる情報発信を強化することで介護に対するイメージアップや情

報を提供し、介護人材の確保と定着を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,200 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公    (千円) 

0 

基金 国（Ａ）  (千円) 

800 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

400 

民 (千円) 

800 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,200 

うち受託事業等 

（再掲） 

   (千円) 

800 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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(２) 事業の実施状況 

※ 本項目については、平成 30年度以降に記載する。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 

○ 医療分 

☑ 行った 

（実施状況） 

  ・ 平成 29 年９月５日 福岡県医療審議会医療計画部会において審議 

 

□ 行わなかった 

  （行わなかった場合、その理由） 

 

○ 介護施設等整備分 

☑ 行った 

（実施状況） 

  ・ 平成 29 年８月９日 福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会において審議 

 

□ 行わなかった 

  （行わなかった場合、その理由） 

 

○ 介護人材確保分 

☑ 行った 

（実施状況） 

  ・ 平成 29 年８月９日 福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会において審議 

 

□ 行わなかった 

  （行わなかった場合、その理由） 
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（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

○ 医療分 

〔審議会等で指摘された主な内容〕 

・ 事務局案のとおり了承された。（平成 29年９月５日福岡県医療審議会医療計画部会） 

 

○ 介護施設等整備分 

〔審議会等で指摘された主な内容〕 

・ 事務局案とおり了承された。（平成 29年８月９日福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会） 

 

○ 介護人材確保分 

〔審議会等で指摘された主な内容〕 

・ 事務局案とおり了承された。（平成 29年８月９日福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会） 
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２．目標の達成状況 
 

 

■ 福岡県全体（目標） 

１．目標 

福岡県においては、超高齢社会を迎えるにあたっても、県民が住み慣れた地域で生活しながら適

切な医療・介護を受けられる体制を構築し、県民生活の「安定」、「安全」、「安心」を向上させること

を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 平成 28年度中に全 30地域まで拡大 

・ 歯科専門職を配置するがん診療拠点病院数の増加：13 か所→17 か所 

・ がん診療連携拠点病院以外で歯科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るた

めのコーディネートを行う歯科専門職を 2名配置する。 

・ 周術期ケア管理研修会：４回開催（受講者 120名以上） 

・ 県内院内助産所６施設・助産師外来 14施設(平成 26年度)  

→ 平成 28年度末時点でそれぞれ 1施設ずつ増加 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 
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② 居宅等における医療の提供に関する目標 

 ○ 24 時間 365 日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

○ 在宅患者が自身の症状の緊急性などについて、24 時間体制で看護師によるアドバイスが受け

られる電話相談を実施し、在宅医療における急病時の不安の解消を図る。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：19 ヶ所 

・ 在宅患者救急時電話相談における相談件数：年間 22,500件 

・ 訪問診療を受ける患者数：H22：18,721 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で

20%の増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 介護療養病床については、廃止期限である平成 36 年３月末に向けて、他施設への転換を

進めていくことが喫緊の課題となっている。 

【定量的な目標値】 

・ 介護療養病床転換：３ヶ所程度 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 本県の医師数は、全国的にみると恵まれた状況（人口 10万対で 292.9人（全国 233.6

人）平成26年調査）にあるが、地域や診療科によっては偏在が見られる。特に医師数が減少

している産婦人科・産科、小児科医師の確保対策は、女性医師の割合が高い診療科でもあ

り、一層の勤務環境の改善など、平成 27年度までに引き続き、重点的に取り組んでいく。 

○ 本県においては、看護師等養成所の新設が続いており、供給数が伸びていく見込みであること

から、患者本位の質の高い医療サービスを実現するために看護教育の質の維持・向上を図って

いく。また、看護職員の離職率は全国平均を上回る状況が続いており、新人看護職員及びその

後の継続的な研修体制の整備とともに、看護職員の一層の確保を図るため、潜在看護職員の

活用及び復職支援の強化に引き続き取り組んでいく。 

○ このほか、今年度から新たに、今後増加が見込まれる要介護高齢者等に対して、適切な治療

や口腔ケアが実施できる摂食嚥下等に関する専門的人材の育成に取り組むとともに、要介護歯

科医療従事者の質の向上や確保対策、女性薬剤師の復職支援にも引き続き取り組んでいく。 

○ これらの取組を通じ、医療従事者の確保を図り、地域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 医師確保のためのキャリア形成支援プログラム策定数：12 

・ 総合診療専門研修指導医養成数：48名 
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・ 産科医等確保支援事業補助医療機関数：60 ヶ所 

・ 新生児担当手当を受給した小児科医数：40名 

・ 小児救急医療電話相談件数：4万件 

・ 県内病院、有床診療所の勤務環境改善研修会参加数：1,044施設中 250施設 

・ 女性医師の短時間勤務導入促進事業利用者数：22名 

・ 女性医師の産科院内保育所利用者数の増加：16名（H27）→18名（H28） 

・ 歯科専門職に対する技術向上のための研修会開催数：４回 

・ 歯科衛生士養成校の巡回実習実施回数：45回 

・ 未就業歯科衛生士登録数：1,000名 

・ 寄附講座設置大学数：３大学 

・ 緊急医師確保対策奨学金貸与者数：５名 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下にする 

→ 新人看護職員離職率：本県 7.8%、全国 7.5%（H26年度） 

→ 常勤看護職員離職率：本県 11.5%、全国 10.8%（H26年度） 

・ 新人看護職員アドバイザー派遣事業利用施設数：４施設 

・ 新人看護職員研修推進協議会参加者数：14名 

・ 新人看護職員教育責任者研修受講者数：H28年度定員 75名の達成 

・ 新人看護職員教育担当者研修受講者数：H28年度定員 150名の達成 

・ 新人看護職員実地指導者研修受講者数：H28年度定員 150名の達成 

・ 看護職員就労環境改善研修への参加施設数：150施設 

・ 看護職員復職研修受講者数：H28年度定員 180名の達成 

・ 看護師宿舎の増加：１施設 

・ 女性薬剤師の復職支援を目的とした研修会：県内３会場にて各４回開催 

・ 女性薬剤師の復職支援を目的とした実地研修：各１～３日間開催 

・ 摂食嚥下等に関する専門研修受講者数：15名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保する。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 
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□ 福岡県全体（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 平成 28年度中に全 30地域まで拡大した。 

・ 歯科専門職を配置するがん診療拠点病院数：14 ヶ所 

・ がん診療連携拠点病院以外で歯科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図る

ためのコーディネートを行う歯科専門職を 2名配置。 

・ 周術期ケア管理研修会：10回開催（受講者 573名） 

・ 県内院内助産所 7施設・助産師外来 15施設(平成 28年度末時点) 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：19 ヶ所 

・ 在宅患者救急時電話相談における相談件数：22,767件 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 18,721人／月 → H27年度 22,963人／月 

（＋4,242人/月、22.7％） 

② 見解 

・ 地域内の訪問看護ステーション管理者等を集めた交流会、地域内の訪問看護師に対する

同行訪問研修を実施することにより、訪問看護師のスキルアップが図られるとともに、事業所間
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の連携が深まることで、訪問看護体制の整備や看取りが促進された。 

・ コールセンターの周知が進み、より多くの相談を受け付けたことによって、在宅での療養時にお

ける県民の不安解消につながった。 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 介護療養病床転換：０カ所 

② 見解 

・ 国において、介護療養病床の転換先として新たな施設類型が検討されていたため、転換が 

進まなかった。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等へ、制度改正の内容や事業の周知等を行い、引き続き介護療養 

病床の転換に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

□ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

☑ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 医師確保のためのキャリア形成支援プログラム策定数：０ 

・ 総合診療専門研修指導医養成数：７名 

・ 産科医等確保支援事業補助医療機関数：63 ヶ所 

・ 新生児担当手当を受給した小児科医数：51名 

・ 小児救急医療電話相談件数：51,772件 

・ 県内病院、有床診療所の勤務環境改善研修会参加数：190施設 

・ 女性医師の短時間勤務導入促進事業利用者数：２名 

・ 女性医師の産科院内保育所利用者数：18名 

・ 歯科専門職に対する技術向上のための研修会：３回開催（受講生 233名） 

・ 歯科衛生士養成校の巡回実習実施回数：77回 

・ 未就業歯科衛生士登録数：998名 

・ 寄附講座設置大学数：３大学 
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・ 緊急医師確保対策奨学金貸与者数：５名 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下にする 

→ 新人看護職員離職率：本県 9.2%、全国 7.8%（H27年度） 

→ 常勤看護職員離職率：本県 11.8%、全国 10.9%（H27年度） 

・ 新人看護職員アドバイザー派遣事業利用施設数：３施設 

・ 新人看護職員研修推進協議会参加者数：13名 

・ 新人看護職員教育責任者研修受講者数：60名 

・ 新人看護職員教育担当者研修受講者数：119名 

・ 新人看護職員実地指導者研修受講者数：157名 

・ 看護職員就労環境改善研修への参加施設数：97施設 

・ 看護職員復職研修受講者数：261名 

・ 看護師宿舎の増加：０施設 

・ 女性薬剤師の復職支援を目的とした研修会：県内３会場にて各４回開催 

・ 女性薬剤師の復職支援を目的とした実地研修：７回開催（７名） 

・ 摂食嚥下等に関する専門研修受講者数：16名 

② 見解 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保・養成に努め

た結果、当初の目標を概ね達成し、着実に医療提供体制の充実が図られているところである

ことから、平成29年度以降についてもこれらの取り組みを継続するとともに、よりよい事業スキー

ムの検討等を進めることで更なる事業効果の向上を図り、あるべき医療提供体制の構築に向

けた医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 福岡・糸島区域（目標） 

１．目標 

福岡・糸島区域は、政令指定都市である福岡市及び糸島市の２市から構成されており、平成

28 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 1,602,334 人、高齢者人口は 334,502 人、高齢化率

20.9%となっている。 

県内最大の人口を擁し、高齢化率は県平均（25.7%）と比較し低いものの、今後、急激な高

齢化が見込まれていることから、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられ

る体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 福岡・糸島区域では、既に運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：７ヶ所 
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・ 訪問診療を受ける患者数をH22の 6,295人／月から平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、比較的恵まれた状況にあるものの、引き続き、  

医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図

る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10 万対医師数については全国平均を上回っているが、一層の勤務環境の改善など医

師等の確保・養成に努める。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、福岡・

糸島区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成37年度までに県全体で98,656人の介護人材を確保することを目標としており、福岡・

糸島区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成28年４月～平成31年３月 

 

 

□ 福岡・糸島区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 本システムの更なる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 
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・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P５） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：７ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 6,295人／月 → H27年度 7,780人／月 

（＋1,485人/月、23.6％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P５） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 



12 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P５） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 粕屋区域（目標） 

１．目標 

粕屋区域は、古賀市並びに粕屋郡宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、及び粕

屋町の１市７町から構成されており、平成 28年 4月 1日現在、圏域人口は 286,376人、高齢者

人口は 62,445人、高齢化率 21.8%となっている。 

高齢化率は県平均（25.7%）と比較し低いものの、今後、高齢化が見込まれていることから、県

民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要が

ある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 
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○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 粕屋区域では、既に運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 641人／月から平成 29年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、粕屋

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、粕屋

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 
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□ 粕屋区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 本システムの更なる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P６） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 641人／月 → H27年度 897人／月 

（＋256人/月、39.9％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P６） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P７） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 宗像区域（目標） 

１．目標 

宗像区域は、宗像市及び福津市の２市から構成されており、平成 28年4月1日現在、圏域人

口は 157,133人、高齢者人口は 43,009人、高齢化率 27.4%となっている。 

高齢化率は県平均（25.7%）よりやや高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しな

がら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とす

る。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ
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ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 宗像区域では、既に運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 291人／月から平成 29年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、宗像

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 
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⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、宗像

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 

 

 

□ 宗像区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 本システムの更なる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P７） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 291人／月 → H27年度 635人／月 

（＋344人/月、118.2％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P７） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P８） 
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□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 筑紫区域（目標） 

１．目標 

筑紫区域は、筑紫野市、春日市、大野城市及び太宰府市並びに筑紫郡那珂川町の４市１町

から構成されており、平成28年4月1日現在、圏域人口は436,390人、高齢者人口は94,726

人、高齢化率 21.7%となっている。 

高齢化率は県平均（25.7%）と比較し低いものの、今後、高齢化が見込まれていることから、県

民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要

がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 筑紫区域では、既に運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 
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【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数をH22の 1,017人／月から平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、筑紫

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、筑紫

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 

 

 

□ 筑紫区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 本システムの更なる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進
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めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P８） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 1,017人／月 → H27年度 1,556人／月 

（＋539人/月、53.0％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P９） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 28年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
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（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P９） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 朝倉区域（目標） 

１．目標 

朝倉区域は、朝倉市並びに朝倉郡筑前町及び東峰村の１市１町１村から構成されており、平

成 28年 4月 1日現在、圏域人口は 86,805人、高齢者人口は 26,383人、高齢化率 30.4%

となっている。 

高齢化率は県平均（25.7%）と比較し高くなっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら

適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 
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○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 253人／月から平成 29年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。   

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、朝倉

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、朝倉

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 
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□ 朝倉区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 朝倉区域においてシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P10） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 253人／月 → H27年度 380人／月 

（＋127人/月、50.2％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P10） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P10） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 久留米区域（目標） 

１．目標 

久留米区域は、久留米市、大川市、小郡市及びうきは市並びに三井郡大刀洗町及び三潴郡大

木町の４市２町から構成されており、平成 28年 4月 1日現在、圏域人口は 461,434人、高齢

者人口は 121,415人、高齢化率 26.3%となっている。 

高齢化率はほぼ県平均(25.7%)であるが、今後、高齢化が見込まれていることから、県民が住み

慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。こ

のため、以下を目標とする。 
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① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 久留米区域では、既に運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数をH22の 1,565人／月から平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。  

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、比較的恵まれた状況にあるものの、引き続き、医

師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10 万対医師数については全国平均を上回っているが、一層の勤務環境の改善など医

師等の確保・養成に努める。 
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・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、久留

米区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

・ 看護師宿舎の増加：１施設 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、久留

米区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 

 

 

□ 久留米区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 本システムの更なる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P11） 
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□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 1,565人／月 → H27年度 1,894人／月 

（＋329人/月、21.0％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P11） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
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（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P11） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 八女・筑後区域（目標） 

１．目標 

八女・筑後区域は、八女市及び筑後市並びに八女郡広川町の２市１町から構成されており、平

成28年4月1日現在、圏域人口は134,788人、高齢者人口は39,473人、高齢化率29.3%

となっている。 

高齢化率は県平均（25.7%）より高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら

適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 
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【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 341人／月から平成 29年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、八女・

筑後区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

・ 寄附講座からの派遣医師数：６名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成37年度までに県全体で98,656人の介護人材を確保することを目標としており、八女・

筑後区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 

 

 

□ 八女・筑後区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 八女・筑後区域においてシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、
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平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P12） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 341人／月 → H27年度 477人／月 

（＋136人/月、39.9％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P12） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

・ 寄附講座からの派遣医師数：６名 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 
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③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P12） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P12） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 有明区域（目標） 

１．目標 

有明区域は、大牟田市、柳川市及びみやま市の３市から構成されており、平成 28 年 4月 1日

現在、圏域人口は 225,942人、高齢者人口は 75,389人、高齢化率 33.4%となっている。 

高齢化率は県内で最も高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・

介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院
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患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 有明区域では、既に運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 986人／月から平成 29年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、全体では全国平均を上回っているものの、小児

科、産科・産婦人科、麻酔科、救急で平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療

従事者の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数については全国平均を上回っているが、診療科によっては全国平均を下

回っており、一層の勤務環境の改善など医師等の確保・養成に努める。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、有明

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、有明

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 
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□ 有明区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 本システムの更なる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P13） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 986人／月 → H27年度 973人／月 

（▲13人/月、1.3％） 

② 見解 

・ 22 年度と比較して 27 年度は訪問診療を受けた患者数が減少しているが、10 万人当たり

の患者数は 418 人（H22）から 428 人（H27）へ増加しており、区域内の人口減による

患者数の減と思われる。ついては、訪問診療を受ける患者数については増加していることから、

さらなる在宅医療の体制充実を図っていくため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問

看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
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（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P13） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P13） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 飯塚区域（目標） 

１．目標 

飯塚区域は、飯塚市及び嘉麻市並びに嘉穂郡桂川町の２市１町から構成されており、平成 28

年 4月 1日現在、圏域人口は 184,132人、高齢者人口は 56,392人、高齢化率 30.6%とな

っている。 

高齢化率は県平均(25.7%)と比較し高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しなが

ら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とす

る。 
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① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 飯塚区域では、既に運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 829人／月から平成 29年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、比較的恵まれた状況にあるものの、引き続き、医

師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数については全国平均を上回っているが、診療科によっては全国平均を下

回っており、一層の勤務環境の改善など医師等の確保・養成に努める。 
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・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、飯塚

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、飯塚

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 

 

 

□ 飯塚区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 本システムの更なる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P14） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 829人／月 → H27年度 1,086人／月 

（＋257人/月、31.0％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P14） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P14） 
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□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 直方・鞍手区域（目標） 

１．目標 

直方・鞍手区域は、直方市及び宮若市並びに鞍手郡小竹町及び鞍手町の２市２町から構成さ

れており、平成 28 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 110,884 人、高齢者人口は 36,020 人、高

齢化率 32.5%となっている。 

高齢化率は県平均(25.7%)と比較しかなり高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活し

ながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標と

する。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 
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【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 765人／月から平成 29年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、麻酔科、救急で全国

平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域にお

ける医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、直方・

鞍手区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成37年度までに県全体で98,656人の介護人材を確保することを目標としており、直方・

鞍手区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 

 

 

□ 直方・鞍手区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 直方・鞍手区域においてシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 
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・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P15） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 765人／月 → H27年度 912人／月 

（＋147人/月、19.2％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P15） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P15） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 田川区域（目標） 

１．目標 

田川区域は、田川市並びに田川郡香春町、添田町、糸田町、川崎町、大任町、赤村及び福智

町の１市６町１村から構成されており、平成 28年 4月 1日現在、圏域人口は 130,595人、高

齢者人口は 43,087人、高齢化率 33.0%となっている。 

高齢化率は県平均(25.7%)と比較しかなり高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活し

ながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標と

する。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 
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【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用を図る。 

・ 院内助産所・助産師外来の増加数：新設１ヶ所 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数を H22 の 238人／月から平成 29年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、外科、麻酔科、救急で全国平均を下

回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療

提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、田川

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

・ 寄附講座からの派遣医師数：11名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、田川

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成28年４月～平成31年３月 
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□ 田川区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 田川区域においてシステムの運用が開始された。 

・ 院内助産所・助産師外来の増加数：新設１ヶ所 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P16） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 238人／月 → H27年度 402人／月 

（＋164人/月、68.9％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P16） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

・ 寄附講座からの派遣医師数：11名 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P16） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P17） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 北九州区域（目標） 

１．目標 

北九州区域は、政令指定都市である北九州市、及び中間市並びに遠賀郡芦屋町、水巻町、岡

垣町及び遠賀町の２市４町から構成されており、平成 28 年 4 月 1 日現在、圏域人口は

1,105,136人、高齢者人口は 324,101人、高齢化率 29.3%となっている。 

高齢化率は県平均(25.7%)と比較し高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しなが

ら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とす

る。 
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① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 北九州区域では、既に運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：２ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数をH22の 4,433人／月から平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、比較的恵まれた状況にあるものの、引き続き、医

師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10 万対医師数については全国平均を上回っているが、一層の勤務環境の改善など医

師等の確保・養成に努める。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、北九
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州区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、北九

州区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 

 

 

□ 北九州区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 本システムの更なる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、

平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P17） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：２ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 4,433人／月 → H27年度 5,002人／月 

（＋569人/月、12.8％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P17） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P18） 
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□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 京築区域（目標） 

１．目標 

京築区域は、行橋市及び豊前市並びに京都郡苅田町、みやこ町、築上郡吉富町、上毛町及び

築上町の２市５町から構成されており、平成 28年 4月 1日現在、圏域人口は 189,965人、高

齢者人口は 56,258人、高齢化率 29.6%となっている。 

高齢化率は県平均(25.7%)と比較し高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しなが

ら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とす

る。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成27年

度までに引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始め、平成 27 年度についてはがん診

療連携拠点病院以外の病院についても取り組みを広げてきたところであり、平成 28 年度につい

ても引き続きがん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から回復期への機能

転換を行う医療機関等で必要となる訪問医の養成等、地域の医療基盤整備に関する取り組

みに対する支援を行うとともに、NICU を整備・確保する地域の医療機関において、NICU 退院

患児の支援体制を整備する。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 24時間 365日対応可能な訪問看護体制の整備のため、訪問看護ステーション間の連携強 

化や高度な医療管理への対応力向上に取り組む。 
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【定量的な目標値】 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受ける患者数をH22の 1,067人／月から平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 28年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、京築

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

・ 寄附講座派遣医師数：２名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、京築

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

平成 28年４月～平成 31年３月 

 

 

□ 京築区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度の状況）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 本システムの更なる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ これまで診療情報ネットワークが整備されていなかった地域においても順調に活用の拡大が進

んでおり、各地域における病・病連携、病・診連携、多職種連携体制の更なる強化に向け、
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平成 29年度以降も登録医療機関数の増加といったさらなる活用拡大に向けた取り組みを進

めていく。 

・ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置並びにがん診療連携拠点病院以外で歯

科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門

職の配置により、病院内の医科・歯科や病院歯科と診療所歯科間の連携体制の構築が推

進された。 

・ 相談窓口の設置や各種研修の実施、地域の関係者が集う会議の開催等により、地域にお

ける多職種間の連携体制の構築が促進された。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P18） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問看護ステーション交流会の実施地域：１ヶ所 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 1,067人／月 → H27年度 969人／月 

（▲98人/月、9.1％） 

② 見解 

・ 訪問診療を受けた患者数が平成 22年度と比較して減少している。 

③ 改善の方向性 

・ 訪問診療を受けた患者数が減少した理由について正確な実態の把握を進め、目標達成に

向けた方策を検討していく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P18） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

・ 寄附講座派遣医師数：２名 
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② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P19） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で達成状況を記載する。 

② 見解 

・ 平成 28年度以後の福岡県介護職員数が判明した段階で見解を記載する。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 29年度計画における関連目標の記載ページ：P19） 

□ 平成 29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.01（医療分）】 

診療情報ネットワーク活用拡大事業 

【総事業費】 

227,504千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

ICT 技術を活用することによって病・病、病・診連携及び多職種による情報共

有を促し、緊急時における患者の不安を解消する必要がある。 

アウトカム指標：当該ネットワークによる情報共有が可能となる在宅療養患者等

を 3,483人（H27）から平成 28年度末までに 10,000人まで増加させる 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅療養患者の情報を多職種が共有することでチーム医療を効率的に進め

るとともに、急変時の速やかな対応を図るため、病・病連携、病・診連携、多職

種連携を目指した医療情報ネットワークシステムを県医師会において構築する上

で必要な整備等にかかる経費に対して補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 診療情報ネットワークを活用する地域：23地域(H27)→30地域(H28) 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域：3０地域 

（門司区、若松、戸畑、小倉、八幡、遠賀中間、京都、福岡市７区、筑紫、

糸島、粕屋、宗像、飯塚、久留米、大牟田、小郡三井、大川三潴、八女筑

後、豊前築上、朝倉、直方鞍手、田川、柳川山門、浮羽） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：当該ネットワークによる情報共有が可

能となる在宅療養患者等の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：3,483人（H27）→5,431人（H28） 

（１）事業の有効性 

サーバー容量の増設や救急隊が患者基本情報を参照するためのシステムの構

築により、登録患者が救急搬送された際に、迅速な救急医療を提供するための

体制が整備された。また、各郡市医師会単位での説明会がすべて終了し、県下

全域におけるネットワークの活用に向けた取り組みを行う地盤が整備された。今後

当該ネットワークによる情報共有が可能となる在宅療養患者の増加が見込まれ

る。 

（２）事業の効率性 

 県下全域を対象としたネットワークを構築することにより、システム構築のための

費用を抑えている。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.02（医療分）】 

がん患者等医科歯科連携整備事業 

【総事業費】 

37,788千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院、福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

がん治療においては、化学療法や放射線療法により免疫力が低下し、口腔内のトラブルが

発生しやすく、がん治療のスケジュールの変更や、治療自体を中止しなければならなくなること

もある。地域医療構想の達成に向け、医科・歯科の効果的な機能分化・連携を推進するた

めに、歯科専門職を配置するがん診療拠点病院を確保していくことが必要である。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な県全域の回復期機能の病床を平成37年

度までに 21,123床整備する 

事業の内容 

（当初計画） 

歯科専門職の配置がされていないがん診療連携拠点病院に歯科専門職の配置を行い、

がん患者への病院医科歯科と、かかりつけ歯科及び関係職種の情報共有システムの整備を

行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 歯科専門職を配置するがん診療拠点病院数：13 か所→17か所 

・ システム活用のための講習会：24回開催（受講者 100名） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 歯科専門職を配置するがん診療拠点病院数：14 か所 

・ システム活用のための講習会：８回開催（受講者 296名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

① うぐいすネット登録診療所数 

② うぐいすネットユーザーの登録数（歯科医・歯科衛生士） 

③ がん患者歯科医療連携登録歯科医数 

観察できなかった 

観察できた → 指標：①334施設（約 11％）、②約 650名、③684名 

（１）事業の有効性 

歯科専門職のがん診療拠点病院へ配置し、また、病院医科・歯科と地域歯科及び関係

多職種が連携促進を図り、医科・歯科・介護情報等に関する情報を共有し、地域全体で患

者を診る・支えるための患者情報共有ネットワークが構築されはじめたことにより、地域包括医

療の推進に繋がる体制の整備が整い始めた。 

（２）事業の効率性 

福岡県下全体において、システム活用のための講習会を実施したことで、システムの共通理

解が得られた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.03（医療分）】 

周術期口腔ケア連携支援事業 

【総事業費】 

11,452千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

がん治療においては、化学療法や放射線療法により免疫力が低下し、口腔内のトラブ

ルが発生しやすく、がん治療のスケジュールの変更や、治療自体を中止しなければならなく

なることもある。地域医療構想の達成に向け、医科・歯科の効果的な機能分化・連携を

推進するために、がん診療拠点病院のみならず、それ以外の病院においても、病院歯科と

診療所歯科の連携を進めていく必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な県全域の回復期機能の病床を平成

37年度までに、21,123床整備する 

事業の内容 

（当初計画） 

県歯科医師会が行う以下の事業に対して補助する。 

① 周術期ケア推進の病診連携事業：がん患者に対して、周術期の口腔ケアを受けら

れる機会を確保するため、がん診療連携拠点病院以外で歯科を有する医療機関と地

域歯科診療所との連携を図るためのコーディネートを行う歯科専門職を県歯科医師会

に配置する。 

② 周術期ケア管理研修会：周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保するため、歯

科医師、歯科衛生士、その他医療・介護職への研修会を開く。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ がん診療連携拠点病院以外で歯科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携

を図るためのコーディネートを行う歯科専門職を 2名配置する。 

・ 周術期ケア管理研修会：４回開催（受講者 120名以上） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ がん診療連携拠点病院以外で歯科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携

を図るためのコーディネートを行う歯科専門職を 2名配置。 

・ 周術期ケア管理研修会：10回開催（受講者 573名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：紹介件数の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：紹介件数１件 

（１）事業の有効性 

歯科専門職によるコーディネート等によって、がん患者が周術期の口腔ケアを受けられ

る機会の確保が進んだ。 

（２）事業の効率性 

病診間の連携強化が図られることで、地域医療構想に向けて必要とされる病床機能

分化・連携が促進されている。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.04（医療分）】 

小児医療高度急性期病床確保支援事業 

【総事業費】 

92,248千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域医療構想を達成するための病床の機能分化・連携の推進にあたっては、

特にきめ細やかな診療体制を要する小児医療における高度急性期の病床を確

保する必要があり、そのためにはスタッフの確保等運営の安定性確保が不可欠で

ある。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な県全域の回復期機能の病床を

平成 37年度までに 21,123床整備する 

事業の内容 

（当初計画） 

小児医療に必要となる高度急性期の病床を確保するために医療機関が行う、

医療機器の購入及びその運営に対して支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 小児医療に必要となる高度急性期の病床数：14床 

・ 同スタッフ数：医師 44人、看護師 54人 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 小児医療に必要となる高度急性期病床数：14床 

・ 同スタッフ数：医師 45人、看護師 58人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 高度で専門的な小児医療を担う医療機関が行う医療機器の購入、小児集中

治療室（PICU）の運営に対する財政的支援を通じて、スタッフ数の充実等小

児の高度医療提供体制の充実・継続性が図られた。 

（２）事業の効率性 

 医療提供体制に直接関係する医療機器の購入及び運営に関して、対象の医

療機関に助成を行うことで、小児の高度医療提供体制を効率的に維持・確保す

ることができる。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.05（医療分）】 

がん診療施設設備整備事業 

【総事業費】 

205,323千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域医療構想の達成に向けて必要となる病床の機能分化・連携を効率的に

進めていくため、がんの診断、治療を行う病院の設備整備に対して財政的な支援

を行い、構想区域間におけるがん治療水準の均てん化を図る必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な県全域の回復期機能の病床を

平成 37年度までに 21,123床整備する 

事業の内容 

（当初計画） 

がんに関する医療提供体制の充実確保を図る観点から、がんの診断・治療を

行う病院の設備整備の対する支援を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 平成 28年度の整備数：７医療機関 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 平成 28年度の整備数：６医療機関 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

がんの診断、治療を行う病院が行う医療機器の導入等に対する財政的な支

援を行うことにより、県内におけるがんの医療提供体制の充実確保が図られた。 

（２）事業の効率性 

県が補助対象事業の取りまとめを行うことによって、がんに係る医療資源の地域

偏在を是正し、県内全域におけるがん治療水準の均てん化が図られた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.06（医療分）】 

病床機能分化・連携促進事業 

【総事業費】 

1,067,372千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025年に向けて、不足すると予測されている、在宅復帰に向けた医療やリハビ

リテーションを提供する回復期病床を確保する必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な県全域の回復期機能の病床を

平成 37年度までに 21,123床整備する 

事業の内容 

（当初計画） 

医療機関が急性期等から回復期に病床を転換する場合に必要な施設及び

設備に対して助成する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 急性期等から回復期への転換を図る病床の確保：平成 37 年度までに

12,267床 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 本事業により急性期等から回復期へ転換を図った病床数：平成 29 年３月

に地域医療構想を策定したことから平成 29年度より実施予定 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.07（医療分）】 

慢性期機能分化・連携推進事業 

【総事業費】 

400,200千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 郡市区医師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

構想上必要とされる回復期病床の整備を行うには、急性期から回復期への機

能転換のみならず、慢性期から回復期への機能転換が必要不可欠である。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な県全域の回復期機能の病床

を、平成 37年度までに 21,123床整備する 

事業の内容 

（当初計画） 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から

回復期への機能転換を行う医療機関が実施する検討会、相談窓口の設置、訪

問医や関係職種の養成等に係る研修や、関係者会議の開催、住民啓発などの

取組みに対して支援を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 県内の相談窓口設置数：30 カ所 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 県内の相談窓口設置数：28 カ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

郡市区ごとに相談員を配置することにより、関係職種間の理解と情報共有が

図られる。 

（２）事業の効率性 

病床の機能転換に関して、地域によって抱える課題が異なることから、郡市区

医師会ごとに事業を実施させることで、地域特性に応じた機能転換の取組が図ら

れる。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No.08（医療分）】 

小児医療機能分化・連携推進事業 

【総事業費】 

50,137千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県(委託) 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域医療構想を達成するために必要とされる病床の機能分化・連携を進める

ため、高度急性期に係る小児医療に必要となる病床の適切な運営の確保及び

地域での連携体制の整備が必要不可欠である。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な県全域の回復期機能の病床を

平成 37年度までに 21,123床整備する 

事業の内容 

（当初計画） 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、NICU を有

する地域の医療機関において、地域の小児科医等に対する NICU 退院患児研

修会の実施、相談窓口の設置・運営、レスパイトに関する検討会の開催。家族

等からの相談に対する家庭訪問、地域の関係者が参加するオープンカンファレンス

の実施、小児等の在宅医療資源調査、患児実態調査、事業報告会等の取組

を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 拠点となる病院に相談窓口を設置するとともに、県内４地域で年間 500人を

対象とした研修会を開催することにより、小児在宅医療に関わる専門職の質の

向上を図る。 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 県内４地域の拠点病院において、小児科医等を対象とした研修会を開催

（研修会受講者：年間約 1,300人）。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性  

拠点となる病院において、小児医療に関する研修や同行訪問研修、院内外の

多職種と情報共有を図ることで、専門性を高める研修となった。 

（２）事業の効率性 

 療養児の在宅移行に向けて院内の関係部署の連携会議の開催及び院内検

討会、地域移行に必要な関係機関を含めた研修会の開催等事業展開が図ら

れる。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【No. 09（医療分）】 

院内助産所・助産師外来施設設備整備事業 

【総事業費】 

6,955千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域医療構想達成に向けて必要とされる病床の機能分化・連携を進めるた

め、院内助産所・助産師外来の設置を促進し、勤務環境の厳しさや訴訟リスク

の高さ等の問題から大きな負担がかかっている産科医療現場の産科医の負担を

軽減することによって、産科医療体制の強化を図っていくことが急務である。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な県全域の回復期機能の病床を

平成 37年度までに 21,123床整備する 

事業の内容 

（当初計画） 

新たに院内助産所・助産師外来を設置する医療施設の施設整備及び設備

整備に対して助成する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 県内院内助産所６施設・助産師外来 14 施設(平成 26 年度) → 平成

28年度末時点でそれぞれ 1施設ずつ増加 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 県内院内助産所 7施設・助産師外来 15施設(平成 28年度末時点) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

  院内助産所・助産師外来の施設設備整備を助成したことで、より患者の医

療ニーズに対応した産科医療体制を整備することができた。 

（２）事業の効率性 

  院内助産所・助産師外来の施設設備整備を助成したことで、助産師の活躍

の場を拡げ、産科医の負担を軽減し、産科医療の現場の効率性を上げた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.10（医療分）】 

訪問看護ステーション連携・看取り促進事業 

【総事業費】 

8,792千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（一部委託） 

事業の期間 平成 28年７月 13日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

小規模の訪問看護ステーション単独では 24 時間 365 日の対応が困難であ

り、今後増大する在宅での夜間・急変時・看取りのニーズや高度な医療管理のニ

ーズに十分対応できない。また、介護施設では、緩和ケアや看取りに対する知識

不足、看護師不在時の急変時対応の不安、家族の理解と協力の不足により看

取りの取組が進んでいない。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

○ 県内を 19 の地域に分け、各地域にコーディネート役となる訪問看護ステーシ

ョンを１つ選定し、以下の事業を実施。 

   ① 地域内のステーション管理者等を集めた交流会の開催 

   ② 地域内の訪問看護師に対して同行訪問研修を実施 

○ 介護施設関係者の看取りに関する理解を深める研修会を実施するとともに、

家族向け啓発資料を作成 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 交流会開催地域数：19 

・ 介護施設向け研修会開催地域数：２ 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 交流会開催地域数：19 

・ 介護施設向け研修会開催地域数：２ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23%増) 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により訪問看護師のスキルアップが図られるとともに、事業所間の

連携が深まることで、訪問看護体制の整備や看取りの促進につながっていくと考え

られる。 

（２）事業の効率性 

訪問看護師への支援と介護施設職員への支援を一体的に取り組むことで、訪

問診療を受けるための環境を効率的に整えることができる。 

その他   
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.11（医療分）】 

在宅患者救急時電話相談事業 

【総事業費】 

105,859千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後、入院患者の在宅医療への安定的な移行を促していくためには、退院後

の急変・急病時における相談体制を整備し、在宅療養時における不安の解消を

図っていく必要がある。 

アウトカム指標：県内の救急搬送における軽症患者の割合の減少（H26 年

35.1%） 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅療養時における急な病気やけがについての相談を、看護師が２４時間体

制で受け付けるコールセンターを設置し、医療機関の受診等についてアドバイスを

行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 相談受付件数：22,500件（平成 28年度中） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 相談受付件数：22,767件（平成 28年度中） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

コールセンターの周知が進み、より多くの相談を受け付けたことによって、在宅で

の療養時における県民の不安解消につながった。 

（２）事業の効率性 

各市町村単位ではなく、県内全域を対象として 24時間の電話相談体制を構

築したことによって、効率的な事業運営が可能となった。 

その他  
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事業の区分 4.医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.12（医療分）】 

医師確保支援事業（地域医療支援センター） 

【総事業費】  

39,012千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（一部委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

① 全国的に見ると医師数に恵まれた本県であるが、地域や診療科によっては偏在があるため、

医師のキャリア形成と一体となった医師確保対策を実施し、偏在の緩和・解消を図る必要があ

る。  

② 医師派遣機能を有する大学病院や医師の養成を担う臨床研修病院が、臨床研修医を十

分に確保できていない状況があるため、臨床研修医の確保の取組を支援する必要がある。  

③ 『総合診療専門医』は、高齢者に特有な複数の疾病を有する患者への対応や、小児科・救

急などが不足する地域における初期診療の提供が可能であり、地域医療において活躍が期待

されている。特に、医師確保が困難な医療圏において、その養成体制の構築を支援し、総合診

療専門医の養成・確保を図る必要がある。 

アウトカム指標：人口 10万対医師数が全国平均（H26年 231.5人）以下の医療圏の医師

数（粕屋 169.0 人、宗像 166.8 人、筑紫 186.5 人、朝倉 181.6 人、八女・筑後 203.4

人、直方・鞍手 179.7人、田川 187.7人、京築 141.1人）について、平成 30年までに 4%

（対平成 26年度）の増加を図る。 

事業の内容 

（当初計画） 

① 医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連携・協力体制を強化するとともに、医

師のキャリア形成支援を充実させ、義務年限内の自治医科大学医師以外の医師も対象とした

医師確保、医師派遣の仕組みを構築する。これにより、医師確保が困難な医療圏（田川、京

築、八女・筑後等）への医療提供体制の充実を図る。  

② 県内臨床研修病院の紹介、臨床研修プログラムの概要などをまとめたガイドブックの制作・頒

布、WEB ページの設置等  

③ 医師確保が困難な８医療圏にある医療機関に勤務する医師が、総合診療専門研修指導

医資格を取得するために要する経費を補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

① キャリア形成支援プログラムの策定数：12  

② 臨床研修医の採用率：100% 

③ 総合診療専門研修指導医養成数：48名 

アウトプット指標 

（達成値） 

① キャリア形成支援プログラムの策定数：0 

② 臨床研修医の採用率： 83% 

③ 総合診療専門研修指導医養成数：7名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

医師確保が困難な医療圏にある医療機関がキャリア形成支援プログラムに参加し、ローテート

研修によって一定期間診療に従事する研修医を受け入れる体制が整いつつある。 

（２）事業の効率性 

県内医療機関、関係団体等との連携・協力体制のもと、県が一括して情報の集約・周知等を

行うことで、効率よく検討・調整を行うことができたと考える。 

その他  
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事業の区分 4.医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.13（医療分）】  

産科医等確保支援事業  

【総事業費】 

212,040千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県の医師数は、全国的にみると恵まれた状況であるが、地域や診療科によっ

ては偏在が見られる。特に産婦人科・産科、小児科医師の医師数は減少してい

る。  

アウトカム指標：人口 10 万人対産科医数が 41.4 人以上の区域数の増加

（H26年度時点で41.4人以下の区域：粕屋22.3人、宗像19.0人、筑紫

19.1人、朝倉12.4人、八女・筑後34.4人、有明39.0人、直方・鞍手10.0

人、京築 6.0人） 

事業の内容 

（当初計画） 
産科医等に対し支給される分娩手当等への財政的支援を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 補助医療機関数：60 ヶ所 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 補助医療機関数：63 ヶ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

手当という形で産科医等の所得を支援し、処遇改善を推進することで産科医

等の確保につなげることができる。 

（２）事業の効率性  

分娩手当の支給実績に応じて補助を実施することにより産科医療機関におけ

る分娩手当の導入を促進し、実際に分娩を取り扱う産科医等の処遇改善を効

率的に推進できたと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.14（医療分）】 

新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費】 

11,271千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 周産期医療提供体制を構築する上で必要不可欠な新生児科医が過酷な勤

務環境等により離職し、不足してしまうことを防ぐため、医療機関に対する財政支

援により、手当支給を促し、新生児科医の処遇改善を図ることで、周産期医療

体制を維持・確保していくことが急務である。 

アウトカム指標：周産期母子医療センター内の周産期（新生児）専門医数の

維持・確保（H.27.4.1 現在 22名） 

事業の内容 

（当初計画） 

出生後、新生児集中治療管理室（NICU）に入院する児を担当する医師に

対する手当への財政的支援（新生児担当医手当）。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新生児担当手当を受給した小児科医数：40名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新生児担当手当を受給した小児科医数：51名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：周産期母子医療センター内の周産期

（新生児）専門医数の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：22名（H.27.4）→25名（H.28.4） 

（１）事業の有効性 

新生児集中治療室（NICU）に入院する児を担当する医師に支給される手

当に対する財政的支援であり、過酷な勤務状況にある新生児科医の処遇改善

を通じて、新生児科医の確保・定着が図られる。 

（２）事業の効率性 

 医師の処遇改善に深く関係する手当に対して、医療機関に直接助成を行うこと

で、効率的に医師の処遇改善を促すことができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.15（医療分）】 

小児救急医療支援事業 

【総事業費】 

21,099千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 軽症小児の小児二次救急医療機関への時間外受診増加等に伴う負担の増大

によって、小児科医が離職し、必要な小児科医数を確保できないという事態を防

ぎ、小児二次救急医療体制を維持していくためにも、地域の実情に応じた連携体

制を構築し、小児科医の負担軽減を図っていくことが急務である。 

アウトカム指標：24 時間体制で小児二次救急医療体制が確保されている二次医

療圏（H27：７医療圏）の維持 

事業の内容 

（当初計画） 

軽症患者の二次救急医療機関への受診集中による小児科医の負担軽減のた

め、地域の実情に応じ、地域の開業小児科医等が期間病院に出務し、当該病院

の小児科医と連携することで、二次医療圏単位で休日・夜間における小児救急医

療体制を確保する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 小児救急医療支援事業の補助事業者数：４市１町、1 広域市町村圏事務

組合 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 小児救急医療支援事業の補助事業者数：4 市 1 町、1 広域市町村圏事務

組合 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：24時間体制で小児二次救急医療体制

が確保されている二次医療圏数（H27：７医療圏） 

観察できなかった   

観察できた  →  指標：24 時間体制で小児二次救急医療体制が確保されて

いる二次医療圏は 7医療圏であり、前年度から維持された。 

（１）事業の有効性 

 小児初期医療機関と二次救急医療機関が連携して小児救急医療体制を確保

することで、集中する小児救急患者を長時間待たせることなく診察でき、また、二次

医療機関の小児科医の負担軽減にも繋がっている。 

（２）事業の効率性 

 地域の実情に応じて小児初期医療機関、二次救急医療機関が連携して小児救

急医療体制を確保することにより、一部の小児科医に負担が偏ることなく、当該地

域の小児救急医療体制を効率的に維持できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.16（医療分）】 

小児救急医療電話相談事業 

【総事業費】 

43,363千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 不要不急な時間外受診による小児科医の負担を軽減するために、かかりつけ

医が診療を行っていない夜間・休日における小児の急な病気やケガに関する保護

者等の不安を軽減する必要がある。 

アウトカム指標：小児救急患者数の抑制（H25年度：311,803名） 

事業の内容 

（当初計画） 

夜間・休日における小児の急な病気やケガに関する保護者等のからの電話相

談に対し、看護師又は小児科医が対処方法について助言することで、保護者等

の不安軽減を図るとともに、救急医療機関への集中を緩和し、小児科医の負担

軽減や患者の症状に応じた適切な医療機関の提供を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 小児救急医療電話相談件数：40,000件 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 小児救急医療電話相談件数：51,772件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた    →  指標： 

（１）事業の有効性 

 電話相談件数は、毎年３万件前後を推移していたが、平成27年度の相談時

間拡大により、平成 27 年度以降、４万件以上の相談を受けており、また、相談

者が納得した件数（51,197 件（98.9％））からも、当該事業のニーズ及び

有効性は高く、県内全域において活用されていると言える。 

（２）事業の効率性 

 当該事業は保護者の不安軽減を図るだけでなく、県内全域を対象として夜間・

休日の電話相談を受け付けることにより、効率的に小児科等各医療施設の負担

を軽減することができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.17（医療分）】 

医師確保支援事業（勤務環境改善支援センター）  

【総事業費】 

5,353千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

交代制勤務、長時間労働など厳しい勤務環境が、医師や看護師等医療従

事者の離職の一因となっており、職員の確保に苦慮している医療機関が多い。ま

た、教育した職員が離職し、新たな職員を入れると再度教育が必要になり、経営

効率が悪くなると同時に、医師や看護の質の低下を招きかねない。 

アウトカム指標：医療勤務環境改善計画策定に取り組む（検討中を含む）医

療機関数が前年度実績（199施設）を上回る 

事業の内容 

（当初計画） 

医師・看護師等の医療スタッフの離職防止や医療安全の確保等を図るため、

医療分野の労働環境改善マネジメントシステムを活用して、医業経営、労務管

理等、医療機関を総合的に支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 県内病院、有床診療所の研修会参加数：1,044施設中 250施設 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 県内病院、有床診療所の研修会参加数：190施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

医療勤務環境改善計画策定に取り組む医療機関へのアドバイザー派遣に加

え、H28 年度からは医療機関が自主的に実施する研修会への講師派遣も開始

し、勤務環境改善に取り組む必要性について理解が進んだ。今後も事業を継続

し、医療勤務環境改善に取り組む医療機関の更なる増加を図る。 

（２）事業の効率性 

医療勤務環境改善支援センターにおいて、医療勤務環境改善に関する情報

提供から相談・支援等をワンストップで行うことにより、医療機関に対する支援が

効率的に実施されている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.18（医療分）】 

女性医師確保支援事業 

【総事業費】 

44,502千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院、福岡県医師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県の医療施設に従事する医師に対する女性医師の割合は年々増加傾向

にあるが、一方で、結婚・出産・育児等をきっかけとして離職する女性医師が少な

くない。 

多くの女性医師が短時間勤務制度等を利用することで現場復帰できている

が、県内病院における短時間勤務等の導入は代替医師の確保やコスト増を伴う

ため、導入が進んでいない。 

アウトカム指標：県内の医療施設従事医師数（女性）の増加（Ｈ26：

3,023人） 

事業の内容 

（当初計画） 

短時間勤務などを導入し、女性医師の勤務環境改善に取り組む県内の医療

機関及び女性医師の就労環境改善・保育等相談を運営する福岡県医師会に

対し、財政支援を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

① 短時間勤務導入促進事業の利用者数：22名 

② 保育相談窓口を利用する女性医師数：100名 

アウトプット指標 

（達成値） 

① 短時間勤務導入促進事業の利用者数：2名 

② 保育相談窓口を利用する女性医師数：４名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

短時間勤務や当直免除制度を導入する医療機関数が増えており、事業効果

については評価できる。 

（２）事業の効率性 

県や県医師会等関係団体による広報、及び、医療機関や女性医師へのアン

ケート等により、対象者及び対象医療機関の掘り起しを図るとともに、事業の効

果的な実施を推進した。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.19（医療分）】 

産科医療確保対策事業 

【総事業費】 

15,669千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

産科医不足を解消するため、女性医師が育児等をしながら働ける労働環境を

作ることが必要 

アウトカム指標：人口 10 万人対産科医数が 41.4 人以上の区域数の増加

（H26年度時点で41.4人以下の区域：粕屋22.3人、宗像19.0人、筑紫

19.1人、朝倉12.4人、八女・筑後34.4人、有明39.0人、直方・鞍手10.0

人、京築 6.0人） 

事業の内容 

（当初計画） 
産科院内保育所に対する運営費の補助を行うもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 女性医師の産科院内保育所利用者数の増加：16名（平成 27年度）→

18名（平成 28年度） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 女性医師の産科院内保育所利用者数：18名（平成 28年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 本事業は、産科医療現場の女性医師の確保のため支援を行うものであり、産

科院内保育所の安定的な運営に繋がり、女性医師の離職防止に繋がったと考え

る。 

（２）事業の効率性 

 産科院内保育所の安定的運営の一助となり、女性医師が離職することなく働

き続けられるため効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.20（医療分）】 

救急医療確保対策事業 

【総事業費】 

90,000千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 休日・夜間等における救急搬送が増加する一方、対応する医師の不足等によ

って、十分な救急医療体制を確保することが困難となっており、在宅当番医制度

及び休日・夜間急患センター運営のための経費への補助を行うことで、地域にお

ける救急医療従事者の確保を図り、もって救急医療体制の整備を図ることが急

務である。 

アウトカム指標：休日・夜間急患センターの運営数（22 ヶ所）、在宅当番制の

実施地区数（24地区） 

事業の内容 

（当初計画） 

休日・夜間における救急医療体制の整備に係る医療従事者の確保等に係る

経費への補助。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 補助郡市区医師会数：30医師会 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 補助郡市区医師会数：30医師会 

事業の有効性・効率性 事業終了後1年以内のアウトカム指標：休日・夜間急患センター運営数の維持 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：22 ヶ所（H27）→22 ヶ所（H28） 

（１）事業の有効性 

 休日・夜間における救急医療を担う、在宅当番医制度及び休日・夜間急患セ

ンター運営のための経費を補助することで、地域における救急医療従事者を確保

し、救急医療体制の整備が図られた。 

（２）事業の効率性 

 在宅当番医制度及び休日・夜間急患センターの運営に係る費用を補助するこ

とにより、休日・夜間における県内の救急医療体制を効率的に維持できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.21（医療分）】 

歯科医・歯科衛生士研修事業 

【総事業費】 

3,600千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて増大していく医療需要に対応していくため、地域歯科保健を

支える歯科医師、歯科衛生士等の確保を進めるとともに、歯科医師、歯科衛生

士等のさらなる知識と技術の向上を図る必要がある。 

アウトカム指標：県内の人口10万人対歯科医師数（H26：109.1人）及び

歯科衛生士数（H26：113.1人）の増加を図る 

事業の内容 

（当初計画） 

歯科医師会が行う新規加入者向け研修及び、歯科医師・歯科衛生士等歯

科専門職に対する技術向上のための研修等にかかる費用に対して補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 歯科専門職に対する技術向上のための研修会：４回開催（受講生 400

名） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 歯科専門職に対する技術向上のための研修会：３回開催（受講生 233

名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内の人口 10 万人対歯科衛生士数の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：113.1人（H26）→119.6人（H28） 

（１）事業の有効性 

歯科専門職に対する技術向上のための研修会を開催し、専門的知識習得を

進めることで、歯科専門職の資質の向上を図り、地域歯科保健を支える歯科医

師、歯科衛生士等の確保の促進が図られた。 

（２）事業の効率性 

歯科専門職に対する技術や知識の共通認識が効率的に図られた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.22（医療分）】 

歯科衛生士養成校巡回実習教育事業 

【総事業費】 

694千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて増大していく医療需要に対応していくため、地域歯科保健を

支える歯科医師、歯科衛生士等のさらなる知識と技術の向上を図る必要があ

る。 

アウトカム指標：特殊教育実習を受講した歯科衛生士数：100名 

事業の内容 

（当初計画） 

高度歯科医療に対応できる歯科衛生士を養成し、歯科医療従事者の資質

の向上に寄与するため、社会福祉法人や障がい者通所施設等を訪問し巡回実

習を行う養成校に対し補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 巡回実習実施回数：45回 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 巡回実習実施回数：77回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

① 特殊教育実習を受講した歯科衛生士数 

② 歯科衛生士国家試験合格者数 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：①100名（H28）、②52名（H28）※合格率 100％  

（１）事業の有効性 

社会福祉法人や障がい者通所施設等を訪問し、より臨床的な技術を習得す

ることで、地域において効率的で質の高い歯科医療従事者を輩出できている。 

（２）事業の効率性 

県内の社会福祉法人や障がい者施設等での歯科保健医療ニーズに効果的

に対応できている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.23（医療分）】 

歯科衛生士復職支援事業 

【総事業費】 

2,034千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

歯科診療所に勤務する歯科衛生士の不足に加え、平成元年の歯科衛生士法の改

正により歯科衛生士が歯科保健指導を行えることとなり、地域歯科保健事業を担当する

場が拡大したことから、歯科医療現場はもとより健康増進法等における訪問歯科保健指

導等においても支障をきたしている。このため、歯科医療現場や市町村の要望に応えられ

る歯科衛生士の確保を図ることが急務である。 

アウトカム指標：復職した未就業歯科衛生士数：20名 

事業の内容 

（当初計画） 

① 未就業歯科衛生士登録：未就業歯科衛生士に対し歯科衛生士会報等で無料

職業紹介に関する広報を行い、就職希望者を名簿に登録する。 

② 未就業歯科衛生士研修会の開催：臨床現場から遠ざかっていた未就業歯科衛生

士が安心して再就職できるよう臨床的な実施研修を行う。 

③ 登録者・求人者への就職情報の提供：市町村・歯科医師会からの求人を在宅歯

科衛生士に連絡し、また、在宅歯科衛生士の求職情報を市町村・歯科医師会等に

情報提供し、就職の斡旋を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 未就業歯科衛生士登録数：1,000名 

・ 未就業歯科衛生士研修会：10回開催（受講者 600名） 

・ 登録者・求人者への就職情報提供件数：5,000件 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 未就業歯科衛生士登録数：998名 

・ 未就業歯科衛生士研修会：11回開催（受講者 646名） 

・ 登録者・求人者への就職情報提供件数：7,044件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

① 復職した未就業歯科衛生士数、② 診療所紹介件数 

③ 登録者・求人者への就職情報提供件数に対する成立件数の割合 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：①６名、②21件、③83.0％ 

（１）事業の有効性 

無料職業紹介や未就業歯科衛生士研修会の開催を通して、未就業歯科衛生士の

復職につなげる。県内の歯科衛生士の確保・定着に繋がり、安定的な歯科医衛生士の

確保が図られている。 

（２）事業の効率性 

無料職業所や歯科医師会、市町村との連携強化が図られた。歯科医療現場や市町

村に対して、効率的に歯科衛生士の確保が行われた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.24（医療分）】 

寄附講座設置事業 

【総事業費】 

190,000千円 

事業の対象となる区域 京築、八女・筑後、田川区域 

事業の実施主体 各大学 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県の医師数は全国的にみると恵まれた状況にあるが、地域や診療科によって

は偏在が見られ、医師確保が困難な地域に対して、安定的な医師の派遣体制

を確保する必要がある。 

アウトカム指標：派遣医師数の維持（19 名／八女・筑後区域：６名、京築

区域：２名、田川区域：11名） 

事業の内容 

（当初計画） 

県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの一

環として、県が指定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 寄附講座設置大学数：３大学 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 寄附講座設置大学数：３大学 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：派遣医師数の維持 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：派遣医師数（19名）を維持した。  

（１）事業の有効性 

本事業により、医師確保が困難な地域の医療機関に対する、安定的な医師

の派遣体制が確保されている。 

（２）事業の効率性 

本事業は、県内３大学に設置した寄附講座から、医師確保が困難な地域へ

直接医師を派遣するものであり、即効性が高く、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.25（医療分）】  

緊急医師確保対策奨学金 

【総事業費】 

16,500千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

比較的医療資源に恵まれた本県においても、産科・産婦人科の医師数の減

少が顕著であるなど、診療科による医師の偏在があり、地域医療に従事する医師

の一層の増加を図ることにより偏在を是正する必要がある。 

アウトカム指標：特定診療科に従事する医師数の増加（H26：小児科 791

人、産科・産婦人科479人、外科1,515人、麻酔科429人、救急151人） 

事業の内容 

（当初計画） 

久留米大学医学部に地域医療医師確保特別枠を設け、県内の医療機関に

おいて医師確保が困難な産科、小児科、救命救急医療等に将来従事しようとす

る医学部生に対して奨学金を貸与することにより、地域医療に従事する医師の確

保、診療科による医師の偏在是正を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 奨学金貸与者数：５名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 奨学金貸与者数：５名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 奨学金返還免除の要件に、医師確保が困難な診療科等を指定することで、卒

業後に医師の診療科偏在の改善が期待できる。 

（２）事業の効率性 

 医師確保が困難な診療科等をあらかじめ指定しているため、卒後の勤務によっ

て当該診療科等に従事する人材を効率的に確保できるものと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 26（医療分）】 

看護師等養成所施設・設備整備事業 

【総事業費】 

564,712千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員の確保を推進するため、看護師等養成所の施設整備に対す

る支援が必要。 

アウトカム指標：看護職員における新卒就業者数の増加（H28.3：2,616

人） 

事業の内容 

（当初計画） 

看護職員の養成力の充実を図るため、看護師等養成所の新増設及び、老朽

化した養成所の建替え等に対して補助を行うもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 平成 28年度の施設整備実施数：２ヶ所 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 平成 28年度の施設整備実施数：１ヶ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

看護師等養成所の新増設及び建替えにより、看護学校の教育環境が整備さ

れ、看護職員の養成力の充実が図られる。 

（２）事業の効率性 

看護師等養成所に対して施設整備のための必要経費を補助することにより、

看護学校の教育環境が整備される。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.27（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】 

488,785千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養

成される看護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看護職

員を確保していくことが急務である。 

アウトカム指標：県内医療機関就職率の向上（H27.3卒業：72.5％） 

事業の内容 

（当初計画） 

県内の看護師等養成所に対して、運営費の加算※を含め、その運営に必要

な経費を補助することにより、養成所の教育内容の向上を図ることを目的とする。 

※ 運営費の加算：県内就職にかかる取組みへの加算 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 補助施設数：37校 47課程 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 補助施設数：37校 47課程 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内医療機関就職率の向上 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：72.5％（H27.3）→73.2％（H28.３） 

（１）事業の有効性 

県内の看護師等養成所に対して、運営費の加算を含めた補助を実施すること

で、各養成所と地域の医療機関との間で県内就職を促進する取り組みがなされ

始めた。 

（２）事業の効率性 

運営費の加算を設けたことで、柔軟かつ特色のある取組が各養成所で行わ

れ、今後取組を行っていない県下の養成所への効果の波及が期待される。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 28（医療分）】 

看護教員養成講習会参加促進事業 

【総事業費】 

33,480千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養

成される看護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看護職

員を確保していくことが急務である。 

アウトカム指標：看護職員における新卒就業者数の増加（H28.3：2,616

人） 

事業の内容 

（当初計画） 

看護師等養成所が看護教員を専任教員養成講習会に参加させている期

間、代替教員を確保するための費用を補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 補助施設数：17校 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 補助施設数：17校 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

看護教員養成講習会受講者が在籍している看護師等養成所に対して、代替

職員確保について支援することで、講習会の参加促進を図る。 

（２）事業の効率性 

県内の看護師等養成所の看護教員に専任教員養成講習会の受講を促すこ

とにより、看護師及び准看護師教育に携わる資質の高い教員を養成し、看護教

育の充実を図る。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.29（医療分）】 

看護教員養成講習会事業 

【総事業費】 

14,287千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

多様化、高度化する看護ニーズに対応する看護職員の養成のため、専任教

員に必要な知識・技術を修得させ、看護教育の充実及び向上を図る必要があ

る。 

アウトカム指標：看護職員における新卒就業者数の増加（H28.3：2,616

人） 

事業の内容 

（当初計画） 

看護師等養成所の専任教員を養成するため、講習会を実施するもの。 

（定員 40名、講習科目 36科目 34単位） 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 看護教員養成講習会受講者数：37名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 看護教員養成講習会受講者数：37名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護師等養成所の専任教員に対して必要な基礎的知

識・技術を修得させることができたと考える。 

また、県内養成所の新設・課程変更等の影響もあり専任教員数は増加してお

り、本事業を継続的に実施することにより、専任教員の未受講率の抑制にも繋が

る。 

（２）事業の効率性 

看護師等養成所の看護教員に対する集合研修を行うことにより、看護教育の

均一化が図られ、効率的な資質向上に繋がる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.30（医療分）】 

看護教員継続研修事業 

【総事業費】 

1,227千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護師等養成

所の教員の資質向上を図り、養成所における教育の質を高めることで、将来必要

とされる看護職員を確保していくことが急務である。 

アウトカム指標：看護職員における新卒就業者数の増加（H28.3：2,616

人） 

事業の内容 

（当初計画） 

看護教員の資質の向上を図るため、看護教員としての成長段階別（新任

期、中堅期、ベテラン期）の研修を実施するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 研修参加者：70名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 研修参加者：55名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

  看護教員に対する成長段階別（新任期、中堅期、ベテラン期）の研修を実

施することにより、医療の高度化・国民のニーズの多様化といった変化に対応した

看護知識・技術を修得させ、看護教員の資質の向上をさせることができた。 

（２）事業の効率性 

  看護教員に対する成長段階別（新任期、中堅期、ベテラン期）の研修を実

施することにより、県内養成所の看護教育の均一化が図られ、効率的な資質向

上に繋がる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.31（医療分）】 

看護実習指導者講習会事業 

【総事業費】 

4,333千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

看護基礎教育の質向上を図るため、看護師等養成所の実習施設における実

習指導者の養成が必要である。 

アウトカム指標：これまでに養成した看護師等養成所の実習施設における指導

者数（H27末：1,220名→H28末：1,332名） 

事業の内容 

（当初計画） 

養成所の実習施設において実習指導の任に当たる者または予定者を対象に、

効果的な実習指導ができるよう必要な知識・技術を修得させるため、講習会を実

施するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 看護実習指導者講習会参加者数（40日）：82名 

・ 特定分野講習会参加者数（６日）：30名 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 看護実習指導者講習会参加者数（40日）：82名 

・ 特定分野講習会参加者数（６日）：24名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：これまでに養成した看護師等養成所の

実習施設における指導者数の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：1,220名（H27末）→1,326名（H28末） 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、病院等で実習指導にあたる看護師等に対して必要な知

識・技術を修得させることができたと考える。 

（２）事業の効率性 

 看護師等養成所実習施設の実習指導者に対する集合研修を行うことにより、

看護教育の均一化、質の向上に繋がり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.32（医療分）】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費】 

128,892千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職員

の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で

ある。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率の低下（7.8%（H26）→

7.5%） 

事業の内容 

（当初計画） 

新人看護職員の離職防止及び質の向上を図るため、病院の新人看護職員に

対する実践的な研修体制を確保することを目的としている。新人看護職員に対し

て病院が行う OJT研修への経費補助。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 新人看護職員研修受講者数の増加：H27 年度実績（1,797 人）から

5%増加させる 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員研修受講者数：H27年度比３％増加（1,851人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

  県内の病院に対し、新人看護職員研修に係る補助を実施することで、新人

看護職員研修の受講者の増加が図られた。 

 （２）事業の効率性 

  各病院へ補助することで、ぞれぞれの病院で抱える課題に柔軟に対応でき、

県が一斉に集合研修を実施するよりも効率的と考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.33（医療分）】 

新人看護職員多施設集合研修事業 

【総事業費】 

7,260千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会、福岡県看護協会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職員

の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で

ある。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率の低下（7.8％（H26）→

7.5％） 

事業の内容 

（当初計画） 

小規模施設や新人看護職員が少ない等の理由により、施設単独で完結した

研修ができない施設の看護職員を対象として、県医師会及び県看護協会が集

合研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員多施設集合研修参加者数：2,200人 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員多施設集合研修参加者数：1,964人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 小規模施設等の新人看護職員の研修機会を確保することで、医療安全を始

めとするスキルを習得し、質の高い医療提供の担い手を増加させることができた。 

（２）事業の効率性 

 新人看護職員研修に精通した２団体が実施主体となることで、それぞれの強み

を生かした研修が展開された。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.34（医療分）】 

新人看護職員研修アドバイザー派遣事業 

【総事業費】 

820千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職員

の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で

ある。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率の低下（7.8％（H26）→

7.5％） 

事業の内容 

（当初計画） 

研修体制の未整備、カリキュラムの未策定等により新人看護職員研修が実施

困難な施設に対し、県看護協会がアドバイザー（教育経験のある新人看護教育

責任者）を派遣し、施設の研修体制構築を支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 新人看護職員アドバイザー派遣事業利用施設数：３施設（H27）→４施

設（H28） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員アドバイザー派遣事業利用施設数：３施設（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 県看護協会がアドバイザーを派遣し、施設の研修体制構築を支援することで、

研修実施が困難な施設数の減少に資することができた。 

（２）事業の効率性 

 事業の性質上、現場を知るアドバイザーを継続的に派遣し、きめ細やかな支援

が必要である。アドバイザーも県の他事業で養成した者が従事するなど、人材の有

効活用ができている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.35（医療分）】 

新人看護職員研修推進事業 

【総事業費】 

848千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職員

の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で

ある。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率の低下（7.8％（H26）→

7.5％） 

事業の内容 

（当初計画） 

新人看護職員研修の推進や教育担当者等の資質向上に向け、委員会等を

設け研修の内容等の検討を行う。また新人看護職員研修の未実施病院等が導

入を図るための支援を行い地域における連携体制を構築し、新人看護職員研修

の着実な推進を図るもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員研修推進協議会参加者数：14人 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員研修推進協議会参加者数：13人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 県が補助又は委託で実施している新人看護職員研修について、総合的な検

討、検証、進行管理が必要であり、事業執行に客観性を担保できた。 

（２）事業の効率性 

 協議会の構成メンバーを出身病院の規模に応じて選出することで、広く県内の

新人看護職員研修の現状や課題について議論ができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.36（医療分）】 

新人看護職員教育責任者研修事業 

【総事業費】 

1,287千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職員

の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で

ある。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率の低下（7.8％（H26）→

7.5％） 

事業の内容 

（当初計画） 

新人看護職員研修の研修プログラムの策定及び企画立案を担う教育責任者

を養成するための講習会を開催する。講習会は、国が示した新人看護職員研修

ガイドラインに基づき５日間の研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員教育責任者研修受講者数：H28定員 75名の達成 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員教育責任者研修受講者数：60名（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 各病院の新人看護職員研修の最終責任者である教育責任者の養成数を増

加させることで、各病院での質の高い新人看護職員研修が実施された。 

（２）事業の効率性 

 委託にあたっては、企画公募型プロポーザルを実施することで、多様な主体が参

加できる環境を設定し、効率的な事業遂行が可能となった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.37（医療分）】 

新人看護職員教育担当者研修事業 

【総事業費】 

3,630千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職員

の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で

ある。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率の低下（7.8％（H26）→

7.5％） 

事業の内容 

（当初計画） 

医療施設の各部署で実施される研修の企画・運営の中心となって担う教育担

当者を対象に、県看護協会が集合研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員教育担当者研修受講者数：H28年度定員 150名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員教育担当者研修受講者数：119名（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 新人看護職員研修における教育担当者の役割は大きいが、現場での育成が

難しいことが指摘されており、これを県下一斉に実施することは効果的であった。 

（２）事業の効率性 

 医療施設での新人看護職員研修に精通した県看護協会が研修を実施するこ

とで、多くの医療機関の参加を促すことができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.38（医療分）】 

新人看護職員実地指導者研修事業 

【総事業費】 

1,173千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職員

の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で

ある。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率の低下（7.8％（H26）→

7.5％） 

事業の内容 

（当初計画） 

新人看護職員の臨地実践に関する実地指導・評価等を担う実地指導者に対

する研修を実施するものである。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員実地指導者研修受講者数：H28年度定員 150名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員実地指導者研修受講者数：157名（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 実地指導の性質上、その態様はマンツーマンは望ましく、各病院の新人看護職

員研修での実地指導者の量的確保は重要であり、各病院での質の高い新人看

護職員研修が実施された。 

（２）事業の効率性 

 委託にあたっては、企画公募型プロポーザルを実施することで、多様な主体が参

加できる環境を設定し、効率的な事業遂行が可能となった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.39（医療分）】 

看護職員専門分野研修事業 

【総事業費】 

10,584千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各大学、福岡県看護協会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

近年の医療の高度化・専門化に対して、県民の要望に応じることができる専門

性の高い看護職員の育成が必要である。 

アウトカム指標：県内認定看護師数を平成 27 年度の 700 人から 5％増加さ

せる 

事業の内容 

（当初計画） 

近年の少子高齢化の進展や疾病構造の変化による医療の高度化・専門化に

対応し、県民の要望に応じることのできる質の高い専門的な看護師である認定看

護師を養成するための教育課程を開講する教育機関に対して開講にかかる経費

への補助を行う 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 補助養成施設数：4施設 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 補助養成施設数：4施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内認定看護師数の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：700人（H27）→830人（H29.8時点） 

（１）事業の有効性 

  認定看護師を養成するための教育機関に対して開講に係る経費を補助する

ことで、医療の高度化・専門化に対応し、県民の多様な医療ニーズに応じることが

できる看護師を輩出し、医療提供体制の強化を図ることができた 

（２）事業の効率性 

  認定看護師を養成するための教育機関に対して開講に係る経費を補助する

ことで、医療の高度化・専門化に対応し、県民の多様な医療ニーズに応じることが

できる看護師を効率よく輩出することができた 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.40（医療分）】 

看護職員確保対策特別事業 

【総事業費】 

212千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

公衆衛生看護学実習の質を向上し、より実践的な看護職員を養成するた

め、受入施設（中小病院、訪問看護ステーション、保健所、市町村等）の協力

体制を整備するとともに、実習受入施設の指導者を育成する必要がある。 

アウトカム指標：受入施設における指導者数の増加（34 人（H27)→65 人

（H28）） 

事業の内容 

（当初計画） 

教育現場と実習施設との共通理解や調整を促すため意見交換会等を実施

するほか、受入施設の指導者（看護管理者）を対象に看護学教育に関する講

習会を実施するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 講習会受講者数：35人 

アウトプット（達成値） 
・ 講習会受講者数：34人（延 59人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：受け入れ施設における指導者数の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：34人（H27)→99人（H28） 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、公衆衛生看護学の実習指導にあたる指導者に対して

必要な知識・技術を修得させることができたと考える。 

（２）事業の効率性 

公衆衛生看護学実習の指導者に対する集合研修を行うことにより、実習指

導の均一化、質の向上に繋がり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.41（医療分）】 

看護職員フォローアップ研修事業 

【総事業費】 

57,702千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員の離

職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務であ

る。 

アウトカム指標：常勤看護師離職率の低下（11.5％（H26）→10.8％） 

事業の内容 

（当初計画） 

看護職員の離職防止のため、新人看護職員研修後の継続研修として、就職

後２年目・３年目の新任期看護職員に対する研修体制整備を図るもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 研修受講者数及び実施施設数の増加：2,091 名 61 施設（H27）→

2,300名 66施設（H28） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 研修受講者数及び実施施設数：H27年度比 189人、２施設の増加 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 県内の病院に対し、新任期看護職員研修に係る補助を実施することで、新任

期看護職員研修の受講者及び実施施設数の増加が図られた。 

（２）事業の効率性 

 各病院へ補助することで、それぞれの病院で抱える課題に柔軟に対応でき、県

が一斉に集合研修を実施するよりも効果的であった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 42（医療分）】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費】 

393,487千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

看護職員の離職防止と再就業を促進するため、子どもを持つ看護職員が継続

して就業できる職場環境を整備する必要がある。 

アウトカム指標：病院内保育所を利用する看護職員数の増加（900 人

（H27）→920人（H28）） 

事業の内容 

（当初計画） 
病院内保育所を運営する病院に対して、人件費等の運営費を補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 病院内保育所補助事業者数：60施設 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 病院内保育所補助事業者数：59施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後1年以内のアウトカム指標：病院内保育所を利用する看護職員数

の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：900人（H27）→920人（H28） 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護職員の勤務環境の改善が図られる。 

（２）事業の効率性 

各病院に対して院内保育所運営のための必要経費を補助することにより、、病

院の勤務環境改善の取組がスムーズに進むものと考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.43（医療分）】 

看護職員就労環境改善研修事業 

【総事業費】 

825千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

「新成長戦略」において、質の高い医療・介護サービスを安定的に提供できる

体制を整備することとされているが、看護職員については、夜勤を含む交代制勤

務等により厳しい勤務環境におかれているものも多い。必要な人材の確保を図り

ながら、看護職員が健康で安心して働ける環境を整備し、「雇用の質」を高めて

いくことが必要である。 

アウトカム指標：常勤看護師離職率の低下（11.5％（H26）→10.8％） 

事業の内容 

（当初計画） 

医療機関の看護管理者（病棟師長等）に対して、看護業務の効率化や職

場風土改善についての研修を実施 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 就労環境改善研修への参加施設数：150施設 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 就労環境改善研修への参加施設数：97施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護業務の効率化や職場風土改善が促進されたところ

であり、県内医療機関の就労環境改善への取組推進に寄与した。 

（２）事業の効率性 

本事業は、労務管理や業務効率改善等に関する成功事例等を紹介すること

により、速やかな事業展開となることから、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.44（医療分）】 

看護職員復職研修事業 

【総事業費】 

5,278千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、子育て等により

離職した看護職員の復職を促進することで、将来必要とされる看護職員を確保

していくことが急務である。 

アウトカム指標：受講後就業率の向上（52.9％（H27）→  53.9％

（H28）） 

事業の内容 

（当初計画） 

子育て等により離職した看護職員等を対象とし、最新の知識及び看護技術を

再習得させることで職場復帰を促し、働き続けられるよう支援するもの。 

①看護職のための「採血・注射サポート教室」 

②看護力再開発講習会（実践コース）の開催 

③地区別復職応援セミナーの開催 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 研修受講者数：H28年度定員①120名、②60名、③40名の達成 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 研修受講者数：H28年度①157名、②62名、③42名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：受講後就業率の向上 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：52.9％（H27）→ 54.2％（H28） 

（１）事業の有効性 

  それぞれ定員を上回る申し込みがあり、離職した看職員の職場復帰を促す施

策としては、需要があり有効であると考えられる 

（２）事業の効率性 

  再就業を希望する子育て等により離職した看護職員に対して、最新の看護

知識や復職を容易にする看護技術の研修を行うことで、効率よく看護職員の確

保を図ることができた 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.45（医療分）】 

ナースセンターサテライト事業 

【総事業費】 

45,909千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、子育て等により

離職した看護職員の復職を促進することで、将来必要とされる看護職員を確保

していくことが急務である。 

アウトカム指標：ナースセンターサテライト利用者の再就業者数の増加（393 人

（H27）→550人（H28）） 

事業の内容 

（当初計画） 

平成 27年 10月から看護職員の離職時届出制度が開始された。これに先立

ち、本県では県ナースセンターのサテライトを 4 ヶ所設置しており、さらに充実をはか

る（平成 26年尾：２ヵ所設置、平成 27年度：２ヵ所設置）。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ ナースセンターサテライト利用者：8,900人 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ ナースセンターサテライト利用者：11,565人（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：ナースセンターサテライト利用者の再就業者数の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：393人（H27）→565人（H28） 

（１）事業の有効性 

  ナースセンターのサテライトを設置し、地区毎の看護職員確保のニーズに対応

することで効果的な看護職員の復職を促すことができた。 

（２）事業の効率性 

ナースセンターのサテライトを設置し、地区毎の看護職員確保のニーズに対応

することで効率的に看護職員の確保を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.46（医療分）】 

みんなで話そう看護の出前授業事業 

【総事業費】 

2,394千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県の需給見通しにおいて、未だに県内の看護職員の数は不足しており、

看護職を志し、看護師等学校養成所へ進学する学生を確保することが求められ

る。 

アウトカム指標：県内の看護師等養成所への入学者数の増加（平成 27 年

度：4,620人） 

事業の内容 

（当初計画） 

看護職を志す動機付けの機会となる「看護の出前授業」を実施する看護協会

に対して事業実施経費の一部を補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 看護の出前授業受講者数：前年度比 5％増（平成 27年度 4,923名） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 看護の出前授業受講者数：2,947名（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内の看護師等養成所への入学者の増加  

観察できなかった 

観察できた  →  指標：4,620人（H27）→4,625人（H28） 

（１）事業の有効性 

  県内の中学生・高校生を対象に看護職の仕事について出前授業を実施する

ことで、看護師等学校養成所への進学意欲を高める動機付けの機会を提供でき

た。 

（２）事業の効率性 

  看護協会が実施する出前授業を補助することで、看護職を志す動機付けの

機会を効率的に提供できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.47（医療分）】 

ふれあい看護体験事業 

【総事業費】 

2,652千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県の需給見通しにおいて、未だに県内の看護職員の数は不足しており、

看護職を志し、看護師等学校養成所へ進学する学生を確保することが求められ

る。 

アウトカム指標：県内の看護師等養成所への入学者数の増加（平成 27 年

度：4,620人） 

事業の内容 

（当初計画） 

看護職を志す動機付けの機会となる「ふれあい看護体験」の実施を希望する

高校と、実際に参加学生を受け入れる医療施設とのマッチング及び看護体験実

施に係る経費の一部を補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ マッチング率（体験者数／申込者数）の増加：74.1％（H27）  

アウトプット指標 

（達成値） 
・ マッチング率（体験者数／申込者数）の増加：81.3％（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内の看護師等養成所への入学者の増加  

観察できなかった 

観察できた  →  指標：4,620人（H27）→4,625人（H28） 

（１）事業の有効性 

  県内の高校生を対象に看護職の仕事体験を実施することで、看護師等学校

養成所への進学意欲を高める動機付けの機会を提供できた。 

（２）事業の効率性 

  看護協会が実施するふれあい看護体験を補助することで、看護職を志す動機

付けの機会を効率的に提供できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 48（医療分）】 

看護師宿舎施設整備事業 

【総事業費】 

220,583千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内看護師の確保、離職防止のため、看護師宿舎の整備にかかる支援が必

要である。 

アウトカム指標：新規に看護師宿舎を整備することで、看護師宿舎を利用するこ

とができる看護師数を 21名増加させる 

事業の内容 

（当初計画） 
看護師宿舎の整備にかかる費用を補助するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 施設整備実施数：１施設 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 施設整備実施数：０施設（次年度へ繰越） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護職員の勤務環境の改善が図られる。 

（２）事業の効率性 

各病院に対して宿舎施設整備のための必要経費を補助することにより、看護

職員の勤務環境の改善が図られ、病院の勤務環境改善の取組がスムーズに進

むものと考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 49（医療分）】 

看護補助者確保支援事業 

【総事業費】 

32,085千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

看護補助者の不足により、看護補助者に任せられる業務までを看護師が行う

ことで負担となっており、看護の質の確保が困難となっている。 

アウトカム指標：派遣看護補助者総数の増加（1,156 名（～H27）→

1,178名（～H28）） 

事業の内容 

（当初計画） 
看護職員の業務を補助する看護補助者を医療機関へ派遣する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 事業終了後正式雇用者数：22名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 事業終了後正式雇用者数：19名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：派遣看護補助者総数の増加 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：1,156名（～H27末）→1,183名（H28末） 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護職員が本来の看護業務に専念できる体制整備を

促進し、患者の療養環境の向上が図られる。 

（２）事業の効率性 

各病院に看護補助者派遣に係る経費を補助することにより、看護職員の業務

改善が図られ、病院の勤務環境改善の取組がスムーズに進むものと考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.50（医療分）】 

外国人看護師候補者資格取得支援事業 

【総事業費】 

19,011千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、外国人看護師

候補者の看護師国家試験合格を支援することで、将来必要とされる看護職員を

確保していくことが急務である。 

アウトカム指標：県内におけるEPA対象国看護師候補者の看護師国家試験合

格者数の増加（H27：１人） 

事業の内容 

（当初計画） 

経済連携協定に基づく「外国人看護師候補者受入事業」において、看護師国

家試験に合格できずに帰国した外国人看護師候補者に対する免許取得のため

の学習支援を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 20人を支援し、看護師国家試験の合格を目指す 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 支援した外国人看護師候補者数：18人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：本事業により支援した EPA 対象国看

護師候補者のうち看護師国家試験合格者数 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：２名 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、EPA 看護師候補者が再度国家試験を受験し、合格す

ることで、県内の看護職員の確保が図られた。 

（２）事業の効率性 

 事業の性質上、外国語が堪能な看護教員によるきめ細やかな支援が必要であ

り、県医師会への補助により、柔軟な事業執行が可能となった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 51（医療分）】 

看護師勤務環境改善施設整備事業 

【総事業費】 

118,165千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療ニーズの多様化に加え、交替制勤務や長時間労働など厳しい勤務環境

が看護職員の離職の一因となっていることから、良質かつ適切な医療を効率的に

提供する体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標：常勤看護師離職率の低下（11.5％（H26）→10.8％） 

事業の内容 

（当初計画） 

看護職員が働きやすい勤務環境の改善に必要な、医療の高度化に対応可能

なナースステーションの拡充、処置室及びカンファレンスルーム等の拡張、新設等に

かかる施設整備費を補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 施設整備実施数：１施設 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 施設整備実施数：０施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、医療の高度化に対応可能なナースステーションの拡充、

ナースコールの設置等、看護職員の勤務環境の改善が図られる。 

（２）事業の効率性 

各病院に対して施設整備のための必要経費を補助することにより、看護職員の

業務導線等の改善が図られ、病院の勤務環境改善の取組がスムーズに進むもの

と考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 
【No.52（医療分）】 

女性薬剤師復職支援事業 

【総事業費】 

2,734千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県薬剤師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

出産等を理由に離職している女性薬剤師は、離職期間中に登場した新薬や

複雑化した医療制度・医療技術に関する知識・技術の欠如について不安に思

い、復職を断念している状況にある。 

慢性的な薬剤師不足を解消するためには、女性薬剤師の復職が求められてい

る。 

アウトカム指標：復職者数が前年度実績（11名）を上回る 

事業の内容 

（当初計画） 

離職中の女性薬剤師が、離職期間中に登場した新薬や複雑化した医療制

度・医療技術の知識・技術を習得するための研修会を実施し、併せて県内の薬

局において実地研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 女性薬剤師の復職支援を目的とした研修会及び実地研修の実施 

① 研修会：県内３会場にて各４回実施（３会場合計で各回 100名） 

② 実地研修：各１～３日間実施（10名） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 研修会及び実地研修を開催した。 

① 研修会：県内３会場にて各４回開催（合計参加者数 322名：第１

回 94名、第 2回 84名、第 3回 73名、第 4回 71名） 

② 実地研修：７回開催（７名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：復職者数が前年度実績（11名）を上回る 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：17名（H28.8～H29.3） 

（１）事業の有効性 

離職している女性薬剤師の復職の障壁となっていた離職期間中に登場した新

薬や複雑化した医療制度・医療技術について、あらかじめ研修会を受講すること

で最新の知識・技術を習得することができたため、復職に対する不安を払拭するこ

とができた。 

（２）事業の効率性 

座学による研修会だけではなく、薬局における実地研修を併せて実施すること

で知識の定着を図った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保・養成のために必要な事業 

事業名 
【No. 53（医療分）】 

高齢者歯科口腔機能向上事業 

【総事業費】 

14,354千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 九州歯科大学 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県における摂食嚥下障害者数は約 8.6 万人と推定されている一方、治

療やケアを行う専門人材（日本障害者歯科学会指導医、日本老年歯科医学

会指導医）は県内に 20名ほどしかいない。また、基礎疾患を有する高齢者が増

加しているが、高齢者に対する適切な治療やケアをできる歯科医師が少ないのが

現状であり、これらの治療やケアを行う専門人材の育成が急務である。 

アウトカム指標：摂食嚥下等専門人材を平成 30年までに 75名育成する 

事業の内容 

（当初計画） 

歯科医師等に対して、摂食嚥下等に関する専門的な知識・技術を習得させる

臨床研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 摂食嚥下等に関する専門研修受講者数：15名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 摂食嚥下等に関する専門研修受講者数：16名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：プレ・ポストテスト点数の上昇 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：受講前平均 54.3点から受講後平均 91.4 点に上昇した。  

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、歯科医師・歯科衛生士の技術が向上し、摂食嚥下等

に関する専門人材を育成することができた。また、専門人材が就労先で実践する

ことにより、地域における歯科治療の充実を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

摂食嚥下等に関して、専門的な知見・設備等を有する九州歯科大学が研

修を実施することで、実践的で質の高い内容になるとともに、受講者を効率的に

募集することができた。 

その他  



106 

 

  

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 
【No.01（介護分）】 

福岡県介護施設等整備事業 

【総事業費】 

165,600千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 30年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護療養病床については、介護老人保健施設等への転換を促進することとな

っている。 

アウトカム指標：介護療養病床の減少 

事業の内容 

（当初計画） 

介護療養病床の廃止期限である平成36年３月末に向けて、介護老人保健

施設等への転換整備を支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 介護療養病床転換：３カ所程度 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 介護療養病床転換：０カ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 未実施のため確認できない。 

（２）事業の効率性 

 未実施のため確認できない。 

その他  次年度以降に実施の方針。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.02（介護分）】 

介護における歯科保健推進事業 

【総事業費】 

115,028千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 30年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37 年度までに福岡県で必要となる介護人材の必要量

98,656人を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅で増加が見込まれる認知症や難病の病態やその対応に関する知識を深

めるため、訪問介護員や歯科医師、歯科衛生士など、在宅介護での歯科衛生・

治療に携わる人を対象とした研修会を開催し、在宅介護に係る認知症や難病、

歯科衛生の知識と歯科医療の提供を図る。また各地域で歯科衛生士が保健指

導などの相談や地域の訪問歯科との連携強化を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 在宅で増加が見込まれる認知症や難病の病態やその対応に関する専門知識

を深めるための研修会を２回開催 

アウトプット指標 

（達成値） 
・  H28:研修会を 2回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：在宅で増加が見込まれる認知症や難

病の病態やその対応に関する専門知識が深まる。 

観察できなかった 

観察できた  →  指標：訪問介護員や歯科医師、歯科衛生士等において認

知症や難病に関する認識が深まりつつある。 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、認知症や難病に関する専門的な知識をもつ訪問介護

員や歯科医師、歯科衛生士等が増加し、きめ細やかな歯科医療の提供ができ

る。 

（２）事業の効率性 

座学だけでなく、実技やグループワークを組み込むことで、より実践的な技術の

修得及び関係者間での認識の共有を図ることができた。 

その他  
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 

○ 医療分 

☑ 行った 

（実施状況） 

〔平成 27年度実施分〕 

   ・ 平成 28 年９月９日 福岡県医療審議会医療計画部会において審議 

   ・ 平成 28年９月 12日 福岡県医療審議会において審議 

〔平成 28年度実施分〕 

   ・ 平成 29 年９月５日 福岡県医療審議会医療計画部会において審議 

□ 行わなかった 

  （行わなかった場合、その理由） 

 

○ 介護施設等整備分 

☑ 行った 

（実施状況） 

〔平成 27年度実施分〕 

   ・ 平成 28 年９月２日 福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会において審議 

〔平成 28年度実施分〕 

   ・ 平成 29 年８月９日 福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会において審議 

□ 行わなかった 

  （行わなかった場合、その理由） 

 

○ 介護人材確保分 

☑ 行った 

（実施状況） 

〔平成 27年度実施分〕 

   ・ 平成 28 年９月２日 福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会において審議 

〔平成 28年度実施分〕 

   ・ 平成 29 年８月９日 福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会において審議 

□ 行わなかった 

  （行わなかった場合、その理由） 
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（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

○ 医療分 

〔平成 27年度実施分〕 

・ 医療計画部会では、各種研修事業について、実施した回数や単なる受講者数のみではなく、どの

ような専門性を持った方々が受講したのか、専門職種別人数等の受講者データを整理していくことが

今後の課題とされた。         （平成 28年９月９日福岡県医療審議会医療計画部会） 

・ 医療審議会では、医療計画部会で出された意見を部会長より説明、上記以外には意見等はな

く、事務局案どおり了承された。           （平成 28年９月 12日福岡県医療審議会） 

〔平成 28年度実施分〕 

・ 事務局案のとおり了承された。（平成 29年９月５日福岡県医療審議会医療計画部会） 

 

○ 介護施設等整備分 

〔平成 27年度実施分〕 

・ 事務局案とおり了承された。（平成 28年９月２日福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会） 

〔平成 28年度実施分〕 

・ 事務局案とおり了承された。（平成 29年８月９日福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会） 

 

○ 介護人材確保分 

〔平成 27年度実施分〕 

・ 事務局案とおり了承された。（平成 28年９月２日福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会） 

〔平成 28年度実施分〕 

・ 事務局案とおり了承された。（平成 29年８月９日福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会） 

 

 

  



3 

２．目標の達成状況 
 

 

■ 福岡県全体（目標） 

① 福岡県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 平成 27年度中に 24地域まで拡大（平成 28年度中に全 30地域まで拡大） 

・ 周術期口腔ケア連携推進 

→ 県歯科医師会への専門職配置数２名、啓発研修会の開催４回 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成26年度に引き続き、それぞれの地域の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を

踏まえ、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数：H22：18,721 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で

20%の増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 
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・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村数：９市町村 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：18→30 か所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：４地域各２箇所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：５か所 

・ モデル地区における口腔内精査等の情報の介護認定審査会への提供数：10件 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 介護サービスの供給体制の確保や地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険

事業支援計画等において予定している地域密着型サービス等の介護基盤の整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）1,921床 → 2,414床 

（事業所数）74 カ所 → 91 カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）9,587床 → 10,073床 

（事業所数）647 カ所 → 681 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）3,474／月分 → 5,099人／月分 

（事業所数）252 カ所 → 282 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）19,730人／月分 → 22,868人／月分 

（事業所数）138 カ所 → 141 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）162 カ所 → 169 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）310人／月分 → 1,071人／月分 

（事業所数）18 カ所 → 41 カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）126人／月分 → 544人／月分 

（事業所数）９カ所 → 12 カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）１カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）２カ所（整備数） 
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（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 本県の医師数は、全国的にみると恵まれた状況（人口 10万対で 283.0人（全国 226.5

人）平成24年調査）にあるが、地域や診療科によっては偏在が見られる。特に医師数が減少

している産婦人科・産科、小児科医師の確保対策は、女性医師の割合が高い診療科でもあ

り、一層の勤務環境の改善など、平成 26年度に引き続き、重点的に取り組んでいく。 

○ 本県においては、看護師等養成所の新設が続いており、供給数が伸びていく見込みであること

から、患者本位の質の高い医療サービスを実現するために看護教育の質の維持・向上を図って

いく。 

○ また、看護職員の離職率は全国平均を上回る状況が続いており、新人看護職員及びその後

の継続的な研修体制の整備に、引き続き、努めていく。 

○ 更に、看護職員の一層の確保を図るため、潜在看護職員の活用及び復職支援の強化に、平

成 26年度に引き続き取り組んでいく。 

○ このほか、歯科医療従事者の質の向上や確保対策、女性薬剤師の復職支援にも引き続き取

り組む。 

○ これらの取組を通じ、医療従事者の確保を図り、地域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数が全国平均を上回る地域数（二次医療圏単位） 

現状：５医療圏（福岡・糸島、久留米、有明、飯塚、北九州）→ 増加を図る 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下にする 

→ 新人看護職員離職率（H25年度 本県 7.9%、全国 7.5%）  

→ 常勤看護職員離職率（H25年度 本県 11.8%、全国 11.0%） 

・ 医師確保のためのキャリア形成支援プログラム策定数：３ 

・ 小児救急電話相談件数：4万件 

・ 救急医療体制構築事業検討会開催数 H27：４回、H28：１回 

・ 女性医師の短時間勤務導入促進事業の利用者数：22名 

・ 看護教員養成講習会未受講率：18%→15% 

・ 看護師等養成所実習施設における指導者数の確保：１単位２名以上 

・ 新人看護職員アドバイザー派遣数：４施設 

・ ナースセンターサテライト設置数：２→４か所 

・ 歯科医師・歯科衛生士等への技術向上研修会の開催：４回 

・ 未就業歯科衛生士の就職斡旋数：20人以上 

・ 女性薬剤師復職支援研修会の開催：県内４ブロック、４回程度 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 



6 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保する。 

 

 

□ 福岡県全体（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

：７地域（~H26）→30地域（H28） 

・ 周術期ケア推進のための病診連携事業に係る専属の専門職を県歯科医師会に配置:2名 

・ 周術期口腔ケア連携支援センターの事業運営のためのプロジェクト会議の開催:4回(H27) 

・ 周術期口腔ケア連携支援事業を啓発するため、管理研修会を開催：10回 

② 見解 

・ 本システムの全県下での更なる活用拡大を図るため、平成 29 年度以降も引き続き計画に

基づき取り組んでいく。 

・ 歯科専門職のがん診療拠点病院への配置が進み、また、病院医科・歯科と地域歯科及び

関係多職種が連携促進を図り、医科・歯科・介護情報等に関する情報を共有し、地域全体

で患者を診る・支えるための患者情報共有ネットワークが構築されはじめたことにより、地域包

括医療の推進に繋がる体制の整備が整い始めたことから、医科・歯科の効果的な機能分化・

連携に推進を図るため平成 29年度以降も引き続き取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 18,721人／月 → H27年度 22,963人／月 

（＋4,242人/月、22.7％） 

・ 在宅医療の連携拠点を整備した市町村数：９市町 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：18→28 ヶ所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：６ヶ所（H27） 

・ 在宅歯科医療連携室の数：６ヶ所 

・ モデル地区における口腔内精査等の情報の介護認定審査会への提供数：25件 
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② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）1,921床 → 2,169床 

（事業所数）74 カ所 → 83 カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）9,587床 → 10,007床 

（事業所数）647 カ所 → 664 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）3,474／月分 → 4,435人／月分 

（事業所数）252 カ所 → 271 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）19,730人／月分 → 21,800人／月分 

（事業所数）138 カ所 → 130 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）162 カ所 → 188 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）310人／月分 → 801人／月分 

（事業所数）18 カ所 → 42 カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）126人／月分 → 437人／月分 

（事業所数）９カ所 → 18 カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）１カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 
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③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 人口 10万対医師数が全国平均を上回る地域数（二次医療圏単位） 

→ H26年１2月現在：５医療圏（福岡・糸島、久留米、有明、飯塚、北九州） 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下にする 

→ 新人看護職員離職率：本県 9.2%、全国 7.8%（H27） 

→ 常勤看護職員離職率：本県 11.8%、全国 10.9%（H27） 

・ 県が検討・調整を行っているキャリア形成支援プログラム数：12（H27） 

・ 小児救急電話相談件数：47,340件（H27）、51,772件（H28） 

・ 女性医師の短時間勤務導入促進事業の利用者数：12名（H27） 

・ 看護教員養成講習会未受講率：20.5%（H27） 

・ 看護実習指導者講習会受講者数：118名（H27）、106名（H28） 

・ 新人看護職員アドバイザー派遣数：３施設 

・ ナースセンターサテライト設置数：２→４ヶ所 

・ 歯科医師・歯科衛生士等への技術向上研修会・セミナー開催数：６回（H27） 

・ 歯科専門職に対する技術向上のための研修会：３回開催（受講生 233名）（H28） 

・ 未就業歯科衛生士の診療所への紹介成立件数：41件（H27）、21件（H28） 

・ 未就業歯科衛生士の地域保健（公衆衛生）への紹介成立件数：6,513件（H27） 

・ 未就業歯科衛生士の介護施設への紹介成立件数：12件（H27） 

・ 県内４ブロックにおいて離職中の女性薬剤師に対する４テーマの研修会を各１回開催（H27） 

・ 薬局において、離職中の女性薬剤師に対する輸液調整等の実地研修：13回開催（H27） 

・ 離職中の女性薬剤師に対するリカレント＆スキルアップセミナー：１回開催（H27） 

・ 女性薬剤師の復職支援を目的とした研修会：県内３会場にて各４回実施（H28） 

・ 女性薬剤師の復職支援を目的とした実地研修：７回開催（H28） 

② 見解 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた結

果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平成 29 年度以降も引き続き



9 

医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 福岡・糸島区域（目標と計画期間） 

① 福岡・糸島区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37 年）年度に必要となる医療提供体制の構築を進め

る。 
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【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 糸島地域に加え、福岡地域での活用を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：6,295人／月 → 平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：８ヶ所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：３ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 県内一番の都市部であり、将来の高齢者数の動向なども踏まえた、バランスのとれた介護基 

盤の整備が求められている。 

○ このため、地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型介護老人福祉施設や認知症

高齢者グループホーム等の多様な施設の整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）490床 → 577床 

（事業所数）18 カ所 → 21 カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）1,912床 → 1,984床 

（事業所数）120 カ所 → 124 カ所 
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・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）635人／月分 → 972人／月分 

（事業所数）45 カ所 → 56 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）4,123人／月分 → 5,203人／月分 

（事業所数）28 カ所 → 28 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）58 カ所 → 58 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）162人／月分 → 464人／月分 

（事業所数）６カ所 → 13 カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 120人／月分 

（事業所数）１カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）２カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、比較的恵まれた状況にあるものの、引き続き、  

医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図

る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10 万対医師数については全国平均を上回っているが、一層の勤務環境の改善など医

師等の確保・養成に努める。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、福岡・

糸島区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成37年度までに県全体で98,656人の介護人材を確保することを目標としており、福岡・

糸島区域においてもそのための対策を着実に進める。 
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② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 福岡・糸島区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 福岡・糸島区域内でシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 28年度以降も引き続き取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P５） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 6,295人／月 → H27年度 7,780人／月 

（＋1,485人/月、23.6％） 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：８ヶ所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：３ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：１ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
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（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P６） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）490床 → 555床 

（事業所数）18 カ所 → 21 カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）1,912床 → 2,146床 

（事業所数）120 カ所 → 133 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）635人／月分 → 827人／月分 

（事業所数）45 カ所 → 50 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）4,123人／月分 → 5,004人／月分 

（事業所数）28 カ所 → 21 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）58 カ所 → 62 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）162人／月分 → 347人／月分 

（事業所数）６カ所 → 11 カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 120人／月分 

（事業所数）１カ所 → ２カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 
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□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 28年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P６） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P６） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 粕屋区域（目標と計画期間） 

① 粕屋区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護 

サービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・

診連携、多職種連携を促進するため、その基盤となるICTを活用したシステムづくりを、平成26

年度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成27年度は、これ以外の

病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成37年）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 粕屋区域では、既に運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成26年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま 

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成26年度に引き続

き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で効

率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24時間365日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数H22：641人／月 → 平成29年度までに県全体で20%の増

加を図ることとしており、平成27年度においてもその着実な進捗を図る。 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 介護老人福祉施設の待機者の解消や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズ
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への対応等が課題となっている。 

○ このため、地域密着型介護老人福祉施設や定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

等の整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）49床 → 78床 

（事業所数）２カ所 → ３カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）333床 → 342床 

（事業所数）19カ所 → 19カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）69人／月分 → 127人／月分 

（事業所数）６カ所 → ７カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）240人／月分 → 702人／月分 

（事業所数）２カ所 → ２カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 40人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 45人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、粕屋
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区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成37年度までに県全体で98,656人の介護人材を確保することを目標としており、粕屋区

域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 粕屋区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークのさらなる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ 既に区域内においてシステム運用が開始されているところであるが、本システムのさらなる利活

用に向けて、平成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P７） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 641人／月 → H27年度 897人／月 

（＋256人/月、39.9％） 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 



18 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P８） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）49床 → 49床 

（事業所数）２カ所 → ２カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）333床 → 342床 

（事業所数）19 カ所 → 19 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）69人／月分 → 90人／月分 

（事業所数）６カ所 → ６カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）240人／月分 → 449人／月分 

（事業所数）２カ所 → ２カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 25人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 23人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 
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② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P８） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 
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③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P８） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 宗像区域（目標と計画期間） 

① 宗像区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：291 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 
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・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応等が課題となっている。 

○ このため、認知症高齢者グループホームや定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の

整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）87床 → 87床 

（事業所数）３カ所 → ３カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）189床 → 198床 

（事業所数）12 カ所 → 13 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）93人／月分 → 120人／月分 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）668人／月分 → 983人／月分 

（事業所数）５カ所 → ５カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）２カ所 → ４カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 40人／月分 

（事業所数）０カ所 → ２カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地
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域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、宗像

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、宗像

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 宗像区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 宗像区域内でシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P９） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 291人／月 → H27年度 635人／月 

（＋344人/月、118.2％） 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P９） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）87床 → 87床 

（事業所数）３カ所 → ３カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）189床 → 207床 

（事業所数）12 カ所 → 13 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）93人／月分 → 115人／月分 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）668人／月分 → 882人／月分 

（事業所数）５カ所 → ５カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）２カ所 → ３カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 25人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 
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・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P９） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か
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つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P10） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 筑紫区域（目標と計画期間） 

① 筑紫区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 平成 27年 4月から運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 
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○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：1,017人／月 → 平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 介護老人福祉施設の待機者の解消や、認知症高齢者の増加への対応等が課題となってい

る。 

○ このため、地域密着型介護老人福祉施設や認知症高齢者グループホーム等の整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）67床 → 125床 

（事業所数）３カ所 → ５カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）465床 → 537床 

（事業所数）32 カ所 → 37 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）249人／月分 → 389人／月分 

（事業所数）17 カ所 → 20 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）1,182人／月分 → 1,786人／月分 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）９カ所 → 10 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）６人／月分 → 31人／月分 

（事業所数）１カ所 → １カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 
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（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、筑紫

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、筑紫

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 筑紫区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークのさらなる活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ 既に区域内においてシステム運用が開始されているところであるが、本システムのさらなる利活

用に向けて、平成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
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（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P10） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 1,017人／月 → H27年度 1,556人／月 

（＋539人/月、53.0％） 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：１ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P11） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）67床 → 96床 

（事業所数）３カ所 → ４カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）465床 → 498床 

（事業所数）32 カ所 → 34 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）249人／月分 → 315人／月分 

（事業所数）17 カ所 → 18 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）1,182人／月分 → 1,452人／月分 

（事業所数）８カ所 → ７カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）９カ所 → 10 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）６人／月分 → 49人／月分 

（事業所数）１カ所 → ２カ所 
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・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 23人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P11） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必
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要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P11） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 朝倉区域（目標と計画期間） 

① 朝倉区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用に向け、準備を進める。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で
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効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：253 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。   

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 地域包括ケアシステムを構築する上で中心的役割を果たす地域包括支援センターの充実が

課題となっている。 

○ このため、地域包括支援センターの整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）０床 → ０床 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）126床 → 126床 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）23人／月分 → 31人／月分 

（事業所数）３カ所 → ３カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）642人／月分 → 782人／月分 

（事業所数）３カ所 → ３カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）３カ所 → ４カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）１人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 
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・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、麻酔科、救急 で全

国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域に

おける医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、朝倉

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、朝倉

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 朝倉区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 朝倉区域内でシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため
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平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P12） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 253人／月 → H27年度 380人／月 

（＋127人/月、50.2％） 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P13） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）０床 → ０床 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）126床 → 135床 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）23人／月分 → 24人／月分 

（事業所数）３カ所 → ４カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）642人／月分 → 768人／月分 

（事業所数）３カ所 → ３カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）３カ所 → ５カ所 

 



34 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）１人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 概ね計画どおりとなっている。 

③ 改善の方向性 

・ 特になし。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P13） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 
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② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P13） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 久留米区域（目標と計画期間） 

① 久留米区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37 年）年度に必要となる医療提供体制の構築を進め

る。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 
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（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：1,565人／月 → 平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。  

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：４ヶ所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：１ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 介護老人福祉施設の待機者の解消や、認知症高齢者の増加への対応等が課題となってい

る。 

○ このため、地域密着型介護老人福祉施設や認知症高齢者グループホーム等の整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）305床 → 479床 

（事業所数）12 カ所 → 18 カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）1,281床 → 1,353床 

（事業所数）77 カ所 → 81 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）711人／月分 → 1,014人／月分 

（事業所数）50 カ所 → 54 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）1,843人／月分 → 2,393人／月分 

（事業所数）19 カ所 → 19 カ所 
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・ 地域包括支援センター 

（事業所数）13 カ所 → 13 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）56人／月分 → 165人／月分 

（事業所数）５カ所 → ６カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）77人／月分 → 169人／月分 

（事業所数）５カ所 → ５カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、比較的恵まれた状況にあるものの、引き続き、医

師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10 万対医師数については全国平均を上回っているが、一層の勤務環境の改善など医

師等の確保・養成に努める。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、久留

米区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、久留

米区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 
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□ 久留米区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 久留米区域内でシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P14） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 1,565人／月 → H27年度 1,894人／月 

（＋329人/月、21.0％） 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：３ヶ所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：１ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：２ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P14） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）305床 → 479床 

（事業所数）12 カ所 → 18 カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）1,281床 → 1,335床 

（事業所数）77 カ所 → 80 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）711人／月分 → 903人／月分 

（事業所数）50 カ所 → 53 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）1,843人／月分 → 2,209人／月分 

（事業所数）19 カ所 →  18 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）13 カ所 → 14 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）56人／月分 → 126人／月分 

（事業所数）５カ所 → 10 カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）77人／月分 → 140人／月分 

（事業所数）５カ所 → 11 カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P15） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P15） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 八女・筑後区域（目標と計画期間） 

① 八女・筑後区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用に向け、準備を進める。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：341 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 小規模多機能型居宅介護の未整備地域の解消や、今後重要性が増すと考えられる在宅で
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の医療ニーズへの対応等が課題となっている。 

○ このため、小規模多機能型居宅介護や定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の

整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）29床 → 29床 

（事業所数）１カ所 → １カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）405床 → 423床 

（事業所数）26 カ所 → 27 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）115人／月分 → 206人／月分 

（事業所数）８カ所 → 11 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）616人／月分 → 877人／月分 

（事業所数）５カ所 → ５カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 29人／月分 

（事業所数）１カ所 → ４カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 59人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）１カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、八女
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筑後区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成37年度までに県全体で98,656人の介護人材を確保することを目標としており、八女・

筑後区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 八女・筑後区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 八女・筑後区域内でシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P15） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 341人／月 → H27年度 477人／月 

（＋136人/月、39.9％） 
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・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P16） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）29床 → 29床 

（事業所数）１カ所 → １カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）405床 → 378床 

（事業所数）26 カ所 → 25 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）115人／月分 → 180人／月分 

（事業所数）８カ所 → 10 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）616人／月分 → 826人／月分 

（事業所数）５カ所 → ４カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）４カ所 → ８カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 16人／月分 

（事業所数）１カ所 → ２カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）１カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 



45 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P16） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 
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③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P17） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 有明区域（目標と計画期間） 

① 有明区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 大牟田地域に加え、柳川山門地域でも活用を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：986 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 
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・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：２ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの対応が課題となっている。 

○ このため、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）46床 → 46床 

（事業所数）３カ所 → ３カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）500床 → 500床 

（事業所数）38 カ所 → 38 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）468人／月分 → 588人／月分 

（事業所数）34 カ所 → 34 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）2,207人／月分 → 1,744人／月分 

（事業所数）16 カ所 → 16 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 15人／月分 

（事業所数）０カ所 → ２カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、全体では県平均を上回っているものの、麻酔科、

救急で平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 
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【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数については全国平均を上回っているが、診療科によっては全国平均を下

回っており、一層の勤務環境の改善など医師等の確保・養成に努める。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、有明

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、有明

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 有明区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 有明区域内でシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P17） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 986人／月 → H27年度 973人／月 

（▲13人/月、1.3％） 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

② 見解 

・ 22 年度と比較して 27 年度は訪問診療を受けた患者数が減少しているが、10 万人当たり

の患者数は 418 人（H22）から 428 人（H27）へ増加しており、区域内の人口減による

患者数の減と思われる。ついては、訪問診療を受ける患者数については増加していることから、

さらなる在宅医療の体制充実を図っていくため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問

看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P18） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）46床 → 46床 

（事業所数）３カ所 → ３カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）500床 → 503床 

（事業所数）38 カ所 → 38 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）468人／月分 → 541人／月分 

（事業所数）34 カ所 → 34 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）2,207人／月分 → 1,916人／月分 

（事業所数）16 カ所 → 15 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 
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・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 15人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P18） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 
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② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P18） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 飯塚区域（目標と計画期間） 

① 飯塚区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37 年）年度に必要となる医療提供体制の構築を進め

る。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 平成 27年 4月から運用が開始されているが、更なる利活用の促進を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 
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（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：829 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 地域包括ケアシステムを構築する上で中心的役割を果たす地域包括支援センターの充実や

今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの対応等が課題となっている。 

○ このため、地域包括支援センターや定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の整備を

行う 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）98床 → 98床 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）435床 → 435床 

（事業所数）36 カ所 → 36 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）77人／月分 → 84人／月分 

（事業所数）６カ所 → ６カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）101人／月分 → 461人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 
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・ 地域包括支援センター 

（事業所数）３カ所 → ６カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 40人／月分 

（事業所数）０カ所 → ２カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、比較的恵まれた状況にあるものの、引き続き、医

師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10 万対医師数については全国平均を上回っているが、一層の勤務環境の改善など医

師等の確保・養成に努める。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、飯塚

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、飯塚

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 
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□ 飯塚区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークの活用拡大に向けた支援を行った。 

② 見解 

・ 既に区域内においてシステム運用が開始されているところであるが、本システムのさらなる利活

用に向けて、平成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P19） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 829人／月 → H27年度 1,086人／月 

（＋257人/月、31.0％） 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：１ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P19） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）98床 → 98床 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）435床 → 430床 

（事業所数）36 カ所 → 35 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）77人／月分 → 83人／月分 

（事業所数）６カ所 → ７カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）101人／月分 → 428人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）３カ所 → ９カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 16人／月分 

（事業所数）０カ所 → ２カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 概ね計画どおりとなっている。 

③ 改善の方向性 

・ 特になし。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P20） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P20） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 直方・鞍手区域（目標と計画期間） 

① 直方・鞍手区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用に向け、準備を進める。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：765 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの
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対応が課題となっている。 

○ このため、認知症高齢者グループホームや定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の整

備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）０床 → ０床 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）432床 → 441床 

（事業所数）34 カ所 → 35 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）34人／月分 → 40人／月分 

（事業所数）３カ所 → ３カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）250人／月分 → 239人／月分 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → 20人／月分 

（事業所数）０カ所 → １カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、麻酔科、救急で全国

平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域にお

ける医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、直方・
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鞍手区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成37年度までに県全体で98,656人の介護人材を確保することを目標としており、直方・

鞍手区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 直方・鞍手区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 直方・鞍手区域でシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P20） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 765人／月 → H27年度 912人／月 

（＋347人/月、19.2％） 



60 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：１ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P21） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）０床 → ０床 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）432床 → 441床 

（事業所数）34 カ所 → 34 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）34人／月分 → 39人／月分 

（事業所数）３カ所 → ３カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）250人／月分 → 207人／月分 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 
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② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P21） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 
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③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P22） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 田川区域（目標と計画期間） 

① 田川区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

 ・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用に向け、準備を進める。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：238 人／月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の

増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 
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・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応等が課題となっている。 

○ このため、認知症高齢者グループホームや定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の

整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）０床 → ０床 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）774床 → 810床 

（事業所数）53 カ所 → 57 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）112人／月分 → 139人／月分 

（事業所数）11 カ所 → 11 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）950人／月分 → 726人／月分 

（事業所数）７カ所 → ７カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）44人／月分 → 114人／月分 

（事業所数）１カ所 → ２カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）10人／月分 → 29人／月分 

（事業所数）１カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、外科、麻酔科、救急 で全国平均を下
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回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療

提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、田川

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、田川

区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 田川区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 田川区域でシステムの活用が開始された。 

② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P22） 



65 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 238人／月 → H27年度 402人／月 

（＋164人/月、68.9％） 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：１ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P23） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）０床 → ０床 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）774床 → 792床 

（事業所数）53 カ所 → 52 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）112人／月分 → 126人／月分 

（事業所数）11 カ所 → 11 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）950人／月分 → 744人／月分 

（事業所数）７カ所 → ６カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）８カ所 → ８カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）44人／月分 → 89人／月分 

（事業所数）１カ所 → ２カ所 
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・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）10人／月分 → 22人／月分 

（事業所数）１カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 28年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P23） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必
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要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P23） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■ 北九州区域（目標と計画期間） 

① 北九州区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため

がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 若松区に加え、八幡、戸畑区で運用が開始されており、区域内全域での活用を図る。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 
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○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：4,433人／月 → 平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：６ヶ所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：１ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：１ヶ所 

・ モデル地区における口腔内精査等の情報の介護認定審査会への提供数：10件 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 政令市を含め都市部が多く、将来の高齢者数の動向なども踏まえた、バランスのとれた介護基

盤の整備が求められている。 

○ このため、地域密着型介護老人福祉施設や認知症高齢者グループホーム等、多様な施設の

整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）643床 → 788床 

（事業所数）24 カ所 → 29 カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）2,349床 → 2,529床 

（事業所数）163 カ所 → 176 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）710人／月分 → 1,113人／月分 

（事業所数）48 カ所 → 56 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）6,098人／月分 → 6,102人／月分 

（事業所数）37 カ所 → 39 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）29 カ所 → 29 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）41人／月分 → 113人／月分 

（事業所数）４カ所 → ７カ所 
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・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）19人／月分 → 101人／月分 

（事業所数）１カ所 → ２カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、比較的恵まれた状況にあるものの、引き続き、医

師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10 万対医師数については全国平均を上回っているが、一層の勤務環境の改善など医

師等の確保・養成に努める。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、北九

州区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、北九

州区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 北九州区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 北九州区域内でシステムの運用が開始された。 
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② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 28年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P24） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 4,433人／月 → H27年度 5,002人／月 

（＋569人/月、12.8％） 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：６ヶ所 

・ 小児在宅医療の推進医療機関数：１ヶ所 

・ 在宅歯科医療連携室の数：１ヶ所 

・ モデル地区における口腔内精査等の情報の介護認定審査会への提供数：25件 

② 見解 

・ 訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、さらなる在宅医療の体制充実を図っていく

ため、今後とも引き続き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P24） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）643床 → 623床 

（事業所数）24 カ所 → 23 カ所 

 

 



71 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）2,349床 → 2,486床 

（事業所数）163 カ所 → 168 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）710人／月分 → 969人／月分 

（事業所数）48 カ所 → 55 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）6,098人／月分 → 6,089人／月分 

（事業所数）37 カ所 → 40 カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）29 カ所 → 36 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）41人／月分 → 93人／月分 

（事業所数）４カ所 → 10 カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）19人／月分 → 86人／月分 

（事業所数）１カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 
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② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 29年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P25） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P25） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 京築区域（目標と計画期間） 

① 京築区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○ 効率的で質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サ

ービス利用者も含めた関係者間で適時適切な情報共有が不可欠であり、病・病連携、病・診

連携、多職種連携を促進するため、その基盤となる ICTを活用したシステムづくりを、平成26年

度に引き続き進める。 

○ がん治療においては、術前術後に歯科が関わることにより、治療そのものだけでなく患者の療養

生活に大きく影響することが明らかとなっている。平成 26年度から、医科歯科連携の促進のため
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がん診療連携拠点病院に歯科職を配置する取り組みを始めたが、平成 27 年度は、これ以外

の病院についても、がん周術期連携の一層の推進を図る。 

○ これらの取組を通じ、2025（平成 37）年度に必要となる医療提供体制の構築を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 区域内での活用に向け、準備を進める。 

※ 2025（平成 37）年度に必要となる医療機能ごとの病床数等については、地域医療構想の

策定後に記載する。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標 

○ 平成 26 年度に引き続き、区域内の人口の推移や地勢、医療・介護資源等の特性を踏ま

え、市町村と地域の医師会が連携した在宅医療の取組を推進する。 

○ 在宅療養の場で口腔ケアを提供する機会の増加が見込まれることから、平成 26 年度に引き

続き、歯科医療従事者が疾患の理解を深める研修や医科歯科連携の強化など、安心・安全で

効率的な訪問歯科診療の体制整備に取り組む。 

○ 在宅医療は、24 時間 365 日患者に医療材料、衛生材料、医療用麻薬を供給する体制が

必要であり、平成 26年度に引き続き、薬剤師の在宅医療参加促進に取り組む。 

○ これらの取組を通じ、在宅医療の体制整備を進め、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数 H22：1,067人／月 → 平成 29年度までに県全体で 20%

の増加を図ることとしており、平成 27年度においてもその着実な進捗を図る。 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：２ヶ所 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応が課題となっている。 

○ このため、認知症高齢者グループホームの整備を行う。 

【定量的な目標値】 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）107床 → 107床 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）386床 → 395床 

（事業所数）29 カ所 → 30 カ所 
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・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）178人／月分 → 276人／月分 

（事業所数）13 カ所 → 13 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）810人／月分 → 870人／月分 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）13 カ所 → 13 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 → ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）20人／月分 → 21人／月分 

（事業所数）１カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標 

○ 区域内の医療従事者数の状況については、小児科、産科・産婦人科、外科、麻酔科、救急 

で全国平均を下回っており、引き続き、医師・看護師等の医療従事者の確保・養成に努め、地

域における医療提供体制の充実を図る。 

【定量的な目標値】 

・ 人口 10万対医師数を全国平均以上とする。 

・ 県内の新人看護職員離職率及び常勤看護職員離職率を全国平均以下とするため、京築

区域においても看護職員の確保・養成に努める。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標 

○ 福岡県においては、平成 37年度（2025年度）における介護人材の必要量を確保すること 

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 平成 37 年度までに県全体で 98,656 人の介護人材を確保することを目標としており、京築

区域においてもそのための対策を着実に進める。 
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② 計画期間 

平成27年４月～平成30年３月 

 

 

□ 京築区域（達成状況） 

【継続中（平成28年度）】 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位） 

→ 京都地域でシステムの運用が開始された。 

② 見解 

・ 区域内でのシステム運用が開始されたところであり、本システムのさらなる利活用に向けて、平

成 29年度以降も引き続き計画に基づき取り組んでいく。 

・ がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下のがん患者に対し

て、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療機関と地域歯科診療所との

連携を図る体制の整備が整い始めたところであり、がん周術期連携の一層の推進を図るため

平成 29年度以降も引き続き取り組むこととする。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P26） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（２）居宅等における医療の提供に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 訪問診療を受けた患者数：H22年度 1,067人／月 → H27年度 969人／月 

（▲98人/月、9.1％） 

・ 在宅医療の連携拠点に取り組むモデル市町村：１ヶ所 

・ 在宅医療の相談窓口設置数：２ヶ所 

② 見解 

・ 訪問診療を受けた患者数が平成 22年度と比較して減少している。 

③ 改善の方向性 

・ 訪問診療を受けた患者数が減少した理由について正確な実態の把握を進め、目標達成に

向けた方策を検討していく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
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（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P26） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（３）介護施設等の整備に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

（床数）107床 → 107床 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 認知症高齢者グループホーム 

（床数）386床 → 314床 

（事業所数）29 カ所 → 25 カ所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）178人／月分 → 223人／月分 

（事業所数）13 カ所 → 12 カ所 

・ 認知症対応型通所介護事業所 

（利用回数）810人／月分 → 826人／月分 

（事業所数）４カ所 → ４カ所 

・ 地域包括支援センター 

（事業所数）13 カ所 → 13 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（利用者数）０人／月分 →  ０人／月分 

（事業所数）０カ所 → ０カ所 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（利用者数）20人／月分 → 21人／月分 

（事業所数）１カ所 → １カ所 

・ 介護予防拠点 

（事業所数）０カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設 

（事業所数）０カ所（整備数） 

② 見解 

・ 目標に達していない事業所もあるが、概ね計画的に整備が進んでいる。 

③ 改善の方向性 

・ 市町村を通じて事業者等への事業の周知等を行い、引き続き計画的な整備に取り組んでいく。 

④ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P３） 
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□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（４）医療従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連

携協力体制の強化、看護職員の定着促進のための新人看護職員研修の充実やその後の継

続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護職員の活用、未就

業歯科衛生士や女性薬剤師への復職支援等に取り組み、医療従事者の確保に努めた。 

② 見解 

・ 上記の取り組みを進めた結果、着実に医療提供体制の充実が図られているところであり、平

成 28年度以降も引き続き医療従事者の確保・養成に取り組んでいく。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P26） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（５）介護従事者の確保に関する目標について 

① 目標の達成状況 

・ 福岡県の介護職員数（平成 27年度）71,006人（対前年度比 2,034人増） 

② 見解 

・ 国の「介護人材にかかる需給推計」（平成 27年 6月）に基づく平成 37年度の福岡県に

おける介護人材の需要見込を満たすためには、毎年度 2,000 人の介護職員の増を図る必

要がある。平成 26年度から 27年度にかけての福岡県における介護職員の増加数は 2,000

人を超えており、目標に向けて着実に進捗している。 

一方で、平成29年５月の福岡県における介護職員の有効求人倍率は2.28倍に達し、か

つ、全産業平均を大きく上回っている状況にあることから、介護人材確保に係る情勢は厳しい

状況が続くと予想される。 

このため、引き続き、介護人材の確保・定着促進に向け、参入の促進、労働環境・処遇の

改善、資質の向上の各分野にわたって事業を実施していく必要がある。 

③ 目標の継続状況 

☑ 平成 28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

（平成 28年度計画における関連目標の記載ページ：P27） 

□ 平成 28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.001】 

診療情報ネットワーク活用拡大事業 

【総事業費】 

210,461千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

ICT 技術を活用することによって病・病、病・診連携及び多職種による情報共有を促

し、緊急時における患者の不安を解消する必要がある。 

アウトカム指標：病・病連携、病・診連携、多職種連携の促進を図る。 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅療養患者の情報を多職種が共有することでチーム医療を効率的に進めるととも

に、急変時の速やかな対応を図るため、病・病連携、病・診連携、多職種連携を目指し

た医療情報ネットワークシステムを県医師会において構築している。本システムの全県下

での活用拡大を図るためのサーバー容量増設、データ転送装置等の整備を行うととも

に、ネットワークの安定的な運営を図るため、その運営経費に対する支援を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域：現状の２地域から 30地域全域に拡大 

～平成26年度：８地域（粕屋、若松区、八幡、戸畑区、筑紫、糸島、飯塚、大牟田） 

平成 27年度：16地域（福岡市７区、久留米、門司区、小倉、柳川山門、浮

羽、大川三潴、小郡三井、宗像、遠賀中間） 

平成 28年度：6地域（八女筑後、京都、豊前築上、朝倉、直方鞍手、田川） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域：30地域 

（門司区、若松、戸畑、小倉、八幡、遠賀中間、京都、福岡市７区、筑紫、糸島、

粕屋、宗像、飯塚、久留米、大牟田、小郡三井、大川三潴、八女筑後、豊前築

上、朝倉、直方鞍手、田川、柳川山門、浮羽） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

サーバー容量の増設や救急隊が患者基本情報を参照するためのシステムの構

築により、登録患者が救急搬送された際に、迅速な救急医療を提供するための

体制が整備された。また、各郡市医師会単位での説明会がすべて終了し、県下

全域におけるネットワークの活用に向けた取り組みを行う地盤が整備されつつあ

る。 

（２）事業の効率性 

 県下全域を対象としたネットワークを構築することにより、システム構築のための

費用を抑えている。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.002】 

 がん診療施設設備整備事業 

【総事業費】 

1,158,751千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

がんの診断、治療を行う病院の設備整備に対して財政的な支援を行い、県

内のがん治療水準の均てん化を図る。 

アウトカム指標：年齢調整死亡率（75歳未満：人口10万対）平成 28年

度までに 20%減少 

事業の内容 

（当初計画） 

がんに関する医療提供体制の確保を図る観点から、がんの診断・治療を行う

病院の設備整備事業を支援することにより充実を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 平成 27年度の整備数：６医療機関 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 平成 27年度の整備数：６医療機関 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

がんの診断、治療を行う病院が行う医療機器の導入等に対する財政的な支

援を行うことにより、県内におけるがんの医療提供体制の充実確保が図られた。 

（２）事業の効率性 

 県が補助対象事業の取りまとめを行うことによって、がんに係る医療資源の地

域偏在を是正し、県内全域におけるがん治療水準の均てん化が図られた。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.003】 

周術期口腔ケア連携支援事業 

【総事業費】 

4,263千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 28年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療及び介護の提供体制を支える医療保険制度及び介護保険制度の持続可能

性を確保していくため、病床の機能分化・連携及び医療・介護の連携を進め、地域に

おいて効率的で質の高い医療提供体制と包括ケアシステムを構築することを通じ、地

域における医療及び介護の総合的な確保を推進していく必要がある。 

アウトカム指標：県下のがん患者に対して、がん診療連携拠点病院の患者同様、平

等な周術期の口腔ケアを受けられる機会の確保・増加を図る。 

事業の内容 

（当初計画） 

福岡県歯科医師会が行う以下の事業に対して補助する。 

・ 周術期ケア推進の病診連携事業 

がん患者に対して、周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保するため、がん診療

連携拠点病院以外で歯科を有する医療機関と地域歯科診療所との連携を図るため

のコーディネートを行う専門職を県歯科医師会に配置する。 

・ 周術期ケア管理研修会 

周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保するため、歯科医師、歯科衛生士、その

他医療・介護職への研修会を開く。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 周術期ケア推進のための病診連携事業についての専属の専門職を県歯科医師会

に配置：2名 

・ 啓発を目的とした研修会の開催：４回 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 周術期ケア推進のための病診連携事業についての専属の専門職を県歯科医師会

に配置：2名 

・ 周術期口腔ケア連携支援センターの事業運営のためのプロジェクト会議の開催：４回 

・ 周術期口腔ケア連携支援事業を啓発するため、管理研修会を開催：10回 

（東地区３回、西地区２回、南地区２回、北地区３回） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

がん診療連携拠点病院以外の医療機関において治療を受けている県下の

がん患者に対して、平等な周術期の口腔ケアを受けられる機会を確保し、医療

機関と地域歯科診療所との連携を図る体制の整備が整い始めた。 

（２）事業の効率性 

 周術期における歯科との連携を、病院が簡単かつ円滑に行えるような連携支

援等が必要であることを前向きに、検討され始めた。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.004】 

病床の機能分化・連携推進基盤整備等事業 

【総事業費】 

1,642,384千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院、福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 30年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年に向けて、不足すると予測されている、在宅復帰に向けた医療やリハ

ビリテーションを提供する回復期病床を確保する必要がある。 

アウトカム指標：※地域医療構想上において整理 

事業の内容 

（当初計画） 

 急性期から回復期病床に転換を図るための施設整備など、病床の機能分化

連携を推進するための協議を行うとともに必要な基盤整備等を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
※地域医療構想において整理 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 本事業により急性期等から回復期へ転換を図った病床数：平成 29年３月

に地域医療構想を策定したことから平成 29年度より本格実施予定 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 
【No.005】 

 小児医療高度化支援事業 

【総事業費】 

653,327千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 27年９月 28日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

小児高度専門医療を担う医療機関が経営を継続し、提供する医療の質を維

持・向上ができるよう、当該医療の提供に係る経費（運営費・設備整備費）へ

の助成が必要。 

アウトカム指標：小児高度専門医療機能の充実 

事業の内容 

（当初計画） 

小児の先天性疾患を初めとする難治性疾患に対応可能な高度で専門的な

医療提供の継続性を確保する観点から、医療機器の購入及び小児集中治療

室（PICU）の運営に対して支援するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 高度で専門的な医療提供を行う医療機関の確保：１件 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 高度で専門的な医療提供を行う医療機関の確保：１件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

高度で専門的な小児医療を担う医療機関が行う医療機器の購入、小児集

中治療室（PICU）の運営に対する財政的支援を通じて、小児の高度医療提

供体制の充実・継続性が図られた。 

（２）事業の効率性 

 医療提供体制に直接関係する医療機器の購入及び運営に対して、対象の医

療機関に助成を行うことで、小児の高度医療提供体制を効率的に維持できる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.006】 

在宅医療連携拠点整備事業（市町村拠点整備） 

【総事業費】 

166,239千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

在宅医療・介護の連携については、介護保険法の地域支援事業の中に位置

づけられることから、市町村が在宅医療推進の拠点となりそれぞれの地域の特性

を踏まえ、郡市区医師会と連携した取組みを推進する。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅医療の実施主体として、モデル市町村に専任職員を配置し、地域の特

性に応じた在宅医療推進のあり方について協議する場を設置するとともに、地域

の医療資源の把握、関係職種への在宅医療に関する研修会の開催、また、認

知症対策に関わる支援体制に関する協議を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ ９市町に在宅医療の連携拠点を整備する。 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ ９市町に在宅医療の連携拠点を整備した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

医療機関等と連携した協議会の開催や住民啓発を市町村が主体となり実施

することで、市町村が拠点となる在宅医療体制が整備され始めた。 

（２）事業の効率性 

 ９市町がモデル事業として展開した内容を、各保健福祉環境事務所が管内の

他市町村に報告する機会を設け、管内の取り組みを促進させるための調整を行

った。県内全域の市町村拠点整備の効率的な実施につながっている。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.007】 

在宅医療連携拠点整備事業（郡市区医師会拠点整備） 

【総事業費】 

247,523千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 郡市区医師会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域の特性に応じた在宅医療サービスを提供するため、郡市区医師会を中心

に、在宅医療に関する住民からの相談や関係機関の連携を促進するための基盤

体制づくりを行う必要がある。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

地域の特性に応じた在宅医療・介護連携の拠点整備を図る。 

① 郡市区医師会に専任の医療職を配置し、医療専門相談窓口を設置する。 

② すでに活動している医師との同伴研修を実施し、かかりつけ医の育成及び定

着を図る。 

③ 在宅医療で活用可能な医療機器の購入及び共同利用により提供可能な

医療の質の向上を図る。 

④ 医師会内の訪問看護ステーションと医療機関の退院支援部門の相互研修

を行い、相互理解と退院時の連携促進を図る。 

⑤ 在宅医療の推進を図るうえで不可欠な拠点施設を整備する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 在宅医療専門相談窓口の設置：18→30 ヶ所 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 在宅医療専門相談窓口の設置：18→28 ヶ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数22,963人(H22比23％増) 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、在宅医療専門相談窓口が開設され、在宅医療に関す

る専門的な助言をきめ細やかに行うことが可能となった。 

（２）事業の効率性 

各地域の実務担当者を集めた意見交換会を実施することにより、県内の情報

共有や先進地域の情報発信ができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.008】 

健康長寿のための医療・介護の拠点づくり事業 

【総事業費】 

61,695千円 

事業の対象となる区域 北九州区域 

事業の実施主体 北九州市 

事業の期間 平成 27年７月～平成 29年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 北九州市は政令指定都市の中で最も高齢化率（27.2％〔H26.3〕）が高く、今後

も高齢者や認知症高齢者の増加が見込まれている。また、認知症高齢者数が平成 37

年には高齢者人口の 15.9％が認知症になると試算され、全国での試算値 12.8％に

比べ高く、認知症本人や家族への支援が強く求められており、認知症支援や介護予防

に対する市民意識の向上や市民自らが取組める環境づくりが急務である。 

アウトカム指標：医療レセプト等のデータ分析や介護予防事業の評価を行い、効果的

な介護予防のプログラムを策定・実践することで、健康寿命の延伸・医療費・介護費の

増加の抑制を図り、その成果を県内市町村へと発信する。 

事業の内容 

（当初計画） 

認知症支援や介護予防事業が実行性のあるものとなるためには、高齢者自らが健康

づくりに継続的に取り組める環境づくり、地域での活動を支えるための人材育成や情報

発信に取り組むため、市内全域をカバーする下記の拠点となる施設を整備する。 

・ 地域で行う認知症支援・介護予防活動の技術的支援や人材育成などを行う拠点 

・ KDB 突合データ(医療・介護・健診)を利用したデータ解析・事業評価・プログラム開

発の拠点 

・ 認知症支援・介護予防に関する実証フィールドの提供、PR等に関する協力 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 拠点施設の整備 

・ データ分析項目数（平成 27年度:30項目、平成 28年度:100項目） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 拠点施設の整備：拠点施設を１ヶ所整備し平成 28年４月１日に開設した。 

・ データ分析数：178項目 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

地域づくりを支援する拠点施設として基盤を整備したことで、従前実施してきた介護

予防事業や認知症支援と一体的に取組めるようになった。 

また、KDB 突合データを活用したデータ解析のプログラムのベースを作り、継続してデー

タを集積するための体制が整い始めた。 

（２）事業の効率性 

 認知症支援と介護予防を一体的に取り組むことで効率的な支援が可能となった。 

その他  当該事業は継続性の高い業務で、平成 27 年度はデータ解析のための基盤づくりなど

ハード面での整備を進めた。KDB 突合データを毎年度追加し、より分析精度を高め、更

に地域の「みえる化」へ向けたカスタマイズを行なっていく。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.009】 

デイホスピス定着促進事業 

【総事業費】 

50,727千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 郡市区医師会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

現行制度でカバーされない医療依存度の高い在宅療養患者の生活支援及

び精神的ケア並びに家族の介護負担の軽減による患者及び家族のＱＯＬの向

上を図る。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

若年のがん末期など、医療依存度が高い在宅療養患者が日中通所できる場

を開設し、療養相談や情報交換、作業療法等のサービスを提供する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ デイホスピスの設置数：３ヶ所 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ デイホスピスの設置数：３ヶ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

本事業に取り組みはじめ、医療依存度の高い在宅療養患者の居場所づくり

及び家族の支援が進み始めた。 

（２）事業の効率性 

 現在開設している３カ所のデイホスピスの運営方法等について情報を共有し、

地域の実情に応じボランティアを活用する等して効率的に事業を実施することが

できた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.010】 

福岡県在宅医療推進協議会運営事業 

【総事業費】 

2,006千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

在宅医療に関係する医療・介護・福祉・行政等の関係機関等からなる協議

会において在宅医療に係る課題抽出や対応策の検討等を行うことによって、関係

機関等と連携を深めながら県全体として在宅医療の推進を図る。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29年度までに対H22年

度比 20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

県を事務局として、在宅医療推進協議会を設置し、県内の在宅医療に関係

する団体と連携し、在宅医療に関する課題整理や対応策等の検討を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 協議会の開催回数：年２回 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 協議会の開催回数：年２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、福岡県の全域において、在宅医療関係者間の連携が

促進され、県全体の在宅医療の推進につながった。 

（２）事業の効率性 

本事業の実施により、在宅医療に関する事業の評価や課題抽出を行い、関

係者間で認識の共有が図られたことで、各種の事業を効率的に行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.011】 

地域在宅医療支援センター事業 

【総事業費】 

8,260千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

保健所において在宅医療に関係する医療・介護・福祉・行政等の関係機関

等からなる協議会を設置し、在宅医療に係る課題抽出や対応策の検討等を行

うことによって、関係機関等と連携を深めながら地域の実情に応じた在宅医療の

推進を図る。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

全ての保健福祉（環境）事務所（９箇所）に地域在宅医療支援センター

を設置し、市町村や医師会・歯科医師会・薬剤師会等の関係機関で構成する

地域在宅医療推進協議会を開催するとともに、在宅医療を希望する患者やその

家族等向けの相談対応等を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 地域在宅医療推進協議会の開催：年９回 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 地域在宅医療推進協議会の開催：年 11回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、各地域在宅医療支援センターの区域において、在宅医

療関係者間の連携が促進され、各区域の在宅医療の推進につながった。 

（２）事業の効率性 

本事業の実施により、各地域在宅医療支援センターの区域において、在宅医

療に関する事業の評価や課題抽出を行い、関係者間で認識の共有が図られた

ことで、各種の事業を効率的に行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.012】 

訪問看護ステーションスキルアップ研修事業 

【総事業費】 

3,520千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

訪問看護ステーションに求められる技術や知識を習得させることで、地域におけ

る在宅医療体制の整備を図る。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

訪問看護ステーション職員を対象とした頻回訪問や夜間早朝訪問を複数の

訪問看護ステーションで分担する際の情報共有の方法等に関する研修会を開催

する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 研修会の開催：年９回 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 研修会の開催：年 12回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

訪問看護ステーション職員の質を向上させることで、地域における在宅医療提

供体制の強化を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

訪問看護ステーションを取り巻く環境が地域によって異なることから、開催地域

毎に地域の実情に応じた研修内容を設定することで、効率的に訪問看護ステー

ション職員の質の向上を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.013】 

多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成研修事業 

【総事業費】 

889千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医師・看護師・薬剤師・ケアマネなどの多職種がそれぞれの専門知識を活か

し、意見交換・情報共有を通じてチームとして患者・家族の質の高い生活を支え

ることが重要。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

 各職種団体の代表による「多職種連携推進のあり方検討会」を開催し、各地

域で開催する多職種連携研修会の事業評価や標準的なプログラム及び本県の

多職種連携を推進する上での課題等を検討する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ あり方検討会の開催：年 3回 

・ 地域リーダー研修会の開催：年１回 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ あり方検討会の開催：年 3回 

・ 地域リーダー研修会の開催：年１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

多職種研修会の実施により、職種間の理解を深め、情報共有することにより、

多職種による在宅チーム体制を構築し、患者・家族に対するきめ細かな在宅医

療サービスの提供をすることが出来ている。 

研修受講した地域リーダーが各地域で、地域の医療・介護関係者間の相互

の理解や情報共有を図る研修会を展開することで、地域医療連携を主体的に

参加する動機づけを担っているになっていると考える。 

（２）事業の効率性 

 県が地域リーダーに対して研修を実施した後、地域リーダーが各地域で同様の

研修会を行うことにより、効率的に事業を推進することができる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.014】 

在宅ボランティア養成事業 

【総事業費】 

4,358千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

がん末期患者などの在宅療養を支援するため、在宅緩和ケアをサポートするホスピスボ

ランティアの育成を図るとともに、在宅医療という選択が可能となるよう、県民に対する普

及啓発活動を行う。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22比 20％増） 

事業の内容 

（当初計画） 

・ 在宅ボランティアのネットワークづくりや一般県民への啓発事業等の実施 

・ 在宅ホスピスを語る会の開催（住民啓発講座） 

・ 在宅ホスピスボランティア養成講座の開催（ボランティア養成講座） 

・ 在宅ホスピスフェスタの開催（全県的な住民啓発イベント） 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 住民啓発講座の開催  

（H27年度：４地域、H28年度：４地域） 

・ ボランティア養成講座の開催  

（H27年度：４地域、H28年度：４地域） 

・ 全県的な住民啓発イベント開催 

（H27年度：１回、H28年度：１回） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 住民啓発講座として在宅ホスピスを語る会を開催 

（H27年度：10地域、H28年度：10地域） 

・ ボランティア養成講座を開催 

（H27年度：５地域、H28年度：４地域） 

・ 全県的な住民啓発活動として在宅ホスピスフェスタを開催 

（H27年度：１回、H28年度：1回) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、福岡県の全域において、在宅医療にかかわるボランティアの養成

が図られるとともに、啓発・周知活動を通して一般県民への理解が深まるものと考える。 

（２）事業の効率性 

 継続して本事業を実施することでボランティア養成のノウハウを蓄積させ、効率的にボラ

ンティアの増加に寄与している。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.015】 

訪問看護ステーション支援事業 

【総事業費】 

8,102千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

訪問看護ステーションからの相談に対応することにより、個々のステーションの運

営の安定化と質の向上を図る。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

訪問看護ステーション等の相談に答え、その活動及び運営を支援する「コールセン

ター」を県訪問看護ステーション連絡協議会に事業委託し設置する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ コールセンターの相談件数：800件／年 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ コールセンターの相談件数：834件（H27）、863件（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

当該事業では、毎年 800～1000 件近くの相談が寄せられており、当該事業

に対するニーズは高く、この事業を通じて多くの訪問看護ステーションの運営の安

定化と質の向上に寄与していると考える。 

（２）事業の効率性 

 各種相談にワンストップで相談に応じることで、訪問看護の効率的な実施ができ

ている。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.016】 

小児等在宅医療推進事業 

【総事業費】 

41,360千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

NICUで長期の療養を要した児を始めとする在宅医療を必要とする小児等が、

在宅において必要な医療・福祉サービス等が提供され、地域で安心して療養でき

るよう、福祉や教育などとも連携し、地域で在宅療養を支える体制を構築する。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

NICU から退院した患児を受け入れる地域の医療体制を整備するため、地域

の小児科医や訪問看護師に対する研修会を実施するとともに、NICUから地域へ

退院する際、医療機関において児にとって相応しい場所へ退院できるよう調整す

るコーディネーターを配置する。 

また、小児在宅療養患者が長期に療養可能とするため、レスパイト入院の体制

整備に関する検討会を開催する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 小児在宅医療推進に関わる医療機関設置数：８ヶ所 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 小児在宅医療推進に関わる医療機関設置数：６ヶ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 27,385人(H22比 46％増) 

（１）事業の有効性 

今回の基金による事業で実施した４機関、国の拠点事業で実施していた２機

関、計６機関において事業が実施され、小児等在宅医療を推進するための体制

整備が図られた。 

（２）事業の効率性 

 小児等在宅医療連携を推進するための核となる病院を２機関から６機関と

し、地域ごとに効率的に事業を実施できる体制が整ってきた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.017】 

病院関係職員在宅医療推進研修事業 

【総事業費】 

1,736千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県私設病院協会 

事業の期間 平成 27年７月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

病院と診療所の連携体制の構築や効果的な多職種による退院前カンファレン

スの検討など、退院支援体制の整備を図るための研修会を開催することで、入院

から在宅への切れ目のない移行を実現する。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20％増） 

事業の内容 

（当初計画） 

地域内における関係機関相互の連携推進及び入院早期からの退院後の生

活を見据えた支援のため病診連携や退院前カンファレンスに関する内容の研修

会を実施するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 県内病院職員を対象とした退院支援体制の整備を目的とした研修会の開催

（H27年度：２回、H28年度２回） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 県内病院職員を対象とした退院支援体制の整備を目的とした研修会の開催

（H27年度：２回、H28年度３回） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

入院早期から退院後の在宅療養を見据えた退院支援体制の整備を図ること

で、在宅医療の提供体制の強化につながっていくと考えられる。 

（２）事業の効率性 

 病院関係職員に対して退院支援体制の整備を図るための研修会を開催する

ことで、在宅医療における病院の役割等について理解を深め、効率的に入院から

在宅への切れ目のない移行の実現へつながる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.018】 

精神科病院における医療保護入院者退院支援委員会推進事業 

【総事業費】 

5,022千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年 4月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

長期入院精神障害者の退院の促進を図り、地域社会で生活していくために

は、精神科病院、地域援助事業者との連携による推進体制の構築が必要であ

る。 

アウトカム指標：入院後１年時点での退院率の向上（H26:85.9%→

H29:91%） 

事業の内容 

（当初計画） 

・ 医療保護入院者退院支援委員会への地域援助事業者等支援関係者の

参加促進のための経費の助成。 

・ 早期退院、地域生活への移行のための情報交換会の開催。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 医療保護入院者退院支援委員会に参加した地域援助事業者数 

：360名（H27）、300名（H28） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 医療保護入院者退院支援委員会に参加した地域援助事業者数 

：15名（H27）、23名（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

医療機関から地域援助事業者への支援の橋渡しがスムーズに行われ（連携

の構築）、長期入院精神障害者の早期退院、地域生活への移行の推進を図

ることができる。 

（２）事業の効率性 

精神科病院と地域援助事業者のそれぞれが把握している医療情報、福祉情

報を共有することにより、医療と地域支援双方に質の高いサービスが提供される。 

その他 本事業を活用していただくため、医療機関をはじめ関係機関に対し、広く一層

の周知に努めていく。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.019】 

訪問歯科診療推進整備事業 

【総事業費】 

111,134千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域の歯科口腔の拠点となる連携室での相談窓口の強化を図るとともに、歯

科医療従事者が認知症等の疾患について理解を深め、安心・安全で効果的な

歯科診療が提供できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅歯科医療連携室に歯科衛生士を配置し、歯科診療や保健指導に関す

る相談や地域の訪問歯科との連携強化を図る。 

在宅で増加が見込まれる認知症や難病の病態やその対応に関する知識を深

めるための研修会を開催し、安心・安全な歯科医療の提供を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 相談対応可能な専門職設置数：５ヶ所（H27）、6 ヶ所（H28） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 相談対応可能な専門職設置数：５ヶ所（H27）、６ヶ所（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

歯科医療や歯科保健指導等にかかる相談や地域の在宅歯科診療等との連

携により、地域における高齢者の訪問歯科診療の体制が整備され始めるととも

に、関係者の相互理解が促進されたと考える。 

また、歯科医療従事者が認知症等の疾患について知識を深めることにより、高

齢化のニーズに即した適切な対応について、共通理解が得られたと考える。 

（２）事業の効率性 

 核となる連携室整備により、関係者と連携がスムーズに図られるようになった。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.020】 

かかりつけ歯科医定着促進モデル事業 

【総事業費】 

19,917千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 27年７月～平成 29年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症を含めた難病・特定疾患をもつ在宅療養者については、病状認識が

困難であるため、口腔疾患の重症化や誤嚥、栄養状態の悪化を招く恐れがあ

る。そのため、かかりつけ歯科医の定着が必要。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20%増） 

事業の内容 

（当初計画） 

① 病院歯科と歯科診療所との検討会を行い情報共有、情報伝達を図るととも

に、患者の入退院時において口腔内診査を行う。 

② かかりつけ歯科医による口腔内診査を行い、介護認定審査時に歯科主治

医意見書を作成する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ モデル地区（戸畑区）において、かかりつけ歯科医によって実施した口腔内

精査等の情報を介護認定審査会に提供する（50件） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ モデル地区（戸畑区）において、かかりつけ歯科医によって実施した口腔内

精査等の情報を介護認定審査会に提供する（25件） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

かかりつけ歯科医が要介護認定者へ口腔内診査を実施することにより、口腔

疾患の重症化や誤嚥、栄養状態の悪化を防ぎ、在宅療養者の口腔内衛生状

況が維持改善される。 

（２）事業の効率性 

 介護支援専門員協会と連携した事業展開により、かかりつけ歯科医とケアマネ

ジャーとの連携体制が構築される。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.021】 

薬局薬剤師の在宅医療参加促進事業 

【総事業費】 

14,890千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県薬剤師会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

① 在宅医療において、訪問薬剤師は直接患者と接するため、視診、聴診及び触診

等により患者の全身状態を評価し、副作用の確認及び薬剤による治療効果を把握

する知識・技能（フィジカルアセスメント）の習得が求められている。 

② 病院内で行われていた高度な薬物療法が、在宅医療へシフトしている。 

③ 在宅医療における薬物治療の適正化及び残薬の解消。 

アウトカム指標：居宅療養管理指導料算定薬局数の増加（H27：723件） 

事業の内容 

（当初計画） 

① 在宅医療に必要となる知識・技能を習得するための研修会の実施（H27 県内

４ブロックにて各１回、H28 県内23地区にて各１回）  

② 認定薬剤師の認定を行っている団体と共同で実施する在宅薬物療法に関する専

門的な研修会の実施（H27 腎臓病薬物療法３回、臨床腫瘍薬学４回、H28 

腎臓病薬物療法４回、臨床腫瘍薬学２回、緩和医療薬学４回）  

③ 地域の基幹病院と薬局間の連携を強化することを目的としたシンポジウム及び協

議会の実施（シンポジウム：H28 １回、協議会：H27 県内４ブロックにて合計

31回、H28 県内４ブロックにて各４回）  

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

① 在宅医療に関する研修会の実施  

② 在宅薬物療法に関する専門的な研修会の実施  

③ 基幹病院と地域薬剤師会でシンポジウム及び協議会を実施  

アウトプット指標 

（達成値） 

① 「地域包括ケアシステムにおける薬剤師の役割とフィジカルアセスメント」を主テーマと

した研修会（実習）を開催した（H27:４回（合計参加者数 61名）、H28:２

回（合計参加者数 41名））。 

② 腎臓病を主テーマとした研修会を７回（H27:３回（合計参加者数230名）、

H28:４回（合計参加者数 248 名））、がんを主テーマとした研修会を６回

（H27:４回（合計参加者数 294 名）、H28:２回（合計参加者数 105

名））及び緩和ケアを主テーマとした研修会を４回（H28:４回（合計参加者数

266名））開催した（H27:７回（合計参加者数 524名）、H28:10回（合

計参加者数 619名））。 

③ 基幹病院等と地域薬剤師会との会合を企画し、薬局薬剤師の退院時共同指導

への参加等を提案した（H27:４地区（総会議数 31 回）、H28 :２地区（総

会議数 33回））。 

また、シンポジウムを開催し、平成 27 年度までに本事業を実施した地域薬剤師

会から成果を報告することで、在宅医療への参加手法を共有した（H28:１回
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（合計参加者数 276名））。 

在宅医療における薬剤師の役割を紹介するリーフレットを対象者毎に３種類作

成し、連携強化の資材として活用した（H27:県民向け 15,000 部、医師向け

5,000 部、介護職等向け 5,000 部、H28:県民向け 20,000 部、医師向け

7,500部、介護職等向け 7,500部）。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：居宅療養管理指導料算定薬局数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標：541件（H26）→971件（H28） 

（１）事業の有効性 

① 研修会の受講により、フィジカルアセスメントを習得した訪問薬剤師が、在宅医療

に参画することで、副作用を早期に発見したり、薬剤による治療効果を的確に把握

することが可能となった。 

② 在宅薬物療法に関する専門的な研修を受講した訪問薬剤師が、在宅医療に参

画することで、病院内でしか受けることができなかった高度な薬物療法を在宅でも受

けることができるようになった。 

③ 基幹病院等と地域薬剤師会が連携することで、在宅においても薬剤管理及び服

薬指導を適切に行うことが可能となり、薬物療法の適正化及び残薬の解消に貢献

した。また、薬局薬剤師が退院時共同指導に参加することで、薬物療法をスムーズ

に在宅移行することが可能となった。 

（２）事業の効率性 

① フィジコ（フィジカルアセスメントモデル）を使用した実習形式の研修会とすること

で、バイタルサインの変化を体感することができ、知識だけでなく、技能も併せて習得

することができた。 

② 研修会のテーマは、罹患者数及び死亡者数が多い疾患であり、在宅における応需

体制が不十分な分野を選定した。 

③ 基幹病院と薬局間の連携強化に当たって、各薬局ではなく地域薬剤師会がとりま

とめて基幹病院との会議を実施することにより、効率的な事業実施が図られた。 

また、シンポジウムを開催し、在宅医療への参加手法を共有したことで、在宅医療

への参加が進んでいない地域の個々の薬局に対しても、参加促進が図られた。 

在宅医療における薬剤師の役割について、県民及び他職種の理解が深まるよう

薬剤師の役割を紹介するリーフレットを対象者毎に３種類作成の上、配付した。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.022】 

在宅医療推進のための情報集積システム開発事業 

【総事業費】 

15,552千円 

事業の対象となる区域 福岡・糸島区域 

事業の実施主体 福岡市 

事業の期間 平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

効率的かつ効果的な医療と介護の提供に向け、医療機関が相互にまた様々な

サービス事業者と連携するための情報共有基盤の整備と、医療・介護ニーズをタ

イムリーに把握するための仕組みを構築する必要がある。 

アウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加（H29 までに対 H22 比

20％増） 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅医療体制に関わる情報の収集・分析、市民・医療関係者への提供を行うシ

ステムの拡充。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 平成 29 年度末までに蓄積するビッグデータ（人口・医療・介護・健診）の数

を約 16億 8千万件とする。 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 平成 29年 8月末現在，約 22億 6千万件のデータを蓄積。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問診療を受ける患者数の増加 

観察できなかった 

観察できた → 指標:訪問診療を受ける患者数 22,963人(H22比 23％増) 

（１）事業の有効性 

医療・介護データの一元化とその活用により、在宅ケア関係者の負担軽減、サ

ービスの質の向上、住民の利便性向上が図られる。 

（２）事業の効率性 

施策立案時における医療・介護・健診の相関分析の実現や，介護認定結果

を関係者にオンラインで開示するなど，事務事業の効率化に貢献。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.023】 

医師確保支援事業（地域医療支援センター） 

【総事業費】 

11,631千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

全国的に見ると医師数に恵まれた本県であるが、地域や診療科によっては偏

在があるため、医師のキャリア形成と一体となった医師確保対策を実施し、偏在

の緩和・解消を図る必要がある。 

アウトカム指標：人口10万対医師数が全国平均（H24年226.5人）以上

の地域数（全国平均を上回る地域：福岡・糸島、久留米、有明、飯塚、北

九州）の増加を図る。 

事業の内容 

（当初計画） 

「地域医療支援センター」の設置により、医師確保対策に係る県内医療機

関、関係団体との連携・協力体制を強化するとともに、医師のキャリア形成支援

を充実させ、義務年限内の自治医科大学医師以外の医師も対象とした医師

確保、医師派遣の仕組みを構築する。これにより、県内医師不足地域（田

川、京築、八女・筑後等）への医療提供体制の充実を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 医師のキャリア形成支援プログラムの策定数：3 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 県が検討・調整を行っているキャリア形成支援プログラム（医師確保が困難

な医療圏にある施設を含む専門研修施設群をローテートし、総合診療専門医

の資格取得を目指す専門研修プログラム）の数：12 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

医師確保が困難な医療圏にある医療機関がキャリア形成支援プログラムに参

加し、ローテート研修によって一定期間診療に従事する研修医を受け入れる体

制が整いつつある。 

（２）事業の効率性 

 県内医療機関、関係団体等との連携・協力体制のもと、県が一括して情報の

集約・周知等を行うことで、効率よく検討・調整を行うことができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.024】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費】 

295,808千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県の医師数は、全国的にみると恵まれた状況であるが、地域や診療科によ

っては偏在が見られる。特に産婦人科・産科、小児科医師の医師数は減少して

いる。 

アウトカム指標：人口 10 万対産科医数が全国平均（H24 年度 40.7 人）

以上の地域数（全国平均を上回る地域：福岡、久留米、北九州、有明、田

川）の増加を図る 

事業の内容 

（当初計画） 
・ 不足地域の産科医に対する分娩手当等への財政的支援 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 分娩手当を受給する産科医数（補助対象医師数）：154名 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 不足地域で分娩手当を受給する産科医数：148名 

・ 全地区で分娩手当を受給する産科医等数：610名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

手当という形で産科医等の所得を支援し、処遇改善を推進することで産科医

等の確保につなげることができる。 

（２）事業の効率性 

分娩手当の支給実績に応じて補助を実施することにより産科医療機関におけ

る分娩手当の導入を促進し、実際に分娩を取り扱う産科医等の処遇改善を効

率的に推進できたと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.025】 

新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費】 

11,442千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

周産期医療提供体制確保のため、過酷な勤務状況にある新生児科医に対

し、医療機関に対して財政支援を行うことで手当支給を促し、処遇改善を図る

必要がある。 

アウトカム指標：周産期医療体制の確保 

事業の内容 

（当初計画） 

出生後 NICU（新生児集中治療管理室）に入院する児を担当する医師に

対する手当への財政的支援（新生児担当医手当）。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新生児担当手当を受給した小児科医数：40名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新生児担当手当を受給した小児科医数：57名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

新生児集中治療管理室（NICU）に入院する児を担当する医師に支給さ

れる手当への財政的支援であり、過酷な勤務状況にある新生児科医の処遇改

善を通じて、新生児科医の確保・定着が図られた。 

（２）事業の効率性 

 医師の処遇改善に深く関係する手当に対して医療機関に直接助成を行うこと

で、効率的に医師の処遇改善を促すことができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.026】 

小児救急医療支援事業 

【総事業費】 

79,907千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

軽症小児の小児二次救急医療機関への時間外受診増加に伴う小児科医

の負担を軽減するため、休日・夜間における小児救急体制を確保する必要があ

る。 

アウトカム指標：小児科医の負担軽減を図り、小児二次救急医療体制を確保 

事業の内容 

（当初計画） 

軽症患者の二次救急医療機関への受診集中による小児科医の負担軽減の

ため、地域の実情に応じ、小児初期、二次救急医療機関の連携のもと、二次

医療圏単位で休日・夜間における小児救急医療体制を確保する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 小児二次救急医療体制が確保されている地域の維持：７医療圏 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 小児二次救急医療体制が確保されている地域の維持：７医療圏 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

小児初期医療機関と二次救急医療機関が連携して小児救急医療体制を

確保することで、集中する小児救急患者を長時間待たせることなく診察でき、ま

た、二次医療機関の小児科医の負担軽減にも繋がっている。 

（２）事業の効率性 

 地域の実情に応じて小児初期医療機関、二次救急医療機関が連携して小

児救急医療体制を確保することにより、一部の小児科医に負担が偏ることなく、

当該地域の小児救急医療体制を効率的に維持できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.027】 

小児救急医療電話相談事業（♯8000） 

【総事業費】 

42,066千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

夜間・休日における小児の急な病気やケガに関する保護者等の不安軽減及

び、不要不急な時間外受診による小児科医の負担軽減を図る。 

アウトカム指標：保護者の負担軽減（相談者が納得した件数）、小児科医の

負担軽減 

事業の内容 

（当初計画） 

夜間・休日における小児の急な病気やケガに関する保護者等からの電話相談

に対し、看護師又は小児科医が対処法について助言することで、保護者等の不

安の軽減を図るとともに、救急医療機関への集中を緩和し、小児科医の負担軽

減や患者の症状に応じた適切な医療機関の提供を図る。 

 平成 27 年度より相談時間帯の拡大を行い（毎日 19 時～翌 7 時→平日

19 時～翌 7 時、土曜 12 時～翌 7 時、日・祝 7 時～翌 7 時）、サービス向

上を図った。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 小児救急医療電話相談件数：40,000件 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 小児救急医療電話相談件数：47,340件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

：保護者の負担軽減（相談者が納得した件数）46,466件（98.2％） 

観察できなかった 

観察できた → 指標：相談者が納得した件数は、相談件数全体の 98％以

上にのぼり、当該事業の有効性が確認できた。 

（１）事業の有効性 

電話相談件数は、毎年３万件前後を推移していたが、平成 27 年度からの

相談時間帯拡大により、平成 27 年度は４万件以上の相談を受けており、ま

た、相談者が納得した件数からも、当該事業のニーズ及び有効性は多角、県内

全区域において活用されていると言える。 

（２）事業の効率性 

 当該事業は保護者の不安軽減を図るだけでなく、福岡圏内全域を対象として

夜間・土日祝日の電話相談を受け付けることにより、効率的に小児科等各医療

施設の負担を軽減することができていると言える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.028】 

救急医療体制構築事業 

【総事業費】 

53,403千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医師や看護師による相談体制を整備することにより、救急搬送を適正化し、も

って救急医療機関及び救急勤務医の負担軽減を図る。 

アウトカム指標：救急医療体制の構築 

事業の内容 

（当初計画） 

軽症患者の救急医療機関への集中による救急医の負担軽減および救急車

の利用をためらう「潜在する重症患者」の症状悪化の防止ならびに県民の急病に

対する不安解消のため、県民からの救急医療に関する相談受け付けに係るシス

テム等を構築する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 検討会議開催数：３回（H27）、１回（H28） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 検討会議開催数：４回（H27）、１回（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

県民からの救急医療に関する相談受け付けに係るシステムを構築することで、

平成 28年６月より相談事業を開始することができた。 

（２）事業の効率性 

 県全域を対象として相談事業を実施することにより、当該事業の実施に係るコ

ストを抑えている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.029】 

医師確保支援事業（勤務環境改善支援センター） 

【総事業費】 

2,455千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

交代制勤務、長時間労働など厳しい勤務環境が、医師や看護師等医療従

事者の離職の一因となっており、職員の確保に苦慮している医療機関が多い。ま

た、教育した職員が離職し、新たな職員を入れると再度教育が必要になり、経営

効率が悪くなると同時に、医師や看護の質の低下を招きかねない。 

アウトカム指標：医療機関が勤務環境改善計画策定に取り組むことにより、医

療スタッフの離職防止や医療安全の確保につなげる 

事業の内容 

（当初計画） 

医師・看護師等の医療スタッフの離職防止や医療安全の確保等を図るため、

医療分野の労働環境改善マネジメントシステムを活用して、医業経営、労務管

理等、医療機関を総合的に支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 研修会参加施設数：県内病院 461施設中 290施設 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ アドバイザー派遣支援施設：９施設 

・ 県内病院 462施設中研修会に参加した数：170施設 

・ 県内有床診療所 582施設中研修会に参加した数：80施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

平成 27年度より対象期間を病院から有床診療所にまで拡大することで、広く

本事業の周知・啓発がなされ、取り組みの必要性について一定の理解が進ん

だ。 

今後も事業を継続し、医療勤務環境改善に関する取組方法を知り、医療勤

務環境改善計画策定に取り組むことで、医療従事者の離職を防ぎ、県内全体

の医療安全、医療の質の向上を図る。 

（２）事業の効率性 

医療勤務環境改善支援センターにおいて、医療勤務環境改善に関する情報

提供から相談・支援等をワンストップで行うことにより、医療機関に対する支援が

効率的に実施されている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.030】 

女性医師確保支援事業 

【総事業費】 

21,102千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院、福岡県医師会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県の医療施設に従事する医師に対する女性医師の割合は年々増加傾向

にあるが、一方で、結婚・出産・育児等をきっかけとして離職する女性医師が少な

くない。多くの女性医師が短時間勤務制度等を利用することで現場復帰できて

いるが、県内病院における短時間勤務等の導入は代替医師の確保やコスト増を

伴うため、導入が進んでいない。 

アウトカム指標：女性医師の就労環境改善事業による継続勤務女性医師の

確保 

事業の内容 

（当初計画） 

短時間勤務などを導入し、女性医師の勤務環境改善に取り組む県内の医療

機関及び女性医師の就労環境改善・保育等相談を運営する福岡県医師会に

対し、財政支援を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 短時間勤務導入促進事業の利用者数：22名 

・ 相談窓口を利用する女性医師数：100名 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 短時間勤務導入促進事業の利用者数：12名 

・ 相談窓口を利用する女性医師数：７名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業により、短時間勤務等の体制整備が拡大しており、事業効果について

は評価できる。 

（２）事業の効率性 

県による広報、県医師会等関係団体による広報及び医療機関アンケート等

を実施し、効率的に対象者及び対象医療機関の掘り起こしを図り、事業の活用

を推進した。 

その他 現在、休職・離職している女性医師の実態把握が難しく、需要の掘り起こしや

事業の周知等が十分でない。関係医療機関・団体等と協力し、事業の広報及

び活用を推進する。また、平成 28年度に事業見直しを実施する予定である。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.031】 

産科医療確保対策事業 

【総事業費】 

145,414千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

産科医不足を解消するため、女性医師が育児等しながら働きやすい環境を作

ることが必要である。 

アウトカム指標：従事医師に占める女性医師比率を全国平均並みにする。 

→ H24年県 18.3％/全国 19.6％  

→ H26年県 20.1％/全国 20.4％ 

事業の内容 

（当初計画） 

産科医療現場の女性医師確保のため、産科院内保育所に対する運営費補

助を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 女性医師の産科院内保育所利用者数：13名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 女性医師の産科院内保育所利用者数：16名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業は、産科医療現場の女性医師の確保のため支援を行うものであり、産

科院内保育所の安定的な運営に繋がり、女性医師の離職防止に繋がったと考

える。 

（２）事業の効率性 

産科院内保育所の安定的運営の一助となり、女性医師が離職することなく働

き続けられるため効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.032（医療分）】 

救急医療確保対策事業 

【総事業費】 

90,248千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

休日・夜間における県内の救急医療体制維持のため、在宅当番医制度及び

休日・夜間急患センター運営のための経費を補助することにより、地域における救

急医療従事者の確保を図り、もって救急医療体制の整備を図る必要がある。 

アウトカム指標：休日・夜間における県内の救急医療体制を確保 

事業の内容 

（当初計画） 

休日・夜間における救急医療体制の整備に係る医療従事者の確保等に係る

経費への補助。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 休日・夜間急患センターの運営数：22 ヶ所 

・ 在宅当番制の実施地区数：24地区 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 休日・夜間急患センターの運営数：22 ヶ所（うち補助を行った箇所 15 ヶ

所） 

・ 在宅当番制の実施地区数：23地区 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

休日・夜間における救急医療を担う、在宅当番医制度及び休日・夜間急患

センター運営のための経費を補助することで、地域における救急医療従事者を確

保し、救急医療体制の整備が図られた。 

（２）事業の効率性 

 在宅当番医制度及び休日・夜間急患センターの運営に係る費用を補助するこ

とにより、休日・夜間における県内の救急医療体制を効率的に維持できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.033】 

災害時後方支援機関搬送体制整備事業 

【総事業費】 

10,564千円 

事業の対象となる区域 北九州区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

南海トラフ地震では、本県の被害は少ないことが想定されるが、内閣府が策定

する「南海トラフ地震応急対策活動に係る具体計画」の中で、北九州空港が航

空搬送拠点臨時医療施設（SCU）として位置づけられており、被害が大きい

他県から多数の傷病者の受入を行う等、他県への支援等について、災害医療

体制を図る必要がある。 

アウトカム指標：災害時における患者の効率的な搬送及び受入れを行うことによ

り、高次医療機関に勤務する医師や看護師の負担軽減を図る。 

事業の内容 

（当初計画） 

災害発生時に高次医療機関に勤務する医師や看護師等の負担を軽減する

ため、SCU を設置・展開するために必要な資機材を整備する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 災害時設置・展開可能な航空搬送拠点臨時医療施設（SCU）の数 

：１施設（H26年度）→２施設（H27年度） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 災害時設置・展開可能な航空搬送拠点臨時医療施設（SCU）の数 

：１施設（H26年度）→２施設（H27年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

SCU を設置・展開するために必要な資機材を整備することで、災害時におけ

る患者の効率的な搬送及び受入れが可能となり、高次医療機関に勤務する医

師や看護師の負担軽減が図られた。 

（２）事業の効率性 

SCU を設置・展開するために必要な資機材を整備し、北九州空港内に補完

したことにより、災害時には迅速に SCU を立ち上げることができ、効果的な災害

医療を行うことができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.034】 

歯科医・歯科衛生士研修事業 

【総事業費】 

3,918千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 28年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療及び介護の提供体制を支える医療保険制度及び介護保険制度の持

続可能性を確保していくため、病床の機能分化・連携及び医療・介護の連携を

進め、地域において効率的で質の高い医療提供体制と地域包括ケアシステムを

構築することを通じ、地位における医療及び介護の総合的な確保を推進していく

必要がある。 

アウトカム指標：地域における歯科口腔保健に関する専門的知識の普及啓発

を図ることで歯科医師、歯科衛生士等の知識と技術の向上が図られる。 

事業の内容 

（当初計画） 

歯科医師会が行う新規加入者向け研修及び、歯科医師・歯科衛生士等歯

科専門職に対する技術向上のための研修等にかかる費用に対して補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 歯科医師・歯科衛生士等歯科専門職に対する技術向上のための研修会開

催数：4回 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 新人会員研修会：２回 

・ 歯科医学研修会：１回 

・ 臨床研修セミナー：１回 

・ 歯科衛生推進事業に係るセミナー：２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

歯科医師・歯科衛生士等歯科専門職の技術向上により、地域における質の

高い医療提供体制の充実や医療及び介護の総合的な確保の推進につながりは

じめた。 

（２）事業の効率性 

内容の充実した、より実質的な研修会や講習会により会員の士気が高まる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.035】 

歯科衛生士養成学校巡回実習教育事業 

【総事業費】 

694千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 28年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療及び介護の提供体制を支える医療保険制度及び介護保険制度の持続

可能性を確保していくため、病床の機能分化・連携および医療・介護の連携を進

め、地域において効率的で質の高い医療提供体制と地域包括ケアシステムを構

築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進していく必

要がある。 

アウトカム指標：歯科医療従事者の資質の向上が図られる 

事業の内容 

（当初計画） 

高度歯科医療に対応できる歯科衛生士を養成し、歯科医療従事者の資質

の向上に寄与するため、社会福祉法人や障害者通所施設を訪問し巡回実習を

行う養成校に対し補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 対象施設の訪問（巡回実習）回数：４施設 45回 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 巡回実習施設４施設、班別実習実回数 77回延べ人数 496人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：歯科衛生士国家試験合格率 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：100%（平成 27年度） 

（１）事業の有効性 

障害者の為の知識や技術の習得を行うことにより、診療所や地域保健等の充

実した歯科医療の提供に繋がり、地域にねざした歯科医療の充実が図られる。 

（２）事業の効率性 

さまざまな社会的背景により、連携医療や連携支援に対応できる水準の高い

業務実践力を、養成校で効率的に習得できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.036】 

歯科衛生士復職支援事業 

【総事業費】 

2,034千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月～平成 28年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療及び介護の提供体制を支える医療保険制度及び介護保険制度の持続

可能性を確保していくため、病床の機能分化・連携および医療・介護の連携を進

め、地域において効率的で質の高い医療提供体制と地域包括ケアシステムを構

築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進していく必

要がある。 

アウトカム指標：潜在歯科衛生士の復職に繋がり、歯科医療の充実が図られる。  

事業の内容 

（当初計画） 

福岡県歯科衛生士会が行う以下の事業に対して補助する。 

・ 未就業歯科衛生士登録：未就業歯科衛生士に対し歯科衛生士会報等で

無料職業紹介に関する広報を行い、就職希望者を名簿に登録する。 

・ 未就業歯科衛生士研修会の開催：未就業歯科衛生士は臨床現場から遠

ざかっており、安心して再就職できるよう特に臨床的な実施研修を行う。 

・ 登録者・求人者への就職情報の提供：市町村・歯科医師会からの求人を在

宅歯科衛生士に連絡し、また、在宅歯科衛生士の求職情報を市町村・歯科

医師会等に情報提供し、就職の斡旋を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 未就業歯科衛生士の就職斡旋数：20人以上 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 診療所への紹介成立件数：41件（成立率 83.0％） 

・ 地域保健(公衆衛生)への紹介成立件数：6,513件（成立率 100％） 

・ 介護施設への紹介成立件数：12件（成立率 100％） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

周術期の口腔機能管理として、がん患者の周術期における感染予防や口腔

機能の維持・改善を目的とした口腔ケアの業務に携わる者も多くなり、歯科衛生

士が専門的な知識技術をもって医療に貢献することにより感染症の予防や入院

患者のＱＯＬ向上・総記回復に寄与することができ、今後更なる医科歯科連携

を推進していく環境が整い始めた。 

（２）事業の効率性 

専門的な知識技術の向上により歯科医療や医療の均一化、質の向上に繋が

り効率的であり、診療所や介護施設等の安定的運営の一助となり、人材の確保

にも繋がる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.037】 

看護師等養成所施設・設備整備事業 

【総事業費】 

1,079,344千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員の確保を推進するため、看護師等養成所の施設整備に対

する支援が必要である。 

アウトカム指標：看護職員の養成力の充実を図り、県内の看護職員の確保を

推進する。 

事業の内容 

（当初計画） 

看護師等養成所の新増設及び、老朽化した養成所の建替え等に対して補

助を行い、看護職員の確保を促進するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 県内看護師等養成所の施設数（H27）：39校 

・ 県内看護師等養成所の施設数（H28）：41校 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 県内看護師等養成所の施設数（H27）：39校 

・ 県内看護師等養成所の施設数（H28）：41校 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

看護師等養成所の新増設及び建替えにより、看護学校の教育環境が整備さ

れ、看護職員の養成力の充実が図られる。 

（２）事業の効率性 

看護師等養成所に対して施設整備のための必要経費を補助することにより、

看護学校の教育環境が整備される。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.038】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】 

867,818千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員の確保を推進し、効率的な医療提供体制の構築を図る。 

アウトカム指標：看護職員の養成力を図り、県内看護職員の確保を推進する。  

事業の内容 

（当初計画） 

県内の看護師等養成所に対して、運営費の加算※を含め、その運営に必要

な経費を補助することにより、養成所の教育内容の向上を図ることを目的とする。 

※ 運営費の加算：県内就職にかかる取組みへの加算 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 運営補助した養成所からの医療機関就職率が前年度実績を上回る 

（H27.3月卒業生：72.5%、H28.3月卒業生：73.2%） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 運営補助した養成所からの医療機関就職率： 

73.2%（H28.3月卒業生）、集計中（H29.３月卒業生） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

県内の看護師等養成所に対して、運営費の加算を含めた補助を実施すること

で、各養成所と地域の医療機関との間で県内就職を促進する取り組みがなされ

始めた。 

（２）事業の効率性 

運営費の加算を設けたことで、柔軟かつ特色のある取組が各養成所で行わ

れ、今後取組を行っていない県下の養成所への効果の波及が期待される。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.039】 

看護教員養成講習会参加促進事業 

【総事業費】 

17,577千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者の確保を図るため、質の高い看護教育の担

い手を育成し、もって効率的で質の高い医療提供体制の構築を図る。 

アウトカム指標：県内養成所看護教員の受講率を高め、看護教育の質向上に

繋げる。 

事業の内容 

（当初計画） 

看護師等養成所が看護教員を専任教員養成講習会に参加させている期

間、代替教員を確保するための費用を補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 看護教員養成講習会未受講率：18％→15％ 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 看護教員養成講習会未受講率：20.5％ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

代替教員の確保を支援することで、講習会に参加する教員の数を増加させる

ことができた。 

（２）事業の効率性 

 代替教員の確保に資するため、一定期間の補助であり、必要かつ合理的な執

行と考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.040】 

看護教員養成講習会事業 

【総事業費】 

12,671千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

多様化、高度化する看護ニーズに対応する看護職員の養成のため、専任教

員に必要な知識・技術を修得させ、看護教育の充実及び向上を図る必要があ

る。 

アウトカム指標：県内養成所看護教員の受講率を高め、看護教育の質の向上

に繋げる。 

事業の内容 

（当初計画） 
・ 看護師等養成所の専任教員を養成するための講習会の実施 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 講習会受講者数：40名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 講習会受講者数：40名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護師等養成所の専任教員に対して必要な知識・技

術を修得させることができたと考える。 

（２）事業の効率性 

看護師等養成所の看護教員に対する集合研修を行うことにより、看護教育の

均一化、質向上に繋がり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.041】 

看護教員継続研修事業 

【総事業費】 

996千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者の確保を図るため、質の高い看護教育の担

い手を育成し、もって効率的で質の高い医療提供体制の構築を図る。 

アウトカム指標：県内養成所看護教員に対する継続研修を行うことで、看護教

育の質向上に繋げる。 

事業の内容 

（当初計画） 

・ 看護教員の資質向上を図るため、看護教員としての成長段階別（新任期、

中堅期、ベテラン期）の研修を実施するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 県内養成所看護教員の研修の未受講者数（362名、H27.4現在）の減少  

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 県内養成所で受講した看護教員数：74名（平成 28年３月末日現在） 

・ 次年度の県内養成所看護教員の研修の未受講者数：288 名（平成 28

年３月末日現在） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

看護師等養成所での教員の役割は大きいが、養成所の規模や方針により自

己研鑽が難しいことが指摘されており、これを県下一斉で実施することは効果的で

ある。 

（２）事業の効率性 

 看護師等養成所での教育経験がある講師を有する県看護協会が研修を実施

することで、多くの看護師等養成所の参加を促すことができた。 

その他  



120 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.042】 

看護実習指導者講習会事業 

【総事業費】 

4,174千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

看護基礎教育の質向上を図るため、看護師等養成所の実習施設における

実習指導者の養成が必要 

アウトカム指標：実習指導施設における指導者の確保（１看護単位２名以

上の受講者配置） 

事業の内容 

（当初計画） 

養成所の実習施設において、実習指導の任に当たる者または予定者に対し

て、効果的な実習指導ができるよう必要な知識・技術を修得させるため講習会

を実施するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 講習会受講者数：122名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 講習会受講者数：118名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

：実習指導施設における受講者の配置（学校指導調査で確認） 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、病院で実習指導にあたる看護師等に対して必要な知

識・技術を修得させることができたと考える。 

（２）事業の効率性 

看護師等養成所実習施設の実習指導者に対する集合研修を行うことによ

り、看護教育の均一化、質の向上に繋がり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.043】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費】 

292,786千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者を確保し、効率的かつ質の高い医療提供

体制の構築を図る。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

事業の内容 

（当初計画） 

病院の新人看護職員に対する実践的な研修を行うことで、新人看護職員の

離職防止及び質の向上を図るために研修体制を確保することを目的としている。

新人看護職員に対して病院が行う OJT研修への経費補助。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 新人看護職員研修未受講者数の減少を図る。 

 （H26年度未受講者数 97名／2,259名 ※県調査） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ H27年度新人看護研修未受講者数：集計中 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

県内の病院に対し、新人看護職員研修に係る補助を実施することで、新人

看護職員研修未受講者数の減少が図られた。 

（２）事業の効率性 

各病院へ補助することで、それぞれの病院で抱える課題に柔軟に対応でき、県

が一斉に集合研修を実施するよりも効果的と考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.044】 

新人看護職員多施設集合研修事業 

【総事業費】 

1,805千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会、福岡県看護協会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者の確保し、効率的で質の高い医療提供体

制の構築を図る。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

事業の内容 

（当初計画） 

小規模施設や新人看護職員が少ない等の理由により、施設単独で完結した

研修ができない施設の看護職員を対象として、県医師会及び県看護協会が集

合研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員多施設集合研修参加施設数（H26年度 82施設） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員多施設集合研修参加施設数（H27年度 159施設） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

小規模施設等の新人看護職員の研修機会を確保することで、医療安全をは

じめとするスキルを習得し、質の高い医療提供の担い手を増加させるものである。 

（２）事業の効率性 

新人看護職員研修に精通した２団体に委託することで、それぞれの強みを生

かした研修が実施された。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.045】 

新人看護職員研修アドバイザー派遣事業 

【総事業費】 

496千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者の確保し、効率的かつ質の高い医療提供

体制の構築を図る。 

アウトカム指標：新人看護職員研修体制の整備により看護職員の定着促進を

図る。 

事業の内容 

（当初計画） 

 研修体制の未整備、カリキュラムの未策定等により新人看護職員研修が実施

困難な施設に対し、県看護協会がアドバイザー（教育経験のある新人看護教

育責任者）を派遣し、施設の研修体制構築を支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員アドバイザー派遣事業利用施設数：４施設 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員アドバイザー派遣事業利用施設数：３施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

 県看護協会がアドバイザーを派遣し、施設の研修体制構築を支援することで、

研修実施が困難な施設数の減少に資することができた。 

（２）事業の効率性 

 事業の性質上、現場を知るアドバイザーを継続的に派遣し、きめ細やかな支援

が必要である。アドバイザーも県の他事業で養成した者が従事するなど、人材の

有効活用ができている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保の関する事業 

事業名 
【No.046】 

新人看護職員研修推進事業 

【総事業費】 

497千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者の確保し、効率的かつ質の高い医療提供

体制の構築を図る。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

事業の内容 

（当初計画） 

新人看護職員研修の推進や教育担当者等の資質向上に向け、委員会等を

設け研修の内容等の検討を行う。また新人看護職員研修の未実施病院等が

導入を図るための支援を行い地域における連携体制を構築し、新人看護職員

研修の着実な推進を図るもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員研修推進協議会開催回数 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員研修推進協議会開催回数：１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

県が補助又は委託で実施している新人看護職員研修について、総合的な検

討、検証、進行管理が必要であり、事業執行に客観性を担保できている。 

（２）事業の効率性 

協議会の構成メンバーを出身病院の規模に応じて選出することで、広く県内の

新人看護職員研修の現状や課題について議論ができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.047】 

新人看護職員教育責任者研修事業 

【総事業費】 

1,281千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者の確保を図り、効率的かつ質の高い医療

提供体制の構築を行う。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

事業の内容 

（当初計画） 

新人看護職員研修の研修プログラムの策定及び企画立案を担う教育責任

者を要請するための講習会を開催する。講習会は、国が示した新人看護職員

研修ガイドラインに基づき５日間の研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員教育責任者研修受講者数：定員 75名の達成 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員教育責任者研修受講者数：75名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

各病院の新人看護職員研修の最終責任者である教育責任者の養成数を

増加させることで、各病院での質の高い新人看護職員研修の実施が見込まれ

る。 

（２）事業の効率性 

委託にあたっては、企画公募型プロポーザルを実施することで、多様な主体が

参加できる環境を設定し、効率的な事業遂行が可能となった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.048】 

新人看護職員教育担当者研修事業 

【総事業費】 

282千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者の確保を図り、効率的で質の高い医療提

供体制の構築を行う。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

事業の内容 

（当初計画） 

 医療施設の各部署で実施される研修の企画・運営を中心となって担う教育担

当者を対象に、県看護協会が集合研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員教育担当者研修受講者数：150名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員教育担当者研修受講者数：169名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

新人看護職員研修における教育担当者の役割は大きいが、現場での育成が

難しいことが指摘されており、これを県下一斉で実施することは効果的である。 

（２）事業の効率性 

医療施設での新人看護研修に精通した県看護協会が研修を実施すること

で、多くの医療施設の参加を促すことができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.049】 

新人看護職員実地指導者研修事業 

【総事業費】 

1,166千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者の確保を図り、効率的で質の高い医療提

供体制の構築を行う。 

アウトカム指標：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

事業の内容 

（当初計画） 

 新人看護職員の臨地実践に関する実地指導・評価等を担う実地指導者に対

する研修を実施するものである。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 新人看護職員実地指導者研修受講者数：150名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 新人看護職員実地指導者研修受講者数：170名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

実地指導の性質上、その態様はマンツーマンが望ましく、各病院の新人看護

職員研修での実地指導者の量的確保は重要であり、各病院での質の高い新人

看護職員研修の実施が見込まれる。 

（２）事業の効率性 

委託にあたっては、企画公募型プロポーザルを実施することで、多様な主体が

参加できる環境を設定し、効率的な事業遂行が可能となった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.050】 

看護職員専門分野研修事業 

【総事業費】 

10,682千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各大学、福岡県看護協会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

近年の医療の高度化・専門化に対して、県民の要望に応じることのできる専

門性の高い看護職員の育成が必要 

アウトカム指標：県内看護師数に占める認定看護師比率の向上 

事業の内容 

（当初計画） 

医療の高度化・専門化や多様な県民ニーズに対応できる質の高い看護職員

の確保に資することを目的とする認定看護師が養成されている。また、チーム医療

の推進が図られている中、地域医療への貢献を役割として担っている認定看護

師の育成は重要であるため、認定看護師の養成教育課程を設ける看護系大学

等を支援するもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 県内認定看護師数：621名（平成 26年度末）→720名 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 県内認定看護指数：697名（平成 28年１月時点） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

：県内看護指数に占める認定看護師数比率の向上 

観察できなかった 

観察できた → 指標：平成 25年度 1.03人／100人対 

平成 26年度 1.14人／100人対(福岡県) 

1.31人／100人対(全国) 

（１）事業の有効性 

県内の認定看護師養成教育課程を設けている看護系大学等を支援すること

で、県内の認定看護師数の増加を促し、高度な医療や専門的な分野において

対応できる医療看護の体制を提供出来ている。 

（２）事業の効率性 

県内の養成機関に対し受講生数に応じた支援をすることで、効率的な支援が

出来たと考える。 

その他  



129 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.051】 

看護職員確保対策特別事業 

【総事業費】 

156千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

公衆衛生看護学実習の質を向上し、より実践的な看護職員を養成するた

め、教育現場と実習施設との共通理解を促すとともに、当該実習受入施設の指

導者を育成する必要がある。 

アウトカム指標：公衆衛生看護学実習の質の向上及び人材育成のため、実習

受け入れ体制を整備する。 

事業の内容 

（当初計画） 

看護師等を養成する学校養成所等の公衆衛生看護学実習を受け入れる施

設（中小病院、訪問看護ステーション、保健所等）の指導者（看護管理者）

が実習をより円滑に行えるよう、看護学カリキュラムや教育に関する講演等を通し

て理解を深めるもの（研修・会議等）。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 研修会、意見交換会等の延参加者数：150人 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 研修会、意見交換会等の延参加者数：179人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、公衆衛生看護学の実習指導にあたる指導者に対して

必要な知識・技術を修得させることができたと考える。 

（２）事業の効率性 

公衆衛生看護学実習の指導者に対する集合研修を行うことにより、実習指

導の均一化、質の向上に繋がり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.052】 

看護職員フォローアップ研修事業 

【総事業費】 

126,016千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者の確保を図り、効率的で質の高い医療提

供体制の構築を行う。 

アウトカム指標：常勤看護師離職率を全国平均以下にする。 

事業の内容 

（当初計画） 

看護職員の離職防止のため、新人看護職員研修後の継続研修として、就職

後２年目・３年目の新任期看護職員に対する研修体制整備を図るもの。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 研修受講者数及び実施施設数：1,325 名 47 施設（H26 年度）の増

加を図る。 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 研修受講者数及び実施施設数：2,091名 61施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

県内の病院に対し、新任期看護職員研修に係る補助を実施することで、新

任期看護職員研修の受講者数及び実施施設数の増加が図られた。 

（２）事業の効率性 

各病院へ補助することで、それぞれの病院で抱える課題に柔軟に対応でき、県

が一斉に集合研修を実施するよりも効果的と考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.053】 

看護職員就労環境改善研修事業 

【総事業費】 

827千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月 30日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

「新成長戦略」において、質の高い医療・介護サービスを安定的に提供できる

体制を整備することとされているが、看護職員については、夜勤を含む交代制勤

務等により厳しい勤務環境におかれているものも多い。必要な人材の確保を図り

ながら、看護職員が健康で安心して働ける環境を整備し、「雇用の質」を高めて

いくことが必要である。 

アウトカム指標：看護業務の効率化等の研修によって看護職員の就労環境を

改善することで、離職防止・人材確保を図るもの。 

事業の内容 

（当初計画） 

・ 医療機関の看護管理者に対して、看護業務の効率化や職場風土改善につ

いての研修を実施 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 就労環境改善研修への参加施設数：５施設（平成 26年度） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 平成 26 年度は就労環境改善に取り組む医療機関に限定的に研修を実施

していたが、平成 27 年度は全病院に啓発も兼ねて研修の周知を徹底し、広く

参加を呼び掛けた。 

・ 就労環境改善研修への参加施設数：89施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護業務の効率化や職場風土改善が促進されたところ

であり、県内医療機関の就労環境改善への取組推進に寄与した。 

（２）事業の効率性 

本事業は、労務管理や業務効率改善等に関する成功事例等を紹介すること

により、速やかな事業展開となることから、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.054】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費】 

953,288千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

看護職員の離職防止と再就業を促進するため、子どもを持つ看護職員が継

続して就業できる職場環境を整備する必要がある。 

アウトカム指標：看護職員の離職防止及び未就業看護職員の再就業の促進 

事業の内容 

（当初計画） 

看護職員の離職防止及び現在、未就業看護職員の再就業の促進のため、

病院内保育所を設置・運営している病院に対して運営を支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 院内保育所利用施設数：58施設 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 院内保育所利用施設数：58施設  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内看護職員の離職率の低下  

観察できなかった 

観察できた      →  指標：11.8％（H25）→11.5％（H26） 

（公社）日本看護協会の調査により把握。 

（１）事業の有効性 

本事業は、看護職員の確保のため支援を行うためのものであり、病院内保育

所の安定的な運営に繋がり、看護職員の離職防止に繋がったと考える。 

（２）事業の効率性 

病院内保育所の安定的運営の一助となり、看護職員が離職することなく働き

続けられるため効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.055】 

みんなで話そう看護の出前授業事業 

【総事業費】 

1,226千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

将来的な医療需要の増加に対する看護職員の供給不足への対応の必要性 

アウトカム指標：中高生に対する看護職の確保に関する啓発を行い、看護職員

の確保に繋げる。 

事業の内容 

（当初計画） 

今後の看護職を担う人材を確保するには、看護職を志し、看護師等養成所

へ進学する学生を確保する必要がある。このため看護職を志す動機付けの機会

となる出前授業を実施する看護協会に対して事業実施経費の一部を補助す

る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 「看護出前授業」の実施 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 「看護出前授業」の実施学校数：32校 

事業の有効性・効率性 事業終了後1年以内のアウトカム指標：福岡県の看護職員供給数(業務従事

者届けで把握) 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業は看護師等学校養成所への就学を促進することを目的とした事業であ

り、県内看護職員数の直接的な増加というアウトカムに必ずしも結びつくわけでは

ない。しかし、事業に参加した学生の中には看護系の学校へ進学した者もおり、

一定の有効性はあると考える。 

（２）事業の効率性 

看護教育・研修に対する経験とノウハウを蓄積している看護協会が実施してい

る事業に対して支援することで、県内の学生に対する看護職への関心を効率的

に促すことができていると考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.056】 

ふれあい看護体験事業 

【総事業費】 

2,097千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

将来的な医療需要の増加に対する看護職員の供給不足への対応の必要性 

アウトカム指標：中高生に対する看護職の確保に関する啓発を行い、看護職員

の確保に繋げる。 

事業の内容 

（当初計画） 

今後の看護職を担う人材を確保するには、看護職を志し、看護師等養成所

へ進学する学生を確保する必要がある。このため看護職を志す動機付けの機会

となる「ふれあい看護体験」を実施する看護協会に対して事業実施経費の一部

を補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 「ふれあい看護体験」の実施 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 「ふれあい看護体験」の実施施設数：158施設  

事業の有効性・効率性 事業終了後1年以内のアウトカム指標：福岡県の看護職員供給数(業務従事

者届けで把握) 

観察できなかった  

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業は看護師等学校養成所への就学を促進することを目的とした事業であ

り、県内看護職員数の直接的な増加というアウトカムに必ずしも結びつくわけでは

ない。しかし、事業に参加した学生の中には看護系の学校へ進学した者もおり、

一定の有効性はあると考える。 

（２）事業の効率性 

看護教育・研修に対する経験とノウハウを蓄積している看護協会が実施してい

る事業に対して支援することで、県内の学生に対する看護職への関心を効率的

に促すことができていると考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.057】 

看護師勤務環境改善施設整備事業 

【総事業費】 

296,844千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 29年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療ニーズの多様化に加え、交替制勤務や長時間労働など厳しい勤務環境

が看護職員の離職の一因となっていることから、良質かつ適切な医療を効率的に

提供する体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標：看護職員の勤務環境を改善することで、離職防止や働きやすい

環境の整備を図る 

事業の内容 

（当初計画） 

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制づくりのため、看護職員の勤務

環境改善に必要な施設整備に係る費用を補助し看護職員の離職防止を図るも

の。ナースステーションの拡充、処置室、カンファレンスルーム等の拡張等を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 施設整備実施数：1 か所（H27）、1 か所（H28） 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 施設整備実施数：1 か所（H27）、1 か所（H28） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、医療の高度化に対応可能なナースステーションの拡充、

ナースコールの設置等、看護職員の勤務環境の改善が図られる。 

（２）事業の効率性 

各病院に対して施設整備のための必要経費を補助することにより、看護職員の

業務導線等の改善が図られ、病院の勤務環境改善の取組がスムーズに進むもの

と考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.058】 

看護職員復職研修事業 

【総事業費】 

2,413千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者を確保し、効率的かつ質の高い医療提供

体制の構築を図る。 

アウトカム指標：離職した看護職員が復職できるよう研修及び職場復帰の支援

を行うことで、看護職員の確保を図るもの。 

事業の内容 

（当初計画） 

子育て等により離職した看護職員等を対象とし、最新の知識及び看護技術を

再習得させることで職場復帰を促し、働き続けられるよう支援するもの。 

① 看護職のための「採血・注射サポート教室」 

② 看護力再開発講習会（実践コース）開催 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 研修受講者数：H27年度定員①120名、②60名の達成 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 研修受講者数：①120名、②59名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

子育て等で長期に離職した看護職員に対して、最新の医療技術や就職活動

の方法などを教授することで、再就業を促進することができた。 

（２）事業の効率性 

県看護協会においてナースセンター事業と一体的に事業を実施することで、就

業支援と職業訓練に有機的な関連を持たせることができ、効率的な執行と考え

る。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.059】 

ナースセンターサテライト事業 

【総事業費】 

46,891千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の看護職員等の医療従事者を確保し、効率的かつ質の高い医療提供

体制の構築を図る。 

アウトカム指標：ナースセンターサテライト利用者の増加 

事業の内容 

（当初計画） 

平成27年10月から看護職員の離職時届出制度が開始される。これに先立

ち、本県では平成 26 年度より県ナースセンターのサテライトを２か所設置してお

り、さらに充実を図る。 

・ 平成 26年度：２か所に設置、平成 27年度：さらに２か所に設置 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 離職時登録者数及び再就業者数の増加 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 離職時登録者数：上半期 164名→下半期 341名 

・ 再就業者数：上半期 103名→下半期 290名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

県ナースセンターのサテライトを県内４か所に設置し、相談支援機能を充実さ

せることで、離職者に対してきめ細やかな支援が可能となり、再就業者の増加に

寄与した。 

（２）事業の効率性 

県ナースセンターの設置主体である県看護協会に委託することで、ナースセンタ

ーの機能を活用することができ、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.060】 

薬剤師復職支援事業 

【総事業費】 

2,776千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県薬剤師会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

出産等を理由に離職している女性薬剤師は、離職期間中に登場した新薬や

複雑化した医療制度・医療技術に関する知識・技術の欠如について不安に思

い、復職を断念している状況にある。慢性的な薬剤師不足を解消するためには、

女性薬剤師の復職が求められている。 

アウトカム指標：在宅医療に必要となる薬剤師を確保しやすい環境の整備 

事業の内容 

（当初計画） 

離職中の女性薬剤師が、離職期間中に登場した新薬や複雑化した医療制

度・医療技術の知識・技術を習得するための研修会を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 女性薬剤師復職支援研修会の実施：県内４ブロック、４回程度 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 「生活習慣病と治療薬を学ぶ」、「成人に多い疾患と治療薬を学ぶ」、「精神

疾患と高齢者に多用する治療薬を学ぶ」及び「フィジカルアセスメントを学ぶ」を

テーマとした研修会（座学）：県内４ブロックにおいて、各１回開催（合計

16回開催） 

・ 薬局において、輸液調製等の実地研修：13回開催 

・ リカレント＆スキルアップセミナー：１回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：復職者数 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：復職者数 11人（2015.8～2016.7） 

（１）事業の有効性 

離職している女性薬剤師の復職の障壁となっていた離職期間中に登場した新

薬や複雑化した医療制度・医療技術について、あらかじめ研修会を受講すること

で最新の知識・技術を習得することができたため、復職に対する不安を払拭する

ことができた。 

（２）事業の効率性 

座学による研修会だけではなく、薬局における実地研修を併せて実施すること

で知識の定着を図った。 

その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 
【No.061】 

福岡県介護施設等整備事業 

【総事業費】 

5,119,085千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県、市町村 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 30年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 
高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

事業の内容 

（当初計画） 

① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③ 介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備に要する経

費に対して支援を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム ４９３床（１７カ所） 

 認知症高齢者グループホーム ３４カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所 ３０カ所 

 認知症対応型通所介護事業所 ３カ所 

 地域包括支援センター ７カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 ３カ所 

介護予防拠点 １カ所 

 施設内保育施設 ２カ所 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等

を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進

する。 

・ 地域密着型介護老人福祉施設  

1,921床（74 カ所） → 2,414床（91 カ所） 

・ 認知症高齢者グループホーム  

9,587床（647 カ所）→ 10,073床（681 カ所） 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所  

3,474人／月分（252 カ所）→5,099人／月分（282 カ所） 

・ 認知症対応型通所介護事業所  

19,730床（138 カ所）→22,868床（141 カ所） 

・ 地域包括支援センター  

162 カ所 → 169 カ所 
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・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  

310人／月分（18 カ所）→1,071人／月分（41 カ所） 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所         

126人／月分（9 カ所）→544人／月分（12 カ所） 

・ 介護予防拠点    

1 カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設  

2 カ所（整備数） 

※ 上記整備目標値には当事業による整備費補助のないものを含む。 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 地域密着型介護老人福祉施設  

1,921床（74 カ所） → 2,169床（83 カ所） 

・ 認知症高齢者グループホーム  

9,587床（647 カ所）→ 10,007床（664 カ所） 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所  

3,474人／月分（252 カ所）→4,435人／月分（271 カ所） 

・ 認知症対応型通所介護事業所  

19,730床（138 カ所）→21,800床（130 カ所） 

・ 地域包括支援センター  

162 カ所 → 188 カ所 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  

310人／月分（18 カ所）→801人／月分（42 カ所） 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所         

126人／月分（9 カ所）→466人／月分（20 カ所） 

・ 介護予防拠点    

1 カ所（整備数） 

・ 施設内保育施設    

0 カ所（整備数） 

※ 上記整備達成値には当事業による整備費補助のないものを含む。 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

地域密着型サービス等の整備により、高齢者が地域において安心して生活で

きる体制の構築が図られた。 

（２）事業の効率性 

調達の効率化を図るため、行政の手法を紹介することにより施設整備を進めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.062】 

介護人材確保・定着促進ネットワーク事業 

【総事業費】 

16,906千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年８月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

「福岡県介護人材確保・定着促進協議会」を設置するとともに、その中に２つ

の部会（参入促進部会、環境改善・人材育成部会）を設置 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護の事業者団体等の関係団体で構成する協議会を設置し、介護業界の

主体的・自主的な取組を促進する。 

・ 協議会：年３回開催、部会：年６回開催 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 福岡県介護人材確保・定着促進協議会 H27:２回、H28:２回開催 

・ 参入促進部会 H27:２回、H28:２回開催 

・ 環境改善・人材育成部会 H27:２回開催、H28:２回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護の事業者団体等の関係団体で

構成する協議会を設置し、介護業界の主体的・自主的な取組が促進される。 

観察できた → 本事業により福岡県介護人材確保・定着促進協議会を設置

し、介護業界の主体的・自主的な取組が促進され始めた。 

（１）事業の有効性 

 本事業により福岡県介護人材確保・定着促進協議会を設置し、介護業界の

主体的・自主的な取組が促進され始めた。 

（２）事業の効率性 

 介護関係団体が一堂に会することで取組について全体として効率的に取り組む

ことができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.063】 

 介護業務の普及啓発大会事業 

【総事業費】 

22,483千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護業務の普及 

・ 啓発に資する大会を開催 

・ 基調講演 

・ ケアコンテスト 

・ 認知症介護事例発表 

・ 明るい職場のビデオレター 等 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護職員が誇りと意欲を持って働くことができる介護現場の実現を目指すととも

に、県民等に介護及び介護の仕事に対する理解と認識を深める。 

・ 観覧者：500名／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 福岡県介護業務普及・啓発大会（福岡介護フェスタ）：於福岡市当日観

覧者 H27:463人、H28:361人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護職員が誇りと意欲を持って働くこと

ができる介護現場の実現を目指すとともに、県民等に介護及び介護の仕事に対

する理解と認識が深まる。 

観察できた → 県民等に介護及び介護の仕事に対する理解と認識が深まり始めた。 

（１）事業の有効性 

 県民等に介護及び介護の仕事に対する理解と認識が深まり始めた。 

（２）事業の効率性 

 当日観覧者に介護に関する情報を提供することで効率的な情報伝達を行うこ

とができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.064】 

認知症対応啓発事業 

【総事業費】 

20,855千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 28年３月 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

認知症の理解・認知症の人への対応に係るパンフレットの作成に対する支援 

※年齢層別・理解度別に作成 

（例：学生、保護者、教員、介護職員、一般県民） 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

対象者のニーズに合わせた冊子等を作成し、県民等に配布することで、介護

（認知症）の理解・知識を深めるとともに、介護の仕事の楽しさ、広さ、深さ等を

伝える。冊子等を県内全域で配布。 

アウトプット指標 

（達成値） 

認知症の理解・認知症の人への対応に係る対象者別パンフレットの作成・配

布。小学生向け、中・高生向け、大学・一般向け、介護施設・事業所向けに４

種類発行、小中学校・高校・大学、関係機関等に合計約 43,450部配布。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：対象者のニーズに合わせた冊子等を作

成し、県民等に配布することで、介護（認知症）の理解・知識が深まる。 

観察できた → 冊子等の配付により県民等に介護（認知症）の理解・知識が

深まり始めている。 

（１）事業の有効性 

 冊子等の配付により県民等に介護（認知症）の理解・知識が深まり始めてい

る。 

（２）事業の効率性 

 冊子等を年齢層別・理解度別に作成することで効率的に介護の仕事の楽しさ

等を伝えることができる。 

その他 ・ 平成 27年度で事業終了 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.065】 

世界アルツハイマーデー啓発事業 

【総事業費】 

2,015千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 認知症の人と家族の会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

認知症に対する理解促進のためアルツハイマーデー記念日に合わせて実施する

講演会及び街頭活動に対する支援 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

家族に認知症の人を持つ方が、実体験に基づき、認知症の人を支える助け合

いの精神の必要性を周知することで、若者から高齢者まで認知症に対する理解

を深める。県内全域で、啓発活動、街頭活動の実施。 

アウトプット指標 

（達成値） 

H27(1)2015年世界アルツハイマーデー記念講演会 於福岡市:237名参加 

(2)街頭活動 H27.9.17～24 

H28(1)2016年世界アルツハイマーデー記念講演会 於福岡市:199人参加 

(2)街頭活動 H28.9.16～12.5 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：家族に認知症の人を持つ方が、実体

験に基づき、認知症の人を支える助け合いの精神の必要性を周知することで、若

者から高齢者まで認知症に対する理解が深まる。 

観察できた → 記念講演会や街頭活動を行うことで、若者から高齢者まで認

知症に対する理解が深まり始めている。 

（１）事業の有効性 

  記念講演会や街頭活動を行うことで、若者から高齢者まで認知症に対する

理解が深まり始めている。 

（２）事業の効率性 

 記念講演会や街頭活動を行うことで、認知症に対する知識を効率的に伝えて

いる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.066】 

介護職への参入促進イメージアップ事業 

【総事業費】 

13,618千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 28年３月 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護の仕事の魅力を紹介するパンフレットの作成・周知・広報に対する支援 

※市町村等に依頼し、県内全域で広く配布 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護に対する理解を深め、地域における介護力の向上に資するとともに、介護

の仕事への参入を促進する。パンフレットを県内全域で配布。 

アウトプット指標 

（達成値） 

介護の仕事の魅力を紹介するパンフレット等の作成・配布。学生向けにパンフ

レット 200,000部、リーフレット 200,000部、ポスター900枚を作成し、県内の

高校等の教育機関、関係団体に配布。併せて地域住民向けパンフレットやリーフ

レットを作成。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護に対する理解を深め、地域におけ

る介護力の向上に資するとともに、介護の仕事への参入が促進される。 

観察できた → パンフレット等を配布することで介護に対する理解が深まり始めて

いる。 

（１）事業の有効性 

 パンフレット等を配布することで介護に対する理解が深まり始めている。 

（２）事業の効率性 

 パンフレット等を広く配布すること、学生向けに配布することにより効率的に介護

に関する情報を伝達することができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.067】 

介護職をめざす学生が作成するフリーペーパー支援事業 

【総事業費】 

21,272千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士養成施設協議会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護福祉士養成施設で介護福祉士をめざす学生によるフリーペーパーの作成

と周知・イベントでの広報に対する支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

若者の感覚で介護の仕事を紹介するフリーペーパーを作成し、県内全域で配

布。介護を学ぶ高校新卒者を増やすなど、介護の仕事への若者の新規参入を

促す。 

H27・H28：フリーペーパーの作成・配布（12,000部） 

H29：フリーペーパー作成（10,000部）、配布及びイベントによる広報 

アウトプット指標 

（達成値） 

介護福祉士養成施設で介護福祉士をめざす学生によるフリーペーパーの作

成・配布。 

H27：フリーペーパー12,000部作成・配布 

H28：フリーペーパー16,000部作成・配布 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：若者の感覚でフリーペーパーを作成し、

県内全域で配布。介護を学ぶ高校新卒者を増やすなど、介護の仕事への若者

の新規参入が促される。 

観察できた → フリーペーパーを配布することで介護の仕事への若者への新規参

入が促されている。 

（１）事業の有効性 

 フリーペーパーを配布することで介護の仕事への若者への新規参入が促されている。  

（２）事業の効率性 

 配布等ターゲットを高校生に絞ることで、介護に関する情報を効率的に伝えるこ

とができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.068】 

地域住民向け介護体験講座 

【総事業費】 

5,785千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37 年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656 人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

主婦層、退職者、転職を希望する者、失業者及び就職を控えた子を持つ保

護者等に対し介護職の魅力を伝える介護体験講座に対する支援 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

地域住民のうち、主婦層、退職者、転職希望者等が、介護職の正しい知識と

技術を学ぶことで介護の仕事に関心を持ち、介護の仕事の重要性を再認識し、

資格取得や就労につなげる。 

・ 県内全域４会場で４回実施 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 地域住民向け介護体験講座 H27：５回開催、H28：６回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：地域住民のうち、主婦層、退職者、転

職希望者等が、介護職の正しい知識と技術を学ぶことで介護の仕事に関心を持

ち、介護の仕事の重要性を再認識し、資格取得や就労につながる。 

観察できた → 地域住民が介護職の正しい知識と技術を学ぶことで介護の仕

事に関心を持ち始めている。 

（１）事業の有効性 

 地域住民が介護職の正しい知識と技術を学ぶことで介護の仕事に関心を持ち

始めている。 

（２）事業の効率性 

 地域住民に介護職の知識を体験講座により直接伝えることで、効率的に介護

職の正しい知識と技術を伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.069】 

教員向け介護講座 

【総事業費】 

2,004千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37 年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656 人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 
・ 高校の教員に対して介護の仕事を紹介する講演会に対する支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

進路指導を行う教員に、介護職に対する正しい認識を持ってもらい、高校生の

介護職への就職を促進する。県内全域を対象に１回実施／年。 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 福岡県教員向け介護講座 

→ 内容：介護を取り巻く状況、介護の内容について 

→ H27：１回開催、H28：１回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：進路指導を行う教員に、介護職に対

する正しい認識を持ってもらい、高校生の介護職への就職が促進される。 

観察できた → 進路指導を行う教員に介護講座を行うことで高校生の介護職

員への就職が促進されている。 

（１）事業の有効性 

 進路指導を行う教員に介護講座を行うことで高校生の介護職員への就職が促

進されている。 

（２）事業の効率性 

 進路指導を行う教員に直接働きかけることで介護職に対する正しい認識につい

て伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.070】 

介護の魅力を発信する介護講座 

【総事業費】 

19,684千円 

事業の対象となる区域 久留米区域、八女・筑後区域、有明区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士養成施設協議会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37 年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656 人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

八女・筑後、有明地域等県南地域において、介護の３つの魅力（「楽しさ」

「広さ」「深さ」）を発信するために座談形式のセミナー、介護講座の開催を支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

県内でも高齢化が進み介護ニーズが増加する一方で、人材参入が進まない八

女・筑後・有明地域等の県南地域で、介護職の魅力を紹介し、介護人材の参

入を促進する。 

・ 筑後地区の７か所でセミナー・介護講座実施：59回／年 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ セミナー・介護講座実施 H27:58回、H28:65回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：県内でも高齢化が進み介護ニーズが

増加する一方で、人材参入が進まない八女・筑後・有明地域等の県南地域で、

介護職の魅力を紹介し、介護人材の参入が促進される。 

観察できた → 人材参入が進まない県南地域でセミナーを開催することで介護

人材の参入が促進されている。 

（１）事業の有効性 

 人材参入が進まない県南地域でセミナーを開催することで介護人材の参入が促

進されている。 

（２）事業の効率性 

 県南地域でセミナーを直接開催することで効率的に介護の魅力を伝えることがで

きる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.071】 

「介護の仕事」理解促進事業 

【総事業費】 

19,158千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年８月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37 年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656 人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

中学生、高校生、大学生等を対象として、学校の休日を活用し、「介護の仕

事」を正しく理解してもらうのための、高齢者ふれあい体験や施設見学、就業体験

を実施。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護の現場で実際に「見る」、「聞く」、「肌で感じる」ことにより、将来を担う若者

に、介護の仕事に対する正しい理解を促し、職業の選択肢として動機づけを行う。 

・ 中学生、高校生：県内４地区年２回、大学生は県内２地区で年１回 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 県内４地区（福岡・北九州・筑豊・筑後）で実施 

参加者（中学生、高校生、大学生コースの３コース） 

H27：中学生７回、高校生６回、大学生１回 

H28：中学生８回、高校生６回、大学生２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護の現場で実際に「見る」、「聞く」、

「肌で感じる」ことにより、将来を担う若者に、介護の仕事に対する正しい理解を促

し、職業の選択肢として動機づけを行われる。 

観察できた → 中・高・大学生に介護の現場でふれあい体験を行うことで介護の

仕事に対する正しい理解が促されている。 

（１）事業の有効性 

 中・高・大学生に介護の現場でふれあい体験を行うことで介護の仕事に対する

正しい理解が促されている。 

（２）事業の効率性 

 中学生、高校生、大学生に介護の現場を直接体験してもらうことで効率的に介

護に対する正しい知識を伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.072】 

訪問型の生活支援サービス従事者養成研修事業 

【総事業費】 

18,771千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

地域支援事業の新総合事業として実施する要支援者等に対する訪問型の生

活支援サービスを提供する担い手の育成研修に対する支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

平成 29 年度までに新しい総合事業を全市町村で円滑に導入するために、訪

問型の生活支援サービスを提供する担い手を育成する。 

・ 県内５地区で実施：100人養成／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

対象：総合事業での A型（基準緩和型）事業所で働く予定がある人 

【H27】県内５会場で開催（各９日間）：58人参加 

【H28】県内５会場で開催（各９日間）：34人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：平成 29年度までに新しい総合事業を

全市町村で円滑に導入するために、訪問型の生活支援サービスを提供する担い

手が育成される。 

観察できた → 本事業の実施により新しい総合事業を導入するための訪問型

の生活支援サービスの担い手が育成され始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により新しい総合事業を導入するための訪問型の生活支援サー

ビスの担い手が育成され始めている。 

（２）事業の効率性 

 県内５会場で開催することにより幅広い地域の対象者を効率的に育成できる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.073】 

中山間地域介護人材バンクモデル事業 

【総事業費】 

9,636千円 

事業の対象となる区域 八女・筑後区域 

事業の実施主体 八女市 

事業の期間 平成 27年８月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37 年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656 人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

ボランティアに関心のある若者、介護職に従事していないホームヘルパーや介護

福祉士の有資格者等の人材バンクへの登録、介護施設・事業所に関する情報

の提供、介護技術を身につける研修の開催。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

中山間地である八女市をモデルとして、人材バンクや研修事業を実施し、その

効果を人口減少や他地域への人材流出が進む地域での介護人材の確保につな

げていく。 

・ 人材バンク登録人員：100人／年 

・ 介護職員初任者研修等の研修受講者数：20人／人 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 人材バンク登録人員 H27:26人、H28:68人 

・ 介護職員初任者研修等の研修受講者数 H27:20人、H28:14人 

事業の有効性・効率性 

 

 

 

 

 

 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：中山間地である八女市をモデルとして、

人材バンクや研修事業を実施し、その効果を人口減少や他地域への人材流出が

進む地域での介護人材の確保につながる。 

観察できた → 八女市をモデルとして実施することで人口減少等が進む地域で

の介護人材確保につながり始めている。 

（１）事業の有効性 

 八女市をモデルとして実施することで人口減少等が進む地域での介護人材確

保につながり始めている。 

（２）事業の効率性 

 八女市をモデルとして先行することで効率的に事業を実施することができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.074】 

介護職員技術向上研修事業 

【総事業費】 

64,235千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37 年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656 人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護職のキャリア段階(１年未満の者、２～３年の者、４～８年の者)に応じ

た研修の実施。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護職のキャリア段階に応じて、それぞれの段階で直面する課題を解決するた

めの知識や技術の修得を図り、資質向上と職場での定着を図る。 

 ・ 勤続年数１年未満対象研修受講者数：200人／年 

 ・ 勤続年数２～３年未満対象研修受講者数：600人／年 

 ・ 勤続年数４～８年未満対象研修受講者数：800人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 県内４地区（福岡・北九州・筑豊・筑後）で実施 

① 技術向上研修Ⅰ：205名参加(H27)、613人参加(H28) 

② 技術向上研修Ⅱ：601名参加(H27)、748人参加(H28) 

③ 技術向上研修Ⅲ：812名参加(H27)、980人参加(H28) 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護職のキャリア段階に応じて、それぞ

れの段階で直面する課題を解決するための知識や技術の修得を図り、資質向上

と職場での定着が図られる。 

観察できた → 介護職のキャリア段階に応じて研修を実施することで資質の向

上と職場での定着が図られ始めている。 

（１）事業の有効性 

 介護職のキャリア段階に応じて研修を実施することで資質の向上と職場での定

着が図られ始めている。 

（２）事業の効率性 

 介護職のキャリア段階に応じて研修を行うことで効率的に知識や技術を伝えるこ

とができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.075】 

介護支援専門員支援事業 

【総事業費】 

17,862千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人を

確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

制度の根幹を担う介護支援専門員の資質の向上を図り、適切な活動を推進

するため、研修を実施するもの。 

① 介護支援専門員現任研修（実務従事者基礎研修） 

② 主任介護支援専門員研修 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

制度の根幹を担う介護支援専門員の資質の向上を図り、適切な活動を推進する。 

 ・ 介護支援専門員現任研修対象者数：600人／年 

 ・ 主任介護支援専門員研修対象者数：150人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

①介護支援専門員現任研修（７日間×２コース） 

対象：県内の居宅介護支援事業所等において１年以内に雇用された新任の

介護支援専門員  

（平成 27年度：575人参加、平成 28年度：514人参加） 

②主任介護支援専門員研修（６日間×２コース） 

対象：受講要件（一定の実務経験等）を満たしている地域包括支援センタ

ー職員及び介護支援専門員  

（平成 27年度：180人参加、平成 28年度：178人参加） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：制度の根幹を担う介護支援専門員の

資質の向上を図り、適切な活動が推進される。 

観察できた → 研修の実施により介護支援専門員資質向上が図られ適切な活

動が推進されている。 

（１）事業の有効性 

 研修の実施により介護支援専門員資質向上が図られ適切な活動が推進されている。 

（２）事業の効率性 

 研修の実施により効率的な資質の向上が図られている。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.076】 

小規模事業所連携体制の構築支援事業 

【総事業費】 

35,311千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年８月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人を

確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

複数の小規模事業所でユニットを構成し、連携・協力して、集合研修や職員交

流会を開催。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

複数の事業所が連携・協力し、働きやすい職場づくり、人材育成を行うことによ

り、規模が小さいほど多い傾向にある離職を改善する。 

形成ユニット・参加者数｛年度｝：各 20 ユニット・300人(研修会、交流会) 

アウトプット指標 

（達成値） 

Ｈ２７年度  Ｈ２８年度 

集合研修会：２０ユニット  ２０ユニット 

参加者   １６５人   ２４７人 

職員交流会：１２ユニット  １２ユニット 

参加者   ７２人     ８０人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：複数の事業所が連携・協力し、働きや

すい職場づくり、人材育成を行うことにより、規模が小さいほど多い傾向にある離職

が改善される。 

観察できた → 複数の小規模事業所が連携・協力し人材育成を行うことで離職

が改善され始めている。 

（１）事業の有効性 

 複数の小規模事業所が連携・協力し人材育成を行うことで離職が改善され始

めている。 

（２）事業の効率性 

 複数の小規模事業所が連携することで単独で行うよりも効率的な人材育成が

可能である。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.077】 

介護職員たん吸引等研修事業 

【総事業費】 

60,252千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人を

確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護職員がたんの吸引等を実施できるよう、定められたカリキュラムに基づき研

修を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

高齢化の進行による医療ニーズの増大に対応するため、たんの吸引等を実施で

きる介護職員を養成する。 

・ 養成人数：300人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 平成 27,28年度研修修了者数 

①第１号・第２号（不特定の者に対し行為を行うもの） 

：全課程 460人 実地研修 81人 講師養成課程 244人 

③第３号（特定の者に対して行為を行うもの） 

：全課程 301人  実地研修 88人 講師養成課程 85人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：高齢化の進行による医療ニーズの増大

に対応するため、たんの吸引等を実施できる介護職員が養成される。 

観察できた → 本事業の実施によりたんの吸引等を実施できる介護職員が養成

されている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施によりたんの吸引等を実施できる介護職員が養成されている。 

（２）事業の効率性 

 本事業の実施によりたんの吸引等を実施できる介護職員を効率的に養成するこ

とができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.078】 

介護支援専門員資質向上研修事業 

【総事業費】 

20,430千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県介護支援専門員協会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人を

確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護支援専門員のコンプライアンス研修（制度改正への対応）、主任介護支

援専門員に対するフォローアップ研修、事業所別研修(介護支援の種別に応じた

ケアマネジメントスキルの向上）への支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

国の法定研修ではカバーできない内容について研修を実施し、介護支援専門

員の資質向上を図る。 

県内全域を対象に、以下の研修を実施 

・ コンプライアンス研修：9回／年 

・ 主任介護支援専門員に対するﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修：16回／年 

・ 事業所別研修：49回／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ コンプライアンス研修 H27:4回、H28:2回 

・ 主任介護支援専門員に対するﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修 H27:16回、H28:2回 

・ 事業所別研修 H27:46回、H28:28回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：国の法定研修ではカバーできない内容

について研修を実施し、介護支援専門員の資質向上が図られる。 

観察できた → 本事業の実施により介護支援専門員の資質向上が図られ始め

ている。 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により介護支援専門員の資質向上が図られ始めている。 

（２）事業の効率性 

研修の種別によって研修の開催回数を変えることで効率的に研修を行うことがで

きる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.079】 

介護支援専門員口腔管理キャリアアップ研修事業 

【総事業費】 

15,454千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人を

確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護支援専門員や地域包括支援センター職員等が、高齢者の口腔内の状態

や栄養状況を踏まえて、適切なケアプランが作成されるよう、スキル向上を目的とし

て開催する研修会への支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

口腔内衛生の悪化により要介護度を上げないよう、口腔管理を考慮したケアプ

ランの作成をめざす。 

・ 研修会：県内４地区、２回／年開催 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 要介護者等に係る口腔管理研修会 H27:8回、H28:8回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：口腔内衛生の悪化により要介護度を

上げないよう、口腔管理を考慮したケアプランが作成される。 

観察できた → 本事業の実施によって口腔管理を考慮したケアプランが作成され

始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施によって口腔管理を考慮したケアプランが作成され始めている。 

（２）事業の効率性 

 ケアプランの作成を行う介護支援専門員等に研修を行うことで効率的に情報を

伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.080】 

介護施設等における看取り研修事業 

【総事業費】 

1,141千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37 年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656 人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

「看取りケア」を、介護施設等の看護師が自信をもって多職種と協働しながら看

取り支援を行うことができるよう実施する、看取りに係る研修への支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護施設等における看護職が、看取り期にある本人・家族に対して、その意思

を尊重しながら、安らかに最後を迎えられるための支援を行えるようにすることをめざ

す。 

・ 研修開催：１回／年 

・ 受講者：75人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 研修開催 H27:１回、H28:１回 

・ 受講者 H27:69人、H28:95人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護施設等における看護職が、看取り

期にある本人・家族に対して、その意思を尊重しながら、安らかに最後を迎えられ

るための支援が行われる。 

観察できた → 本事業を行うことで介護施設等における看護職による支援が行

われ始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業を行うことで介護施設等における看護職による支援が行われ始めてい

る。 

（２）事業の効率性 

 介護施設等における看護職に対して直接研修を行うことで効率的な看取りに関

する情報を伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.081】 

喀痰吸引等の指導看護職フォローアップ研修事業 

【総事業費】 

1,454千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

福岡県喀痰吸引等研修で講師養成課程等の研修を修了した看護職員に対

して、介護施設等による介護職員に対する喀痰吸引等の指導を適切に行うため

の知識・技術等のフォローアップをする研修開催への支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

施設や在宅で喀痰吸引を行う介護職員の増加が見込まれる中で、介護職員

に対し喀痰吸引の指導を行う看護職を育成するとともに、育成後の質の維持・向

上を図る。 

・ 研修開催：１回／年 

・ 受講者：100人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 研修開催 H27:１回、H28:１回 

・ 受講者 H27:66人、H28:62人 

事業の有効性・効率性 

 

 

 

 

 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：施設や在宅で喀痰吸引を行う介護職

員の増加が見込まれる中で、介護職員に対し喀痰吸引の指導を行う看護職を

育成するとともに、育成後の質の維持・向上が図られる。 

観察できた → 本事業を行うことで介護職員に対して喀痰吸引を行う看護職を

育成し、質の維持・向上が図られ始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業を行うことで介護職員に対して喀痰吸引を行う看護職を育成し、質の

維持・向上が図られ始めている。 

（２）事業の効率性 

 福岡県喀痰吸引等研修講師養成施設等の研修を修了した看護職員に対し

て研修を行うことで効率的なフォローアップを行うことができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.082】 

 ケアプラン作成技術向上事業 

【総事業費】 

4,209千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県介護支援専門員協会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

実務に従事する介護支援専門員の資質向上のために、ケアプラン作成技術

向上アドバイザー（ケアプラン点検指導者）を養成し、居宅介護支援事業所等

へ派遣することへの支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

サービス利用者の自立支援につながるケアプランを作成できるよう、介護支援

専門員のケアプラン作成技術の向上を目指す。 

① ケアプラン点検指導者の養成：50人／年 

② ケアプラン点検指導者の派遣：16回／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

① ケアプラン点検指導者の養成 H27:17人、H28:69人 

② ケアプラン点検指導者の派遣 H27:4回、H28:6回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：サービス利用者の自立支援につながる

ケアプランを作成できるよう、介護支援専門員のケアプラン作成技術が向上する。 

観察できた → 本事業によって介護支援専門員のケアプラン作成技術が向上

し始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業によって介護支援専門員のケアプラン作成技術が向上し始めている。 

（２）事業の効率性 

 実務に従事する介護支援専門員に研修を実施することで効率的に介護支援

専門員に対してケアプラン作成技術を伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.083】 

介護人材定着支援モデル事業 

【総事業費】 

17,652千円 

事業の対象となる区域 福岡・糸島区域 

事業の実施主体 福岡市 

事業の期間 平成 27年８月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

福岡市内の介護保険施設・事業所等に勤務する介護の仕事に携わって間も

ない職員に、介護技術の研修を実施することへの支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

県内で最も介護職員が多い福岡市をモデルとして、初任者を対象とする実技

研修を実施することにより、当該職員の職場への定着を図り、その成果を他の市

町村に普及させる。 

・ 介護実技研修修了者：120人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 介護実技研修修了者：H27:97人、H28:117人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：県内で最も介護職員が多い福岡市を

モデルとして、初任者を対象とする実技研修を実施することにより、当該職員の職

場への定着が図られる。 

観察できた → 本事業を実施することで介護職の初任者について職場への定

着が図られ始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業を実施することで介護職の初任者について職場への定着が図られ始め

ている。 

（２）事業の効率性 

 県内で最も介護職員が多い福岡市をモデルとすることで効率的に介護職員の

定着を図ることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.084】 

介護職員等技能向上支援事業 

【総事業費】 

67,131千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 
介護保険施設・事業所の介護職員が研修を受ける場合に、代替職員を派遣 。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護保険施設・事業所の介護職員が各種研修に参加する場合に、当該施

設・事業所に代替職員を派遣することにより、介護職員の研修参加を促し、職

員のスキルアップと入所者・利用者の処遇向上を図る。 

・ 派遣日数：1,480人日／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

        H27年度  H28年度 

派遣日数：969人日  1,597人日 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護保険施設・事業所の介護職員

が各種研修に参加する場合に、当該施設・事業所に代替職員を派遣することに

より、介護職員の研修参加を促し、職員のスキルアップと入所者・利用者の処遇

向上が図られる。 

観察できた → 本事業の実施により、介護職員の研修参加を促すことで職員

のスキルアップと入所者・利用者の処遇向上が図られ始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、介護職員の研修参加を促すことで職員のスキルアップと

入所者・利用者の処遇向上が図られ始めている。 

（２）事業の効率性 

 介護職員の研修参加に代替職員を派遣することで効率的に研修参加を促進

することができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.085】 

潜在介護福祉士向け就労支援セミナー事業 

【総事業費】 

14,096千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

潜在介護福祉士に対して、介護現場から離れていたことへの不安感を払拭す

るための就労支援セミナーを実施することへの支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護の仕事に従事していない介護福祉士の資格を有する登録者を対象に再

就職支援を行い、介護福祉士を確保するとともに、介護サービスの質の向上をめ

ざす。 

・ 研修実施：県内４地区、各会場各１回／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 潜在介護福祉士向け就労支援セミナー 

：H27:県内４地区各１回開催、H287:県内４地区各１回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護の仕事に従事していない介護福

祉士の資格を有する登録者を対象に再就職支援を行い、介護福祉士の確保と

介護サービスの質の向上が図られる。 

観察できた→本事業の実施により、介護福祉士の確保と介護サービスの質の向

上が図られ始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、介護福祉士の確保と介護サービスの質の向上が図られ

始めている。 

（２）事業の効率性 

 潜在介護福祉士に対して就労支援セミナーを実施することで効率的に介護福

祉士の確保ができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.086】 

介護人材就労支援モデル事業 

【総事業費】 

30,942千円 

事業の対象となる区域 福岡・糸島区域 

事業の実施主体 福岡市 

事業の期間 平成 27年８月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 
潜在介護福祉士を対象とした合同就職面談会及び介護実技研修への支援。  

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

県内で最も介護サービス利用者が多い福岡市をモデルとして、潜在介護福祉

士の掘り起し対策を先行的に実施し、他の市町村に普及する。 

・ 合同就職面談会の実施：２回／年 

・ 介護技術研修会実施回数：３回／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 合同就職面談会の実施 H27:2回、H28:2回 

・ 介護技術研修会実施回数 H27:3回、H28:3回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：県内で最も介護サービス利用者が多

い福岡市をモデルとして、潜在介護福祉士の掘り起し対策が図られる。 

観察できた → 本事業の実施により、潜在介護士の掘り起し対策が図られ始

めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、潜在介護士の掘り起し対策が図られ始めている。 

（２）事業の効率性 

 潜在介護福祉士を対象とすることで効率的な潜在介護福祉士の確保ができ

る。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.087】 

認知症介護研修事業 

【総事業費】 

47,672千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託）、北九州市、福岡市 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、認知症高齢者の

介護に関する実践的研修を実施すること、また、認知症介護を提供する事業所

を管理する立場にある者等に対し、適切なサービスの提供に関する知識等を修

得させるための研修を実施。 

① 認知症介護指導者フォローアップ研修 

② 認知症対応型サービス事業開設者研修 

③ 認知症対応型サービス事業管理者研修 

④ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

⑤ 認知症介護基礎研修（H28～） 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

研修を実施することにより、認知症介護技術の向上を図り、認知症介護の専

門職員を養成し、もって認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図ることを

目的とする。 

アウトプット指標 

（達成値） 

Ｈ２７〇福岡県：各研修合計２５６人参加 

○政令市（北九州市・福岡市）：各研修合計２７０人参加 

Ｈ２８〇福岡県：各研修合計３４０人参加 

○政令市（北九州市・福岡市）：各研修合計３３８人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：研修を実施することにより、認知症介

護技術の向上を図り、認知症介護の専門職員を養成し、もって認知症高齢者

に対する介護サービスの充実が図られる。 

観察できた → 本事業の実施により、認知症介護技術の向上が図られ始めて

いる。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、認知症介護技術の向上が図られ始めている。 

（２）事業の効率性 

 高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に研修を行うことで、効率的

に認知症介護技術の向上を図ることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.088】 

認知症サポート医養成等研修事業 

【総事業費】 

8,093千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託）、北九州市、福岡市 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率（65

歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾患の増加に伴

い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保

する。 

事業の内容 

（当初計画） 
認知症サポート医の養成及びフォローアップの研修を実施。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

認知症サポート医の養成とフォローアップを行うことにより、各地域において、認知症の

発症初期から状況に応じて、医療と介護が一体となった認知症の人への支援体制の構

築を図る。 

(1)認知症サポート医養成研修受講者数：35人／年 

(2)認知症サポート医フォローアップ研修受講者数：145人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

(1)認知症サポート医養成研修受講者数 

H27 県：58人、北九州市：44人、福岡市：22人 

H28 県：83人、北九州市：50人、福岡市：23人 

(2)認知症サポート医フォローアップ研修受講者数 

H27 県：172人、北九州市：113人、福岡市：119人 

H28 県：262人、北九州市：132人、福岡市：147人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：認知症サポート医の養成とフォローアップを行う

ことにより、各地域において、認知症の発症初期から状況に応じて、医療と介護が一体と

なった認知症の人への支援体制が構築される。 

観察できた → 本事業の実施により医療と介護が一体となった認知症の人への支援

体制の構築が図られ始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により医療と介護が一体となった認知症の人への支援体制の構築が図

られ始めている。 

（２）事業の効率性 

 認知症サポート医に研修を行うことで各地域において効率的に認知症の人への支援

体制を構築することができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.089-1】 

医療従事者認知症対応力向上等研修事業 

【総事業費】 

14,469千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託）、北九州市、福岡市 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率（65

歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾患の増加に伴

い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656 人を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

医療従事者の認知症対応力向上を図るための研修を実施。 

①歯科医師、②薬剤師、③看護職員、④病院勤務の医師等の医療従事者 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

医療従事者の認知症対応力向上を図り、各種施策を総合的に推進していくことで、

認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らしを続けることができる体制づく

りを推進していく。 

①歯科医師：（県）200人／年、（北九州市）50人／年、（福岡市）200人／年  

②薬剤師：（県）200名／人、（北九州市）50人／年、（福岡市）200人／年  

③看護職員：（県）100人／年、（北九州市）50人／年 

④病院勤務の医師等の医療従事者 

：（県）200人／年、（北九州市）200人／年、（福岡市）100人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

① 歯科医師 H28：（県）82人 

② 薬剤師 H28：（県）290人 

③ 看護職員 H28：（県）100人 

④ 病院勤務の医師等の医療従事者 

H27：（県）313人、（福岡市）152人 

H28：（県）382人、（北九州市）140人、（福岡市）233人 

事業の有効性・効率性 

 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：医療従事者の認知症対応力向上を図り、各

種施策を総合的に推進していくことで、認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心

して暮らしを続けることができる体制づくりが推進される。 

観察できた → 本事業の実施により、医療従事者の認知症対応力向上を図ることで、

認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らしを続けることができる体制づく

りを推進している。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、医療従事者の認知症対応力向上を図ることで、認知症の人と

その家族が住み慣れた地域で安心して暮らしを続けることができる体制づくりを推進してい

る。 

（２）事業の効率性 

 医療従事者に研修を行うことで効率的に、認知症の人とその家族が安心して暮らしを

続けることができる体制づくりを推進することができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.089-2】 

認知症初期集中支援チーム設置促進事業 

【総事業費】 

2,480千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

認知症初期集中支援チームの設置促進及び認知症支援体制構築のための研修 

① 認知症初期集中支援チーム員の研修 

② 認知症支援体制構築促進のための研修 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 各市町村における支援チームの設置及び推進員の配置の促進を図る。 

アウトプット指標 

（達成値） 

① 認知症初期集中支援チーム員の研修  

H27：６人参加、H28：48人参加 

② 認知症支援体制構築促進のための市町村職員研修 

H27：98人参加、H28：97人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：各市町村における支援チームの設置

及び推進員の配置の促進が図られる。 

観察できた → 本事業の実施により、各市町村における支援チームの設置及

び推進員の配置を促進している。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、各市町村における支援チームの設置及び推進員の配置

を促進している。 

（２）事業の効率性 

 市町村職員を対象にすることで効率的に、各市町村における支援チームの設

置及び推進員の配置を促進することができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.090】 

居宅系サービス従事者認知症対応力向上研修事業 

【総事業費】 

27,766千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

居宅系介護サービス事業所の介護従事者を対象に、認知症の医学的知

識、医療との連携、ケア技術を修得するための初任者職員対象の研修及びチー

ムのリーダーとなる人材を育成するための中堅職員対象の研修を実施することへ

の支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

居宅系介護サービス事業所の介護従事者が、認知症に関する正しい知識と

理解に基づき、適切な対応を行うことができるようにする。 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 居宅系サービス従事者認知症対応力向上研修 

対象：居宅系介護サービス事業所の介護従事者 

H27 初任者向け：県内４ブロック各２回開催、中堅職員向け 於福岡

市 １回開催 合計 916人参加 

H28 初任者向け：県内４ブロック各２回開催、中堅職員向け:２回開

催、スキルアップ研修:４回開催合計 1,176人参加 

事業の有効性・効率性 

 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：居宅系介護サービス事業所の介護従

事者が、認知症に関する正しい知識と理解に基づき、適切な対応を行うことに資

する。 

観察できた → 本事業の実施によって介護職員の中堅職員への事業を実施し

て、介護従事者が認知症への適切な対応を実施し始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施によって介護職員の中堅職員への事業を実施して、介護従事

者が認知症への適切な対応を実施し始めている。 

（２）事業の効率性 

 介護職員の中堅職員を対象とすることで、効率的に介護職に対して認知症に

関する正しい知識を伝えられる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.091】 

一般市民、家族介護者向け認知症公開講座事業 

【総事業費】 

33,639千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

認知症の人や家族の視点に立った認知症対する正しい理解とそれに基づく適

切な対応を図るための、認知症の人や家族と地域住民による意見交換会やグル

ープワーク等の研修の実施への支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

認知症に係る地域での支え合い体制を整備することにより、認知症の人やその

家族の精神的・身体的な負担や不安を軽減する。 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 地域住民、家族介護者向け認知症公開講座 

対象：福岡県内居住の地域住民・家族介護者等 

H27 県内 16 か所 合計 3,142人参加 

H28 県内 17 か所 合計 2,023人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：認知症に係る地域での支え合い体制

を整備することにより、認知症の人やその家族の精神的・身体的な負担や不安が

軽減される。 

観察できた → 本事業の実施によって認知症に係る意見交換会等の実施によ

り認知症の人やその家族の精神的・身体的な負担や不安が軽減され始めてい

る。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施によって認知症に係る意見交換会等の実施により認知症の人や

その家族の精神的・身体的な負担や不安が軽減され始めている。 

（２）事業の効率性 

 福岡県内居住の地域住民・家族介護者等と意見交換等行うことで対象者に

効率的に働きかけることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.092】 

かかりつけ医認知症対応力向上フォローアップ研修事業 

【総事業費】 

32,072千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

かかりつけ医の認知症ケアに関する知識や技術、また、認知症の各段階での

適切な対応方法の修得を目的とした研修の実施への支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

かかりつけ医等、認知症患者と接することの多い医療・介護従事者が、認知

症に関する正しい知識と理解に基づき、本人や家族への適切な対応を行うことが

できるようにする。 

・ 県：180人／年、福岡市：100人／年、北九州市：80人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ かかりつけ医認知症対応力フォローアップ研修 

（H27）県：313人、福岡市 ：152人 

（H28）県：382人、福岡市 ：233人、北九州市：140人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：かかりつけ医等、認知症患者と接する

ことの多い医療・介護従事者が、認知症に関する正しい知識と理解に基づき、本

人や家族への適切な対応に資する。 

観察できた → 本事業の実施により医師、医療介護従事者が認知症患者や

家族への適切な対応を行い始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により医師が認知症患者や家族への適切な対応を行い始めて

いる。 

（２）事業の効率性 

 認知症患者と接することの多い医師に研修を行うことによって効率的に認知症

患者等に適切な対応ができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.093】 

施設系サービス従事者認知症対応力向上研修事業 

【総事業費】 

15,441千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 公益社団法人福岡県介護老人保健施設協会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率（65

歳以上人口割合）が30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾患の増加に伴

い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保

する。 

事業の内容 

（当初計画） 

施設系サービスの介護従事者に対して、認知症ケアにおいて重要で、かつ対処困難

な症状である周辺症状（ＢＰＳＤ（徘徊、もの盗られ妄想など））や失認・失行に

対する理解と対応を学習することを目的とした研修を実施することへの支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護保険の施設系サービスの介護従事者が、認知症に関する正しい知識と理解に

基づき、本人や家族への適切な対応を行うことができるようにする。 

・ 研修開催：県内全域を対象に実施 

アウトプット指標 

（達成値） 

対象：施設系サービス介護従事者 

H27 研修：６回開催 計 645人参加 

シンポジウム：78人参加          合計 723名参加 

H28 研修：６回開催 計 780人参加 

シンポジウム：100人参加         合計 880人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護保険の施設系サービスの介護従事者

が、認知症に関する正しい知識と理解に基づき、本人や家族への適切な対応に資す

る。 

観察できた → 本事業の実施により、施設系サービス介護従事者が認知症の本人や

家族への適切な対応を行い始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、施設系サービス介護従事者が認知症の本人や家族への適切な

対応を行い始めている。 

（２）事業の効率性 

 介護従事者に直接研修を行うことで効率的に認知症に関する正しい知識を伝えること

ができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.094】 

訪問介護員等認知症対応力向上研修 

【総事業費】 

7,835千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保する。  

事業の内容 

（当初計画） 

認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らしを続けることができ

る体制づくりのため、訪問サービスの従事者を対象とした認知症対応力向上研修

を実施。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らしを続けることができ

る体制づくりを推進していく。 

・ 訪問介護員研修：４地域で開催×各 100人／年 

・ 介護支援専門員研修：４地域で開催×各 100人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

（１）福岡県訪問介護員認知症対応力向上研修 

・ 認知症対応レベルアップ研修、認知症対応基礎研修 

    【H27】計４回 302名参加、【H28】計５回 227人参加 

（２）福岡県介護支援専門員認知症対応力向上研修 

【H27】計４回 341名参加、【H28】計４回 467人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：認知症の人とその家族が住み慣れた

地域で安心して暮らしを続けることができる体制づくりが推進される。 

観察できた → 本事業を行うことで認知症の人とその家族が安心して暮らしを

続けることができる体制づくりを推進している。 

（１）事業の有効性 

 本事業を行うことで認知症の人とその家族が安心して暮らしを続けることができ

る体制づくりを推進している。 

（２）事業の効率性 

 訪問介護員及び介護支援専門員を研修対象とすることで効率的に認知症の

対応力を向上することができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.095】 

地域ケア会議推進支援事業 

【総事業費】 

8,242千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率（65

歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾患の増加に伴

い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保

する。 

事業の内容 

（当初計画） 

モデル市町を対象にした、アドバイザーの派遣及び地域ケア会議について理解を深める

研修の実施、専門職向け地域ケア会議助言者養成研修の実施、市町村等の職員を

対象とした研修の実施。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 市町村及び地域包括支援センターによる地域ケア会議の推進を図る。 

→ 地域ケア会議のモデル市町数：８団体／年(H27 のみ実施) 

→ 専門職向けの地域ケア会議助言者養成研修：600人／年 

→ 市町村等の職員を対象とした研修の受講者数：420人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

[モデル地域]（H27：５市３町） 

[支援内容] 

①地域ケア会議へのアドバイザー派遣 

：理学療法士、作業療法士等 (H27：154回派遣、H28：365回派遣) 

②H27(地域ケア会議関係者研修、専門職向け地域ケア会議研修、地域包括ケア推

進セミナー、地域包括ケア構築に係る実務者研修、地域ケア会議コーディネーター研

修、地域ケア会議推進支援事業報告会：886人参加) 

H28(専門職向け地域ケア会議研修、地域包括ケア推進セミナー、地域包括ケア構

築に係る実務者研修、地域ケア会議コーディネーター研修：510人参加) 

事業の有効性・効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：市町村及び地域包括支援センターによる地

域ケア会議の推進に資する。 

観察できた → 本事業を実施することで地域ケア会議を推進している。 

（１）事業の有効性 

 本事業を実施することで地域ケア会議を推進している。 

（２）事業の効率性 

 モデル市町を対象にすることで対象を絞り込み、効率的に地域ケア会議を推進すること

ができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.096】 

生活支援ボランティア養成事業 

【総事業費】 

9,899千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年８月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率（65

歳以上人口割合）が30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾患の増加に伴

い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保

する。 

事業の内容 

（当初計画） 
生活支援コーディネーター養成研修及び生活支援ボランティア養成講座の実施 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

市町村による地域資源を活用した介護予防・生活支援サービスの提供体制整備を

支援することにより、高齢者が、多様な主体による介護予防・生活支援サービスの提供

を受けられるようにする。 

・ 生活支援コーディネーターの養成：２回／年 

・ ボランティアの養成：８回／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

① 生活支援コーディネーターの養成：２日間×２回開催 

H27 ２回、H28 ２回 

② 生活支援ボランティアの養成：４地区×２回開催 

H27 ８回、H28 ８回 

事業の有効性・効率性 

 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：市町村による地域資源を活用した介護予

防・生活支援サービスの提供体制整備を支援することにより、高齢者が、多様な主体に

よる介護予防・生活支援サービスの提供を受ける。 

観察できた → 本事業の実施によって市町村による地域資源を活用した介護予防・

生活支援サービスの提供体制が整備され始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施によって市町村による地域資源を活用した介護予防・生活支援サービ

スの提供体制が整備され始めている。 

（２）事業の効率性 

 市町村を支援することで効率的に市町村が地域資源を活用した介護予防・生活支

援サービスの提供体制を整備することができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.097】 

介護予防支援センターによる市町村支援事業 

【総事業費】 

29,172千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年８月～平成 29年３月 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率（65

歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾患の増加に伴

い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保

する。 

事業の内容 

（当初計画） 

地域活動の場への介護予防の導入支援事業、介護予防に従事する市町村職員等

を対象とした研修会実施。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

市町村が地域において実施する介護予防事業を支援することにより、地域における効

果的な介護予防の推進を図る。 

・ 事業実施地域：５市町、４介護予防支援センター 

・ 研修会：４ブロック／年、県主催１回／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

① モデル事業の実施 

 県内４地区（福岡・北九州・筑豊・筑後）の介護予防支援センターに事業を委託

し、５市町の住民主体の介護予防を推進するための取組に対して支援を実施。 

１）事業説明の実施 

・ 対象：モデル５市町、４センター、各管轄保健福祉（環境）事務所 

２）介護予防支援センター（及び市町村）連絡会の開催 

（H27）４回の開催、（H28）３回の開催 

・ 対象：モデル５市町、４センター担当者 

② 事業報告会及び研修会 

・ 対象：市町村、地域包括支援センター、職能団体、保健福祉環境事務所、介

護予防市町村支援委員会委員 

・ 参加者：（H27）135人、（H28）100人 

事業の有効性・効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：市町村が地域において実施する介護予防事

業を支援することにより、地域における効果的な介護予防の推進に資する。 

観察できた → 本事業の実施により、モデル市町において地域における効率的な介護

予防を推進している。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、モデル市町において地域における効率的な介護予防を推進して

いる。 

（２）事業の効率性 

 モデル市町村に対象を絞って事業を実施することで効率的に介護予防を推進すること

ができる。 

その他   

 



178 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.098】 

権利擁護人材養成事業 

【総事業費】 

61,699千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県、福岡市、古賀市、福津市、筑紫野市、久留米市、うきは市、嘉麻市、

直方市、北九州市、中間市 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成37年度には高齢化率（65歳

以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾患の増加に伴

い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保する。  

事業の内容 

（当初計画） 

市民後見人養成のための研修、市民後見人の活動を安定的に実施するための組織

体制の構築、市民後見人の適正な活動のための支援、その他市民後見人の活動の推

進に関する事業を実施することへの支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

市民後見制度の体制を整備・強化することにより、市民後見人といった認知症高齢者

等の権利擁護に携わる人材の養成と資質の向上を図る。 

アウトプット指標 

（達成値） 

福岡県：市民後見推進研修会 

H27(33 市町、２団体参加（福岡県介護保険広域連合、福岡県老人クラブ連合

会）)、H28(47市町村、１団体参加（成年後見センター）) 

① 市民後見人養成のための研修 

H27：９市(延べ 508人参加)、H28：８市(延べ 689人参加)の開催 

② 市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築 

H27：５市、H28：６市で実施 

③ 市民後見人の適正な活動のための支援 ２市で実施 

H27：２市、H28：４市で実施 

④ その他市民後見人の活動の推進に関する事業を実施することへの支援 

H27：５市、H28：７市で実施 

事業の有効性・効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：市民後見制度の体制を整備・強化することに

より、市民後見人といった認知症高齢者等の権利擁護に携わる人材の養成と資質の向

上に資する。 

観察できた → 本事業を実施することで市民後見人の育成や市民後見人の活動を安

定的に実施する組織体制の構築等が図られ始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業を実施することで市民後見人の育成や市民後見人の活動を安定的に実施す

る組織体制の構築等が図られ始めている。 

（２）事業の効率性 

 本事業の実施により市民後見人等に効率的に人材の育成や組織体制の構築等がで

きている。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.099】 

リハビリ専門職の介護予防指導者養成事業 

【総事業費】 

5,071千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 公益社団法人福岡県作業療法協会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

地域のあらゆる通いの場で、介護予防の取組を推進するため、リハビリテーショ

ン専門職に対し、介護予防推進に係る指導者として必要な知識の修得を図るた

めの研修会に対する支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

高齢者の心身機能の維持・向上が図れるように、それぞれの地域で介護予防

推進員や住民に対してリハビリテーションを指導できる人材を養成する。 

・ 県内全域で実施、養成者数 450人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

参加者：作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、県・市町村職員 

（H27）県内３会場で実施し、460人参加 

（H28）県内４会場で実施し、1,123人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：高齢者の心身機能の維持・向上が図

れるように、それぞれの地域で介護予防推進員や住民に対してリハビリテーション

を指導できる人材が養成される。 

観察できた → 本事業の実施によって地域でリハビリテーション指導する人材が

養成され始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施によって地域でリハビリテーション指導する人材が養成され始めて

いる。 

（２）事業の効率性 

 リハビリテーション専門職等に対して養成事業を行うことで効率的な育成が推進

できる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.100】 

看護職に対する介護教育研修事業 

【総事業費】 

1,348千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県訪問看護ステーション連絡協議会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

訪問看護に係る指導者（中堅職員）及び職員を対象に、新人育成及び医

療・介護の知識や技能の向上のために実施する研修に対する支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

訪問看護に係る看護職員が、新人育成及びタイムリーなテーマで必要な知識

や技術を学ぶことで、介護職員の早期離職防止・定着促進につなげる。 

・ 県内全域で実施、４回開催／年 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 看護職に対する介護教育研修 H27:4回、H28:4回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：訪問看護に係る看護職員が、新人育

成及びタイムリーなテーマで必要な知識や技術を学ぶことで、介護職員の早期離

職防止・定着促進に資する。 

観察できた → 本事業の実施により介護職員の早期離職防止・定着促進が

推進されいる。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により介護職員の早期離職防止・定着促進が推進されている。 

（２）事業の効率性 

 指導を行う中堅職員を対象とすることで、効率的に新人育成を行うことができ

る。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.101】 

 介護ロボット導入支援事業 

【総事業費】 

35,132千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 平成 27年８月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り支援、入浴支援の５分野につい

て、介護施設等における介護ロボットの導入を支援。先駆的な取組として他の介

護施設等への普及を図る。 

・ １機器につき最大 10万円の補助 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護ロボットの導入を促進し、介護施設等の介護従事者の負担軽減を図ると

ともに、介護業務の効率化を図る。 

・ H27・H28  150台／年（例：30施設、1施設 5機器まで）の導入 

・ H29        50台／年（例：10施設、1施設 5機器まで）の導入 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ H27:２施設 15台 

・ H28:１施設６台 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護ロボットの導入を促進し、介護施

設等の介護従事者の負担軽減とともに、介護業務の効率化が図られる。 

観察できた → 本事業実施により、介護施設での介護従事者の負担軽減、

介護業務の効率化が図られている。 

（１）事業の有効性 

 本事業実施により、介護施設での介護従事者の負担軽減、介護業務の効率

化が図られている。 

（２）事業の効率性 

 介護施設の介護ロボット導入の負担を軽減することで効率的に介護ロボット導

入を促進する。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.102】 

初任者及び中堅職員に対する職場環境改善研修事業 

【総事業費】 

15,041千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 公益社団法人福岡県介護老人保健施設協会 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護職の定着率を高め職場環境を改善することを目的として、「初任者向け

研修（入職～2年目）」、「中堅職員向け研修（事務長・課長クラス）」、「介

護からの離職をテーマとしたシンポジウム」を開催することへの支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

初任者向けに介護職員としての意識と行動を身に着ける研修、中堅職員向

けにリーダーとしての遂行能力、育成能力を身に着ける研修を実施、介護職員が

安心して働き続けられる職場環境の整備をテーマとしたシンポジウムを開催するこ

とにより、介護人材の定着を図る。 

・ 研修の実施 初任者向け研修：６回開催／年 

中堅職員向け研修：６回開催／年 

・ シンポジウム：１回開催／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 初任者向け研修 H27:6回、H28: 6回 

・ 中堅職員向け研修 H27:6回、H28: 6回 

・ シンポジウム H27:1回、H28: 1回 

事業の有効性・効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：初任者向けに介護職員としての意識

と行動を身に着ける研修、中堅職員向けにリーダーとしての遂行能力、育成能力

を身に着ける研修を実施、介護職員が安心して働き続けられる職場環境の整

備をテーマとしたシンポジウムを開催することにより、介護人材の定着に資する。 

観察できた → 本事業実施により介護人材の定着を推進している。 

（１）事業の有効性 

 本事業実施により介護人材の定着を推進している。 

（２）事業の効率性 

 初任者と中堅職員を対象とすることでそれぞれに有効な知識を研修を通じて効

率的に伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.103】 

地域互助による認知症高齢者支援体制づくり事業 

【総事業費】 

1,196千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県高齢者グループホーム協議会 

事業の期間 平成 28年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

認知症対応型共同生活介護事業所（認知症高齢者グループホーム）の職

員を対象に、以下の内容の講義、演習を行う。 

・ 講義と演習「地域を巻き込む意義と実践」 

・ 認知症高齢者支援の模擬訓練視察研修 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

地域住民の助け合い、世代を超えた住民の集まりの場づくり等をサポートする

ことで、地域の人たちの認知症を正しく理解し、地域で支える意識を高め、認知

症の人やその家族が地域で安心して生活できるための体制を整備する。 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ H28 講座：６回開催（延べ 94人※模擬訓練等の一般参加者除く） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：地域住民の助け合い、世代を超えた

住民の集まりの場づくり等をサポートすることで、地域の人たちの認知症を正しく理

解し、地域で支える意識を高め、認知症の人やその家族が地域で安心して生活

できるための体制の整備に資する。 

観察できた → 本事業の実施により、グループホーム職員が、地域における認

知症の本人や家族への適切な支援体制構築に向けた役割を担い始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、グループホーム職員が、地域における認知症の本人や家

族への適切な支援体制構築に向けた役割を担い始めている。 

（２）事業の効率性 

 グループホームの事業者団体が直接実施することで、より実践的で効率的に運

用されている。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.104】 

介護助手等育成プログラム作成事業 

【総事業費】 

5,503千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 公益社団法人福岡県介護老人保健施設協会 

事業の期間 平成 28年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

若者・女性（主婦層）・高齢者等の潜在介護従事者を「介護助手」等とし

て雇用した際に、介護従事者として備えるべき基礎的な知識・技能を学ぶための

育成プログラムを支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

基礎的な知識・技能を記したマニュアルを利用することで、介護の仕事未経験

者に対する教育を効率的に行えるようにする。 

・ H28：マニュアル作成 

・ H29：マニュアルを活用した講習開催 ２回／年 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ H28：マニュアル作成 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：基礎的な知識・技能を記したマニュア

ルを利用することで、介護の仕事未経験者に対する教育を効率的に行う。 

観察できた → 本事業により介護の仕事未経験者に対する効率的な教育が

行われ始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業により介護の仕事未経験者に対する効率的な教育が行われ始めてい

る。 

（２）事業の効率性 

 マニュアルを利用することで介護の仕事未経験者に対する教育を効率的に行う

ことができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【NO.105】 

 特定施設管理者に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

【総事業費】 

597千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県特定施設連絡会 

事業の期間 平成 28年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

特定施設入居者生活介護の指定を受けた事業所（介護付き有料老人ホー

ム等）は、離職率が特に高い状況にある（全国平均の 16.5％に対して 23％と

1.4 倍高い）ため、職員育成・事業所運営のマネジメントを目的とする以下の研

修会を実施する。 

・ 人材確保に関するマネジメント研修 

・ 雇用管理モデル・キャリアアップモデル研修 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

管理者や中堅職員等に対し、組織マネジメント、リーダーシップ、コーチング理

論、具体的な雇用改善方策に取組むための研修を実施し、介護職員が安心し

て働き続けられる環境整備を図る。 

・ 県内４地区各１回開催 

アウトプット指標 

（達成値） 
・ 研修：県内４地区で各１回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：管理者や中堅職員等に対し、組織マ

ネジメント、リーダーシップ、コーチング理論、具体的な雇用改善方策に取組むた

めの研修を実施し、介護職員が安心して働き続けられる環境整備に資する。 

観察できた → 本事業により介護職員が安心して働き続けられる環境が整備

され始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業により介護職員が安心して働き続けられる環境が整備され始めている。 

（２）事業の効率性 

 本事業の実施により介護職員の環境整備を効率的に行っている。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.106】 

介護職員キャリアパス構築支援事業 

【総事業費】 

23,773千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 28年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護職員処遇改善加算Ⅰを取得できなかった事業者を主な対象として、人

事評価制度や職位・職責に応じた任用要件・賃金体系の確立等についての助

言を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護事業者による的確な人事評価や職務に応じた処遇等を基に個々の介

護労働者のキャリア管理を行っていくことが、職員のやりがいや誇りにつながる。キャ

リアアップを推進することで、介護職員の確保・定着に結び付ける。 

・ セミナー開催：24回／年 

・ アドバイザーの派遣：30回／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ セミナー開催 H28：24回 

・ アドバイザーの派遣 H28：34回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護事業者による的確な人事評価や

職務に応じた処遇等を基に個々の介護労働者のキャリア管理を行っていくことが、

職員のやりがいや誇りにつながる。キャリアアップを推進することで、介護職員の確

保・定着に結び付ける。 

観察できた → 本事業により介護事業所でのキャリアアップが推進され始めてい

る。 

（１）事業の有効性 

 本事業により介護事業所でのキャリアアップが推進され始めている。 

（２）事業の効率性 

 本事業により事業者に対してキャリアアップに関する知識を効率的に伝達するこ

とができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.107】 

介護職員管理能力向上事業 

【総事業費】 

59,158千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 27年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護職員に対する人事管理、マネジメント、リーダーシップ、人材育成等につい

て、理論講義、グループ討議、演習、自己診断、事例研修等の形式による研修

会を行い、小規模事業所のうち定着率が特に低い事業所に対しては、アドバイザ

ーによる訪問指導を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

管理者や中堅職員等に対し、組織マネジメント、リーダーシップ、コーチング理

論、具体的な雇用改善方策に取組むための研修を実施し、介護職員が安心し

て働き続けられる環境整備を図る。 

・ 研修受講者数：300人／年 

アウトプット指標 

（達成値） 

・ 県内 4地区、24会場で実施 

・ 研修の受講者数：H27 301人、H28 234人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：管理者や中堅職員等に対し、組織マ

ネジメント、リーダーシップ、コーチング理論、具体的な雇用改善方策に取組むた

めの研修を実施し、介護職員が安心して働き続けられる環境整備に資する。 

観察できた → 本事業により介護職場の環境改善が図られ始めている。 

（１）事業の有効性 

 本事業により介護職場の環境改善が図られ始めている。 

（２）事業の効率性 

 本事業により管理者や中堅職員等に対し知識を効率的に伝達することができ

る。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.108】 

介護業務における介護職員の腰痛予防研修事業 

【総事業費】 

517千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県理学療法士会 

事業の期間 平成 29年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

県内４地区で、理学療法士が介護施設及び訪問介護事業所で稼働する介

護職員を対象に、腰痛予防の知識や腰痛予防体操によって、介護業務におけ

る腰部の過重な負担の軽減を図る研修会を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護人材の定着を図るために、給与水準や労働時間などの労働環境の改善

や従事者の資質向上を図るためのキャリアアップと併せて、介護業務からの離職の

一因である腰痛を予防して介護人材の定着を促進することで介護職員の確保・

定着に結び付ける。 

・ 研修会は県内４地区（北九州、福岡、筑豊、筑後）の各地区で１回ず

つ実施。 

アウトプット指標 

（達成値） 
※ 平成 30年度より記載 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 平成 30年度より記載 

（１）事業の有効性 

 平成 30年度より記載。 

（２）事業の効率性 

 理学療法士が研修講師を務めることで専門的な知識を介護職員に効率的に

伝える。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.109】 

訪問介護サービス提供責任者就任前等研修事業 

【総事業費】 

1,610千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 

事業の期間 平成 29年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

就任前または就任後１年未満のサービス提供責任者を対象とした研修会に

対する支援。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

研修を実施により、訪問介護計画を作成し、訪問介護員を指導するなどの訪

問介護事業所を運営する技術を学ぶことで知識不足による離職を防止し、もっ

て訪問介護事業所の要であるサービス提供責任者の定着を図る。 

・ 研修会は県内全域を対象に１回実施 

アウトプット指標 

（達成値） 
※ 平成 30年度より記載 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：就任前または就任後１年未満のサー

ビス提供責任者を対象として研修会を実施することにより介護人材の定着に資

する。 

観察できた → 平成 30年度より記載 

（１）事業の有効性 

 平成 30年度より記載。 

（２）事業の効率性 

 就任前または就任後１年未満のサービス提供者に対象を絞ることで研修を通

じて有効な知識を効率的に伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.110】 

潜在的有資格者等就労支援事業 

【総事業費】 

2,733千円 

事業の対象となる区域 北九州区域 

事業の実施主体 北九州市 

事業の期間 平成 29年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護人材不足に対応するため、資格を有しながら介護分野に就業していない

介護福祉士等の潜在的有資格者や、他分野からの離職者等で介護現場への

就労を希望する者を対象に、介護の仕事の魅力と実際の現場を知るための研修

や職場体験等を実施し、介護分野への就労を促進する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・ 研修開催：２回 

・ 施設・事業所見学：２回 

・ 福祉人材バンクへの登録：80人 

アウトプット指標 

（達成値） 
※ 平成 30年度より記載 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：潜在的有資格者や介護現場への就

労を希望者を対象に、研修や職場体験等を実施することで介護分野への就労

が促進される。 

観察できた → 平成 30年度より記載 

（１）事業の有効性 

 平成 30年度より記載。 

（２）事業の効率性 

 潜在的有資格者等に対象を絞ることで研修等を通じて有効な知識を効率的

に伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.111】 

介護の職場環境改善セミナー実施事業 

【総事業費】 

3,920千円 

事業の対象となる区域 北九州区域 

事業の実施主体 北九州市 

事業の期間 平成 29年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

介護事業所の経営者や管理者を対象に、介護事業所が抱える労務管理・

人材育成に関する課題を解決するための知識や手法を学ぶ「介護の職場環境

改善セミナー」を実施。セミナーは人材育成・人材定着の手法や介護経営、メン

タルヘルス、労働トラブルの防止などをテーマに実施する。 

セミナー受講対象者：北九州市内の介護保険事業所の経営者及び管理者 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護事業所の経営者や管理者を対象に、介護事業所が抱える労務管理・

人材育成に関する課題を解決するための知識や手法を学ぶセミナーを実施する

ことで、経営者や管理者を中心とした職場の環境改善を図り、介護事業所にお

ける人材の定着につなげる。 

介護の職場環境改善セミナー：10回開催 

アウトプット指標 

（達成値） 
※ 平成 30年度より記載 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護事業所の経営者や管理者を対

象にしたセミナーの実施により職場の環境改善を図り、介護事業所における人材

の定着に資する。 

観察できた → 平成 30年度より記載 

（１）事業の有効性 

 平成 30年度より記載。 

（２）事業の効率性 

 介護事業所の経営者や管理者に対象を絞ることでセミナーを通じて有効な知

識を効率的に伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.112】 

介護福祉施設人材定着支援セミナー実施事業 

【総事業費】 

1,455千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 29年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

新規採用職員の早期離職の防止や定着を図るためのマネジメントについて学

び、継続して活躍できる人材育成に資するために、介護福祉施設・事業所の役

職員を対象としたセミナーを実施。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

介護福祉施設や事業所の役職員を対象に、新規採用職員の離職防止や定

着を図るためのマネジメントを学ぶことで、介護職員が安心して働き続けられる環

境整備を図り定着率の向上に繋げる。 

・ 介護福祉施設人材定着支援セミナーを年に２回開催 

アウトプット指標 

（達成値） 
※ 平成 30年度より記載 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護福祉施設や事業所の役職員が

マネジメントを学ぶことにより介護職員の職場環境整備を図り定着率の向上に資

する。 

観察できた → 平成 30年度より記載 

（１）事業の有効性 

 平成 30年度より記載。 

（２）事業の効率性 

 介護福祉施設や事業所の役職員に対象を絞ることでセミナーを通じて有効な

知識を効率的に伝えることができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.113】 

介護現場業務効率化推進事業 

【総事業費】 

2,317千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 平成 29年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率（65

歳以上人口割合）が30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾患の増加に伴

い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成 37年度までに福岡県で必要となる介護人材 98,656人を確保

する。 

事業の内容 

（当初計画） 

(１)協議会の設置 

事業の推進に当たって、保険者、関係団体及び県で「福岡県介護現場における業

務効率化推進協議会」を設置し、協議を行い、モデル様式を作成するとともに、優良な

業務効率化の取組事例を選定する。 

(２)サービス提供記録等のモデル様式(案)の試用及び検証 

４地区のモニター事業所にモデル様式（案）を試用してもらい、検証を行ってもらう。 

(３)モデル様式の作成と説明会の開催（４地区） 

モニター事業所における試用・検証を踏まえて、協議会でモデル様式を決定し、介護

サービス事業所の管理者等に対する説明会を開催し、モデル様式や優良な取組事例

等の普及を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

行政(県及び保険者)と関係団体が協力し、介護サービス事業所で作成するサービス

提供記録等のモデル様式を作成するとともに、優良な業務効率化の取組事例を選定し

て、介護サービス事業所に対し普及を図ることにより、介護現場における業務効率化を

推進し、介護職員等の事務負担を軽減する。 

・ 福岡県介護現場における業務効率化推進協議会の設置及び開催 

・ モデル様式の作成（５種類） 

・ モデル様式や優良な取組事例等について説明会の開催（４地区） 

アウトプット指標 

（達成値） 
※ 平成 30年度より記載 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：モデル様式の活用及び優良な業務効率化の

取組事例を事業所に説明・普及して介護現場(事業所)の業務効率化を推進すること

で介護職員等の業務の負担軽減に資する。 

観察できた → 平成 30年度より記載 

（１）事業の有効性 

 平成 30年度より記載。 

（２）事業の効率性 

 モデル様式の活用及び優良な業務効率化の取組事例を事業所に説明することで、事

業所に対して効率的にノウハウを伝達・普及することができる。 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.114】 

介護の仕事「人材定着・職場環境改善」表彰事業 

【総事業費】 

1,634千円 

事業の対象となる区域 北九州区域 

事業の実施主体 北九州市 

事業の期間 平成 29年４月～平成 30年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年度には高齢化率

（65 歳以上人口割合）が 30％を超えると予測され、生活習慣病など慢性疾

患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：平成37年度までに福岡県で必要となる介護人材98,656人

を確保する。 

事業の内容 

（当初計画） 

・ 事例の募集：他の事業所のモデルとなる「人材定着・職場環境改善への取

組み」を介護保険事業所に募集 

・ 表彰式：応募事例を選考後、表彰式において事業所等を表彰するととも

に、表彰を受けた事業所が取り組み内容を発表する。 

・ 広報・啓発：受賞事業所等について、北九州市が市のホームページ等で広

報・啓発を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 
・ 事例募集・選考・表彰は年に１回実施 

アウトプット指標 

（達成値） 
※ 平成 30年度より記載 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護人材の定着促進に積極的に取り

組む介護事業所のを表彰、その取り組みの公開、他の介護事業所への周知に

より、介護の仕事の魅力発信や就業環境の整備に対する意識の向上を図り、

介護人材の確保や定着促進に資する。 

観察できた → 平成 30年度より記載 

（１）事業の有効性 

 平成 30年度より記載。 

（２）事業の効率性 

 介護人材の定着促進に積極的に取り組む介護事業所を表彰・公開すること

で、他の介護事業所に介護の仕事の魅力発信や就業環境の整備に対する意

識の向上を効率的に行うことができる。  

その他   

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度福岡県計画に関する 

事後評価 

 

 

 

平成２９年９月 

福岡県 

 

  



   

1 

 

 １．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 

☑ 行った 

（実施状況） 

 ・平成 27 年６月 12 日 

 福岡県医療審議会医療計画部会に事後評価を報告し、意見を聴取。 

  ・平成 27 年７月８日 

    福岡県医療審議会に事後評価を報告し、意見を聴取。 

  ・平成 28 年９月９日 

    福岡県医療審議会医療計画部会に事後評価を報告し、意見を聴取。 

  ・平成 28 年９月 12 日 

    福岡県医療審議会に事後評価を報告し、意見を聴取。 

  ・平成 29 年９月５日 

    福岡県医療審議会医療計画部会に事後評価を報告し、意見を聴取。 

 

 □ 行わなかった 

 （行わなかった場合、その理由） 
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（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

（審議会等で指摘された主な内容） 

〔平成 26年度実施分〕 

・ 在宅医療の連携拠点整備事業のアウトプットについて、「専門相談窓口の設 

置数が０から 30に増えるとあるが、重要なのは窓口設置数ではなく、相談件数

とその中身である」との意見が出され、事務局で検討がなされたが、現在は、

まだ体制整備の途中であり、当面は、窓口設置数を目標として体制整備を進め

ることとして、今後の検討課題としておくこととした。 

【平成 27年 6月 12日（医療計画部会）】 

・ 医療審議会では、計画部会での意見を部会長より説明、上記以外には意見等

はなく、事務局案どおり了承された。 

【平成 27年 7月 8日（医療審議会）】 

 

〔平成 27年度実施分〕 

・ 各種研修事業について、実施した回数や単なる受講者数のみではなく、どの

ような専門性を持った方々が受講したのか、専門職種別人数等の受講者データ

を整理していくことが今後の課題とされた。 

【平成 28年９月９日（医療計画部会）】 

・ 医療審議会では、計画部会での意見を部会長より説明、上記以外には意見等

はなく、事務局案どおり了承された。 

【平成 28年９月 12日（医療審議会）】 

 

〔平成 28年度実施分〕 

・ 事務局案のとおり承認された。 

【平成 29年９月５日（医療計画部会）】 
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２．目標の達成状況 

 

 

■ 福岡県全体（目標） 

① 福岡県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

福岡県においては、医療・介護サービス提供体制の改革を進めていくため、病床の

機能分化・連携、在宅医療の推進、医療従事者の確保・養成に関し、以下の課題の解

決を図ることで、超高齢化社会を迎えるにあたっても、県民が住み慣れた地域で生活

しながら適切な医療を受けられる体制を構築し、県民生活の「安定」、「安全」、「安心」

を向上させることを目標とする。 

 

【病床の機能分化・連携】 

≪目 標≫ 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域（郡市区医師会単位）の拡大 

粕屋、若松地域 → 県下全地域での活用を図る 

○ 歯科職を配置するがん診療連携拠点病院数の増加 

13病院 → 18病院 

 

【在宅医療（歯科・薬局を含む）の推進】 

≪目 標≫ 

〇 訪問診療を受ける患者数 

18,721人/月 → 平成 29年度までに県全体で 20%の増加を図ることとし 

ており、平成 26年度においてもその着実な進捗を図る。 

 

【医療従事者等の確保・養成】 

≪目 標≫ 

○ 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。  

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 福岡県全体（達成状況）  

１）目標の達成状況 

【病床の機能分化・連携】 

・ 診療情報ネットワークを活用する地域については、平成28年度中に全30地域へ拡

大した。 
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・ 歯科職を配置するがん診療連携拠点病院数については、歯科職の配置に向け、平

成26年度は、県内のがん診療連携拠点病院の実態調査を実施し、平成27年度及び平

成28年度については、がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置に関する検討会

や、がん診療連携拠点病院と歯科専門職の配置に関する打ち合わせ会を開催するな

どした結果、歯科職を配置するがん診療拠点病院数は14病院へ増加した。 

【在宅医療（歯科・薬局を含む）の推進】 

・ 在宅医療連携拠点整備事業や、小児等在宅医療推進事業、訪問歯科診療推進事業、

薬局薬剤師の在宅医療参加促進等を実施することにより、訪問診療を受ける患者数

の増加を図った。 

[参考値] Ｈ22年 18,721人／月 → Ｈ27年 22,963人／月 ＋4,242人（＋22.7％） 

 

【医療従事者等の確保・養成】 

・ 地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保を図った。 

 ２）見解 

○ 団塊の世代が後期高齢者となる2025年（平成37年）に向け、様々な取組が強化さ

れたものと考える。 

○ 今後、引き続き基金を活用した事業の実施により、目に見える効果が期待される。 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成27年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 福岡・糸島区域 

 ① 福岡・糸島区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

活用なし → 区域内での活用を図る 

○ がん診療連携拠点病院に歯科職を配置 

〇 訪問診療を受ける患者数    

6,295人/月 → 平成29年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお 

り、福岡・糸島区域においてもその着実な進捗を図る。 

〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。  
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② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 福岡・糸島区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

１）目標の達成状況 

全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送

装置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進

め、平成27年度に福岡・糸島区域全域で運用を開始。 

２）見解 

平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める 

３）目標の継続状況 

☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P６） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ がん診療連携拠点病院への歯科職配置について 

 １）目標の達成状況 

    平成26年度は、がん診療拠点病院における歯科職の配置状況等の現状把握を行う

とともに、情報共有のためのシステム構築開発のための検討会議を開催した。 

    平成27年度及び平成28年度は、がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置に関

する検討会や、がん診療連携拠点病院と歯科専門職の配置に関する打ち合わせ会を

開催するとともに、県下の郡市区歯科医師会及び会員に対して、各種文書や諸会議

において事業実施について啓発し、理解と協力を求めた。また、ICTを活用した地

域歯科医療ネットワークの構築のための検討会や、活用を図るためのソフトウェア

活用研修会についても開催した。 

  ２）見解 

    本事業の実施により、福岡県の全域において、がん診療連携拠点病院における歯

科職の配置状況等の現状を把握でき、また、システム構築開発のための検討会議を

開催したことにより、システムの運用実施に向けての体制の整備が整い始めた。さ

らなるがん診療連携拠点病院における歯科職の配置やシステムの運用開始に向け、

平成29年度以降についても引き続き取り組みを続けていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P６） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    福岡・糸島区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、小児等在宅医療

推進事業の実施、訪問歯科診療推進事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療参加促進等

に取り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 福岡・糸島区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 6,295人／月  →  平成 27年度 7,780人／月 

1,485人（＋23.6％）増加。 

２）見解 

    訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、今後も、在宅医療の体制充実に

取り組み、更なる増加を図っていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P６） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P７） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 粕屋区域 

 ① 粕屋区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

 ＜目 標＞ 

  〇 訪問診療を受ける患者数 

   641 人/月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお
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り、粕屋区域においてもその着実な進捗を図る。 

〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 粕屋区域（達成状況） 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    粕屋区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療

参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 粕屋区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 641人／月  →  平成 27年度 897人／月 

256人（＋39.9％）増加。 

２）見解 

    訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、今後も、在宅医療の体制充実に

取り組み、更なる増加を図っていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P９） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P11） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 宗像区域 

 ① 宗像区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

  〇 訪問診療を受ける患者数 

    291人/月 → 平成 29年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、宗像区域においてもその着実な進捗を図る。 

〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。  

 

② 計画期間 

平成26年４月１日～平成29年３月31日 

 

 

□ 宗像区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 

    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め、

平成27年度に宗像地域で運用が開始された。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P12） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    宗像区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療

参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 宗像区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 291人／月  →  平成 27年度 635人／月 

344人（＋118.2％）増加。 

２）見解 

    訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、今後も、在宅医療の体制充実に

取り組み、更なる増加を図っていく。 
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  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P12） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P14） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 筑紫区域 

 ① 筑紫区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

  ＜目 標＞ 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

〇 訪問診療を受ける患者数 

1,017 人/月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、 筑紫区域においてもその着実な進捗を図る。 

○ 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 筑紫区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 
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    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め、

平成27年4月から、筑紫地域で運用を開始。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P15） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    筑紫区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、訪問歯科診療推進事業

の実施、薬局薬剤師の在宅医療参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患者数の

増加を図った。 

 [参考値] 筑紫区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 1,017人／月  →  平成 27年度 1,556人／月 

539人（＋53.0％）増加。 

２）見解 

    訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、今後も、在宅医療の体制充実に

取り組み、更なる増加を図っていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P15） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 
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     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P17） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 朝倉区域 

 ① 朝倉区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

〇 訪問診療を受ける患者数 

    253 人/月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、朝倉区域においてもその着実な進捗を図る。 

〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 朝倉区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 

    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め、

平成28年に朝倉地域で運用が開始された。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P18） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    朝倉区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療

参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 朝倉区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 253人／月  →  平成 27年度 380人／月 

127人（＋50.2％）増加。 
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２）見解 

    訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、今後も、在宅医療の体制充実に

取り組み、更なる増加を図っていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P18） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P20） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 久留米区域 

 ① 久留米区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

〇 訪問診療を受ける患者数 

1,565 人/月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、久留米区域においてもその着実な進捗を図る。 

〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 
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□ 久留米区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 

    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め、

平成27年度に久留米地域で運用が開始された。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P21） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    久留米区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、小児等在宅医療推進     

事業の実施、訪問歯科診療推進事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療参加促進等に取

り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 久留米区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 1,565人／月  →  平成 27年度 1,894人／月 

329人（＋21.0％）増加。 

２）見解 

    久留米区域は、1,000床以上の病院が2ヶ所、複数の中核病院、在宅療養支援病院

5ヶ所と医療機能が充実していることから、訪問診療を受ける患者数は比較的多い。

しかし、今後、急激な高齢化が見込まれているため、引き続き、在宅医療の体制充

実に取り組み、訪問診療を受ける患者数の更なる増加を図っていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P21） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 
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薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P23） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 八女・筑後区域 

 ① 八女・筑後区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞  

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

○ がん診療連携拠点病院に歯科職を配置 

〇 訪問診療を受ける患者数 

341人/月 → 平成 29年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしており、

八女・筑後区域においてもその着実な進捗を図る。 

〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 八女・筑後区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 

    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め、

平成28年に八女・筑後地域で運用が開始された。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P24） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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○ がん診療連携拠点病院への歯科職配置について 

 １）目標の達成状況 

    平成26年度は、がん診療拠点病院における歯科職の配置状況等の現状把握を行う

とともに、情報共有のためのシステム構築開発のための検討会議を開催した。 

    平成27年度及び平成28年度は、がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置に関

する検討会や、がん診療連携拠点病院と歯科専門職の配置に関する打ち合わせ会を

開催するとともに、県下の郡市区歯科医師会及び会員に対して、各種文書や諸会議

において事業実施について啓発し、理解と協力を求めた。また、ICTを活用した地

域歯科医療ネットワークの構築のための検討会や、活用を図るためのソフトウェア

活用研修会についても開催した。 

  ２）見解 

    本事業の実施により、福岡県の全域において、がん診療連携拠点病院における歯

科職の配置状況等の現状を把握でき、また、システム構築開発のための検討会議を

開催したことにより、システムの運用実施に向けての体制の整備が整い始めた。さ

らなるがん診療連携拠点病院における歯科職の配置やシステムの運用開始に向け、

平成29年度以降についても引き続き取り組みを続けていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P24） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    八女・筑後区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、薬局薬剤師の在

宅医療参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 八女・筑後区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 341人／月  →  平成 27年度 477人／月 

136人（＋39.9％）増加。 

  ２）見解 

    八女・筑後区域は、訪問看護ステーション8ヶ所、在宅療養支援診療所38ヶ所と

医療機能が充実しているため、訪問看護を受ける患者数は比較的多い。しかし、山

間部が多く、交通の利便性が悪い区域であり、今後、高齢化が進むと独居高齢者や

高齢者二人世帯等が増えていくことが想定されるため、引き続き、在宅医療の体制

充実に取り組み、訪問診療を受ける患者数の更なる増加を図っていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P24） 
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   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P26） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 有明区域 

 ① 有明区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

○ がん診療連携拠点病院に歯科職を配置 

〇 訪問診療を受ける患者数 

   986 人/月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、有明区域においてもその着実な進捗を図る。 

 〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 有明区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 

    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め、
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平成27年４月から大牟田地域で運用を開始、平成28年に柳川山門地域で運用が開始

された。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P27） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ がん診療連携拠点病院への歯科職配置について 

 １）目標の達成状況 

    平成26年度は、がん診療拠点病院における歯科職の配置状況等の現状把握を行う

とともに、情報共有のためのシステム構築開発のための検討会議を開催した。 

    平成27年度及び平成28年度は、がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置に関

する検討会や、がん診療連携拠点病院と歯科専門職の配置に関する打ち合わせ会を

開催するとともに、県下の郡市区歯科医師会及び会員に対して、各種文書や諸会議

において事業実施について啓発し、理解と協力を求めた。また、ICTを活用した地

域歯科医療ネットワークの構築のための検討会や、活用を図るためのソフトウェア

活用研修会についても開催した。 

  ２）見解 

    本事業の実施により、福岡県の全域において、がん診療連携拠点病院における歯

科職の配置状況等の現状を把握でき、また、システム構築開発のための検討会議を

開催したことにより、システムの運用実施に向けての体制の整備が整い始めた。さ

らなるがん診療連携拠点病院における歯科職の配置やシステムの運用開始に向け、

平成29年度以降についても引き続き取り組みを続けていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P27） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    有明区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療

参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 有明区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 986人／月  →  平成 27年度 973人／月 

13人（1.3％）減少。 

２）見解 
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    22年度と比較して27年度は訪問診療を受けた患者数が減少しているが、10万人当

たりの患者数は418人（H22）から428人（H27）へ増加しており、区域内の人口減に

よる患者数の減と思われる。ついては、訪問診療を受ける患者数については増加し

ていることから、さらなる在宅医療の体制充実を図っていくため、今後とも引き続

き在宅医療連携拠点や訪問看護体制の整備等に取り組んでいく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P27） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P29） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 飯塚区域 

 ① 飯塚区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

  ○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

〇 訪問診療を受ける患者数 

   829 人/月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、飯塚区域においてもその着実な進捗を図る。 

 〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 
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□ 飯塚区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 

全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め、

平成27年4月から、飯塚区域で運用を開始。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P30） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    飯塚区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、小児等在宅医療推進事

業の実施、薬局薬剤師の在宅医療参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患者数

の増加を図った。 

 [参考値] 飯塚区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 829人／月  →  平成 27年度 1,086人／月 

257人（＋31.0％）増加。 

２）見解 

    訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、今後も、在宅医療の体制充実に

取り組み、更なる増加を図っていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P30） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 
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２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P32） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 直方・鞍手区域 

 ① 直方・鞍手区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

  ○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

〇 訪問診療を受ける患者数 

   765 人/月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、直方・鞍手区域においてもその着実な進捗を図る。 

 〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 直方・鞍手区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 

    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め

た。平成28年度に直方鞍手区域において運用が開始された。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P３３） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    直方・鞍手区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、訪問歯科診療推

進事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患

者数の増加を図った。 

 [参考値] 直方・鞍手区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 765人／月  →  平成 27年度 912人／月 

147人（＋19.2％）増加。 

２）見解 

    直方・鞍手区域は、訪問看護ステーション6ヶ所、在宅療養支援診療所16ヶ所と

医療機能が充実しているため、訪問看護を受ける患者数は比較的多い。しかし、区

域内に大規模な医療機関がなく、高齢化率も高いことから、引き続き、在宅医療の

体制充実に取り組み、訪問診療を受ける患者数の更なる増加を図っていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P33） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P35） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 田川区域 

 ① 田川区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

〇 訪問診療を受ける患者数 

   238 人/月 → 平成 29 年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、田川区域においてもその着実な進捗を図る。 

〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 田川区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 

    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め

た。平成28年度に田川区域において運用が開始された。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P３６） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    田川区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療

参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 田川区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 238人／月  →  平成 27年度 402人／月 

164人（＋68.9％）増加。 

２）見解 

    訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、今後も、在宅医療の体制充実に

取り組み、更なる増加を図っていく。 
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  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P36） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P38） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 北九州区域 

 ① 北九州区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

  ○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       若松地域 → 区域内（若松地域以外）での活用を図る 

○ がん診療連携拠点病院に歯科職を配置 

〇 訪問診療を受ける患者数 

   4,433人/月 → 平成 29年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、北九州区域においてもその着実な進捗を図る。 

 〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 

 

 

□ 北九州区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 
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  １）目標の達成状況 

    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め、

平成27年度に北九州区域全域で運用が開始された。 

２）見解 

    平成29年度以降も引き続き、さらなる利活用に向け取り組みを進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P39） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ がん診療連携拠点病院への歯科職配置について 

 １）目標の達成状況 

    平成26年度は、がん診療拠点病院における歯科職の配置状況等の現状把握を行う

とともに、情報共有のためのシステム構築開発のための検討会議を開催した。 

    平成27年度及び平成28年度は、がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置に関

する検討会や、がん診療連携拠点病院と歯科専門職の配置に関する打ち合わせ会を

開催するとともに、県下の郡市区歯科医師会及び会員に対して、各種文書や諸会議

において事業実施について啓発し、理解と協力を求めた。また、ICTを活用した地

域歯科医療ネットワークの構築のための検討会や、活用を図るためのソフトウェア

活用研修会についても開催した。 

  ２）見解 

    本事業の実施により、福岡県の全域において、がん診療連携拠点病院における歯

科職の配置状況等の現状を把握でき、また、システム構築開発のための検討会議を

開催したことにより、システムの運用実施に向けての体制の整備が整い始めた。さ

らなるがん診療連携拠点病院における歯科職の配置やシステムの運用開始に向け、

平成29年度以降についても引き続き取り組みを続けていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P39） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    北九州区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、小児等在宅医療推進   

事業の実施、訪問歯科診療推進事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療参加促進等に取

り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 北九州区域で訪問診療を受けた患者数 
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平成 22年度 4,433人／月  →  平成 27年度 5,002人／月 

569人（＋12.8％）増加。 

２）見解 

    訪問診療を受ける患者数は順調に増加しており、今後も、在宅医療の体制充実に

取り組み、更なる増加を図っていく。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P39） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 

２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P41） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■ 京築区域 

 ① 京築区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

＜目 標＞ 

  ○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大 

       活用なし → 区域内での活用を図る 

〇 訪問診療を受ける患者数 

   1,067人/月 → 平成 29年度までに県全体で 20%の増加を図ることとしてお

り、京築区域においてもその着実な進捗を図る。 

〇 医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

 

② 計画期間 

平成 26年４月１日～平成 29年３月 31日 
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□ 京築区域（達成状況） 

○ 診療情報ネットワークを活用する地域の拡大について 

  １）目標の達成状況 

    全地域での運用開始に向けて、サーバーの容量増設や電子カルテデータの転送装

置の整備、テレビ電話システムの開発などネットワーク拡大のための整備を進め

た。平成28年度に京築区域において運用が開始された。 

２）見解 

    平成28年度の運用開始に向け、引き続き、取組を進める。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P42） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 訪問診療を受ける患者数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    京築区域においても、在宅医療連携拠点整備事業の実施、薬局薬剤師の在宅医療

参加促進等に取り組み、訪問診療を受ける患者数の増加を図った。 

 [参考値] 京築区域で訪問診療を受けた患者数 

平成 22年度 1,067人／月  →  平成 27年度 969人／月 

-98人（9.1％）減少。 

２）見解 

    訪問診療を受けた患者数が平成22年度と比較して減少している。 

３）改善の方向性 

    訪問診療を受けた患者数が減少した理由について正確な実態の把握を進め、目標

達成に向けた方策を検討していく。 

  ４）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P42） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

○ 医師・看護師等の確保・養成について 

  １）目標の達成状況 

    地域医療支援センターの設置による医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体 

との連携協力体制の強化、看護職員の定着促進のため新人看護職員研修の充実やそ 

の後の継続的な研修体制の整備、ナースセンターのサテライト展開による潜在看護 

職員の活用、歯科衛生士養成校における実習機器の更新による実践的な養成、女性 

薬剤師の復職研修の実施などを着実に実施し、医療従事者の確保に努めた。 
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２）見解 

    医師や歯科医師、薬剤師の確保や看護師の県内就労促進などを進めた結果、医療

提供体制の充実が図られたものと考える。 

  ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成27年度計画にも当該に関連した目標を掲げている。 

     （平成27年度計画における関連目標の記載ページ；P44） 

   □ 平成27年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業  

事業名 【NO.１】 

診療情報ネットワーク活用拡大事業 

【総事業費】 

956,166 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 28年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：病・病連携、病・診連携、多職種連携の促進を図る。 

アウトプット：診療情報ネットワークを活用する地域を２地域から 30

地域全域に拡大 

事業の達成

状況 

○ システムの運用管理およびデータの保存に係るサーバー容量の増設

や、各医療機関の保有する電子カルテデータの転送装置の整備、タブ

レット端末での使用に係る専用ユーザー・インターフェースの設計、

在宅患者向けＷＥＢカンファレンス機能（テレビ電話システム）の開

発等を実施。 

・ ～平成 26年度：７地域（粕屋、若松区、八幡、戸畑区、筑紫、糸

島、飯塚、大牟田） 

・ 平成 27 年度：16 地域（福岡市７区、久留米、門司区、小倉、柳

川山門、浮羽、大川三潴、小郡三井、宗

像、遠賀中間） 

・ 平成 28年度：６地域（八女筑後、京都、豊前築上、朝倉、直方鞍

手、田川） 

※ 平成 28年６月末現在：27地域まで拡大 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

サーバー容量の増設、転送装置の整備等を行うことにより、これ

まで限られた地域でのシステムの運用にとどまっていたものが、県

下全域で展開できる基盤が整備された。 

（２）事業の効率性 

   平成 25 年度に整備された福岡県医師会診療情報ネットワークシ

ステムを活用して、対象地域を拡大するための事業を実施すること

は効率的である。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【NO.２】 

 がん患者等医科歯科連携整備事業 

【総事業費】 

142,500 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 29年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：地域医療構想上整備が必要な県全域の回復期機能の病床を平成 37

年度までに 21,123床整備する 

アウトプット： 歯科職を配置するがん診療拠点病院数を 13 ヶ所から 17 ヶ所

に増加する 

事業の達成

状況 

○ がん診療拠点病院における歯科職の配置状況等の調査を実施（H26） 

○ 情報共有のための効率的なシステム構築開発のための検討会議開催 

平成 26年度：６回、平成 27年度：５回、平成 28年度：12回 

○ がん診療連携拠点病院への歯科専門職の配置に関する検討会開催 

平成 27年度：８回、平成 28年度：６回 

○ がん診療連携拠点病院と歯科専門職の配置に関する打ち合わせ会開催 

平成 27年度：９回 

○ ＩＣＴを活用した地域歯科医療ネットワークの活用を図るためのソフトウ

ェア活用研修会開催 

  平成 27年度：１回、平成２８年度：８回 

〇 地域歯科医療ネットワークシステム周知のための説明会開催 

  平成 28年度：１回 

○ 県下の郡市区歯科医師会及び会員に対して、各種文書や諸会議において事

業実施について啓発し、理解と協力を求めた。 

○ 歯科職を配置するがん診療拠点病院数：13ヶ所→14ヶ所 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、福岡県の全域において、がん診療拠点病院における 

歯科職を配置状況等の現状を把握できた。また、システム構築開発のための

検討会議を開催し、登録医の拡充や試験実施など実施体制の整備に着手でき

た。 

（２）事業の効率性 

  福岡県全体において拠点病院調査を行うことにより、実態を把握でき、効 

率的な歯科職の配置を行うことができる。 

  県下の歯科が配置されていないがん診療連携拠点病院に対して、歯科治療 

を行う歯科医師及び歯科衛生士を配置し、がん患者の口腔保健医療を適切に 

行い、全身と口腔機能の向上を図ることにより、質の高い医療が提供でき、 

患者の療養支援に繋がる。 

その他 ネットワークの構築を幅広い地域で推進していくためには、その説明会や検 

討会を通じ、環境整備及び多職種の理解やシステムの熟知と協力を図る必要が

ある。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.３】 

在宅医療連携拠点整備事業（市町村拠点整備） 

【総事業費】 

5,154千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年 1月～平成 27年 3月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：市町村が在宅医療の拠点となり、地域特性に応じた在宅医

療に関する取組みが促進できる。 

アウトプット：９市町に在宅医療の連携拠点を整備する。 

事業の達成

状況 

各保健福祉事務所と管内市町村が協議を行い、モデルとなる市町村を

選定。８保健福祉事務所管内の９市町において在宅医療の連携拠点の整

備を開始した。パンフレットの全戸配布による住民啓発、協議会設置、

資源調査等が実施された。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 医療機関等と連携した協議会の開催や住民啓発を市町村が主体と

なり実施することで、市町村が拠点となる在宅医療体制が整備され

始めた。 

（２）事業の効率性 

   ９市町がモデル事業として展開した内容を、各保健福祉事務所が

管内の他市町村に波及させることで、県内全域の市町村拠点整備が

効率的に実施できる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.４】 

在宅医療連携拠点整備事業（郡市区医師会拠点整備） 

【総事業費】 

705,838 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 28年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：在宅医療に関する相談に対し、専門的な知識及び経験を生

かした対応が可能となり住民の在宅医療に対する理解が深まる。  

アウトプット：在宅医療専門相談窓口が０から 30ヶ所になる。 

事業の達成

状況 

28ヶ所で在宅医療専門相談窓口が設置されるとともに、退院時の医療

機関と訪問看護ステーションとの研修会の実施やポータブル医療機器の

整備等、地域の特性に応じた在宅医療拠点づくりが促進された。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、在宅医療専門相談窓口が開設され、在宅医

療に関する専門的な助言をきめ細やかに行うことが可能となった。 

（２）事業の効率性 

   先進地域の事業内容を他の区域に発信したことにより、県内で情

報共有することができた。そのため、他の地域の取組みが効率的に

行われた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.５】 

市町村在宅医療推進モデル事業 

【総事業費】 

120,900 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 28年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：市町村独自のシステム構築により、それぞれが所有するデ

ータから地域特性に応じた在宅医療の取組みが進められる。 

アウトプット：都市型、地方型の市町村独自のシステムが構築される。 

事業の達成

状況 

① 福岡市モデル 

  介護保険情報、医療機関情報、医療資源や介護事業所の特性、各行

政窓口での相談情報等を集積し分析するシステムの構築に向けて情報

収集を行い、システム開発に必要な事項を検討し、システムを構築し

た。 

② 豊前市モデル 

在宅高齢者の口腔機能、栄養評価、運動機能等の個人データと保険

者機能として把握しているレセプト等を集積し分析するシステムの構

築に向けて歯科医師等による会議を開催し、システム開発に必要な事

項を検討し、システムを構築した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

システム構築について、関係者で検討を進め、システム構築を行

った。 

（２）事業の効率性 

   事業の本格実施に向け、関係者と検討の上、効率的に実施するこ

ととした。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.６】 

デイホスピス定着促進事業 

【総事業費】 

7,453千円 

事業の対象

となる区域 
北九州区域、京築区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：医療依存度の高い在宅療養患者の居場所づくり、家族の支

援が可能となる。 

アウトプット：医療依存度の高い在宅療養患者のデイホスピスへの参加

が増える。 

事業の達成

状況 

必要なスタッフや物品を確保し、デイホスピスが２箇所で開設準備さ

れ、運営が行われた。 

○ 北九州区域 

  開設準備及び運営（全２日間） 

○ 京築区域 

  開設準備及び運営（全６日間） 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

本事業に取り組みはじめ、医療依存度の高い在宅療養患者の居場

所づくり及び家族の支援が進み始めた。 

（２）事業の効率性 

   平成 27年度からのデイホスピスの本格運営に向け、必要なスタッ

フや物品が確保されるとともに、先行的・試験的に運営を始めたこ

とで効率的な事業実施につなげることができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.７】 

福岡県在宅医療推進協議会運営事業 

【総事業費】 

332千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：関係団体と連携が図られ、県全体の在宅医療が推進される。 

アウトプット：年２回の開催 

事業の達成

状況 

県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会等の関係者で構成する協議会を

開催した（２回）。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、福岡県の全域において、在宅医療関係者間

の連携が促進され、県全体の在宅医療の推進につながった。 

（２）事業の効率性 

   本事業の実施により、在宅医療に関する事業の評価や課題抽出を

行い、関係者間で認識の共有が図られたことで、各種事業の実施を

効率的に行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.８】 

在宅ボランティア養成事業 

【総事業費】 

2,031千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：在宅医療に関わるボランティアが増加することで県民目線

での周知、理解が深まる。 

アウトプット：在宅ボランティアの増加 

事業の達成

状況 

ボランティア養成講座を県内５地域で開催 

在宅ホスピスを語る会を県内８地域で開催 

 全県的な住民啓発活動として在宅ホスピスフェスタを１回開催 

事業の有効

性と効率性 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、福岡県の全域において、在宅医療にかかわ

るボランティアの養成が図られるとともに啓発・周知活動を通して

一般県民への理解が深まるものと考える。 

（２）事業の効率性 

   継続して本事業を実施することでボランティア養成のノウハウを

蓄積させ、効率的にボランティアの増加に寄与している。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.９】 

訪問看護管理者等研修事業 

【総事業費】 

999千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：病院の看護部門と訪問看護ステーションの相互理解を深め

ることで退院支援がスムーズになる。 

アウトプット：研修参加者を増加する。 

事業の達成

状況 

訪問看護ステーション管理者を対象とした研修に 31名の方が参加 

病院の看護管理者を対象とした研修に 42名の方が参加 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、福岡県の全域において、病院及び在宅の看

護職員間での顔の見える関係が構築され始めたところであり、退院

支援に関する連携が促進したと考える。 

（２）事業の効率性 

   研修参加者が地域に戻り、研修で学んだ退院支援に関する連携を

地域ごとに行うことで各地域の退院支援がスムーズになる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.10】 

訪問看護ステーション支援事業 

【総事業費】 

4,034千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：訪問看護ステーション等からの各種相談に対応することで、

法の認識不足の解消、個別事例へのアドバイス等により訪問看護師のス

キル向上が図られる。 

アウトプット：コールセンターの相談件数が増える。 

事業の達成

状況 

〇 平成 26 年度の相談件数は、925 件であり、平成 25 年度の相談件数

788件を上回った。 

〇 平成 26年度は、診療報酬の改定年度であり、必要な情報をタイムリ

ーに提供することができた。 

〇 きめ細やかな相談対応により、訪問看護師のスキル向上や地域にお

ける訪問看護の質の向上につながった。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

当該事業では、毎年 800～1000 件近くの相談が寄せられており、

当該事業に対するニーズは高く、この事業を通じて多くの訪問看護

ステーションの運営の安定化と質の向上に寄与していると考える。 

（２）事業の効率性 

   各種相談にワンストップで相談に応じることで、効率的な実施が

できている。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.11】 

小児等在宅医療推進事業 

【総事業費】 

7,030千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：小児在宅医療における、地域の医療提供体制の整備が図ら

れる。 

アウトプット：小児在宅医療推進に関わる医療機関を８ヶ所に増やす。 

事業の達成

状況 

〇小児等の在宅医療資源の拡充と専門機関との連携に伴う事業に関し

て、症例検討会やカンファレンス、訪問指導等を実施した。 

〇家族や小児ケアを担当する職員からの相談に応じるなど、在宅医療

に関する理解促進を図る取組を行った。 

 〇医療福祉等の関係者を対象に会議や勉強会を開催し、小児等在宅医

療の課題や通所施設、レスパイト入院等の体制整備に関する課題等

について情報共有し、検討を行った。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

今回の基金による事業で実施した４医療機関、国の拠点事業で実

施していた２医療機関、計６医療機関において事業が実施され、小

児等在宅医療を推進するための体制整備が図られた。 

（２）事業の効率性 

   小児等在宅医療連携を推進するための核となる病院を２機関から

６機関とし、地域ごとに効率的に事業を実施できる体制が整ってき

た。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.12】 

在宅歯科口腔保健推進事業 

【総事業費】 

8,997千円 

事業の対象

となる区域 
福岡県全域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：訪問歯科診療所が増加することで、在宅療養患者に対する

口腔ケアや訪問歯科診療等が受けやすくなり、安心して療養できる環境

が整備される。 

アウトプット：訪問歯科診療機器を整備する歯科事業所が増加する。 

事業の達成

状況 

県内４ヶ所の歯科診療所が新たに訪問歯科診療機器を整備すること

で、安心して療養できる環境が整備された。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、福岡県のそれぞれの地域において、在宅歯

科診療を行う歯科診療所が増加し在宅療養患者に対する口腔ケアや

訪問歯科診療等が受けやすくなり、安心して療養できる環境が整備

される。 

（２）事業の効率性 

   歯科診療所に対して直接的に訪問診療機器を設置することで訪問

歯科診療が可能な施設が増加した。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.13】 

在宅歯科医療連携室整備モデル事業 

【総事業費】 

4,058千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：地域における医科、歯科、介護連携が図られることにより、

要介護者や入院患者への歯科診療や口腔ケアへの取組が推進される。 

アウトプット：モデルとなる連携室を増やす。 

事業の達成

状況 

一般社団法人浮羽歯科医師会及び一般社団法人北九州市小倉歯科医師

会の県内２ヶ所に在宅歯科医療連携室を設置し、地域の関係機関との協

議会の開催や在宅歯科診療に関する相談対応を行った。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、福岡県内のモデル地域において、在宅歯科

診療に関する関係者間での顔の見える関係が構築され始めたところ

であり、在宅医療従事者間の連携が促進したと考える。 

（２）事業の効率性 

   継続した事業の実施と実施地域を交代させることで、先行事例を

次の区域で共有することができ、効率的な事業実施が図られた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.14】 

訪問歯科診療推進整備事業 

【総事業費】 

156,049 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：歯科医師、歯科衛生士等歯科専門職が認知症や高齢者の病

態を理解し適切な対応が可能となり、自宅や施設で在宅療養をしている

高齢者への支援体制が整備される。  

アウトプット：連携室の歯科衛生士による歯科専門相談窓口を設置する。 

事業の達成

状況 

〇 ５ヶ所の郡市区歯科医師会（糸島、筑紫、直方、小倉、浮羽）に設

置している「在宅歯科医療連携室」に、歯科衛生士を配置し、関係機

関からの相談に対応できる体制を整備した。 

〇 歯科医師、歯科衛生士等を対象とした認知症対応力向上研修会を県

内４ブロック、各１回ずつ実施した。 

〇 郡市区歯科医師会単位で訪問歯科用医療機器を整備した。 

〇 歯科診療センター（筑豊口腔保健センター）における設備等の整備

を行った。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 歯科医療や歯科保健指導等にかかる相談や地域の在宅歯科診療等

との連携により、地域における高齢者の訪問歯科診療の体制が整備

され始めるとともに、関係者の相互理解が促進されたと考える。 

 また、歯科医療従事者が認知症等の疾患について知識を深めるこ

とにより、高齢化のニーズに即した適切な対応について、共通理解

が得られたと考える。 

（２）事業の効率性 

   郡市区歯科医師会単位で訪問歯科用医療機器を整備したことによ

り、訪問歯科診療が効率的に行われた。 

   核となる連携室整備により、関係者と連携がスムーズに図られる

ようになった。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.15】 

在宅医療における医療材料等の供給体制整備事業 

【総事業費】 

35,000 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 28年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：在宅医療現場への医療材料等の安定供給体制の確保 

アウトプット：医療材料等の在庫状況を薬局間で情報共有できるシステ

ムの整備 

事業の達成

状況 

・医療材料等の在庫状況を薬局間で情報共有できるシステムを整備した。

システム加入薬局数：489件（2016.3）→1,551件（2016.6） 

 発注数：149,767品目（2016.3）→164,358品目（2016.6） 

 発注率：60％未満（2016.3）→72.32％（2016.6） 

 発注可能アイテム数：0品目（2016.3）→1,062品目（2016.6） 

 麻薬備蓄薬品登録数：795品目（2016.3）→2,277品目（2016.8） 

 備蓄検索数：3,518件（2016.3）→6,015件（2016.6） 

・地域の薬局薬剤師が共同で利用できる無菌調剤室を設置した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

・医療材料等の在庫状況を薬局間で情報共有できるシステムを整備

したことで、必要時に融通できる体制が確保されたため、安定供給

が可能となった。 

・無菌調剤室を設置したことで、在宅医療で必要とされる無菌製剤

を在宅患者に供給できる体制が整備された。 

（２）事業の効率性 

  ・既存システムを改修し、医療材料等の在庫状況を薬局間で情報共

有できるようにした。 

・地域の薬局薬剤師が無菌調剤室を共同で利用できるよう薬剤師会

の会営薬局に設置した。 

その他  

 

 

 

 

 

 



   

43 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.16】 

薬局薬剤師の在宅医療参加促進事業 

【総事業費】 

2,057千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 29年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：在宅可能薬局登録数の増加（H27.2：862件）  

アウトプット：  

① 在宅医療に関する研修会の実施：県内23地区にて各１回  

② 在宅薬物療法に関する専門的な研修会の実施：３テーマ、10回  

③ 基幹病院と地域薬剤師会でシンポジウム及び協議会を実施：シンポジウム

→１回、協議会→県内４ブロックにて各４回  

事業の達成

状況 

① 薬局薬剤師に対して、在宅医療における薬剤師の役割や必要な技能等に関

する研修会を実施した（H26 :４回（合計参加者数 331名）、H28:２回（合計

参加者数 41名））。 

② 腎臓病を主テーマとした研修会を４回（合計参加者数 248 名）、がんを主

テーマとした研修会を２回（合計参加者数 105 名）及び緩和ケアを主テーマ

とした研修会を４回（合計参加者数 266名）開催した（H28 計 10回（合計参

加者数 619名））。 

③ 基幹病院等と薬局間の連携強化を目的として、基幹病院等と地域薬剤師会

で会議を行い、薬局薬剤師の退院時共同指導の参加等を提案した（H26:４地

区（総会議数 14回）、H28:２地区（総会議数 33回））。 

また、シンポジウムを開催し、平成 27年度までに本事業を実施した地域薬

剤師会から成果を報告することで、在宅医療への参加手法を共有した（H28:

１回（合計参加者数 276名））。 

在宅医療における薬剤師の役割を紹介するリーフレットを対象者毎に３種

類作成し、連携強化の資材として活用した（H28:県民向け 20,000部、医師向

け 7,500部、介護職等向け 7,500部）。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

研修会の実施により、薬局薬剤師の在宅医療参加に対する意識や知識・技能

の向上につながった。また、薬剤師会と基幹病院等との会議の実施により、在

宅薬物療法における薬局と病院等の医療機関との連携促進が図られた。 

（２）事業の効率性 

基幹病院等と薬局間の連携強化に当たって、各薬局ではなく地域薬剤師会が

とりまとめて基幹病院等との会議を実施することにより、効率的な事業実施が

図られた。また、シンポジウムを開催し、在宅医療への参加手法を共有したこ

とで、在宅医療への参加が進んでいない地域の個々の薬局に対しても、参加促

進が図られた。 

在宅医療における薬剤師の役割について、県民及び他職種の理解が深まるよ

う薬剤師の役割を紹介するリーフレットを対象者毎に３種類作成の上、配付し

た。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.17】 

医師確保支援事業（地域医療支援センター） 

【総事業費】 

4,264千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年 4月～平成 27年 3月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：人口 10 万対医師数が全国平均（H24 年 226.5 人）以上の

地域数（全国平均を上回る地域：福岡・糸島、久留米、有

明、飯塚、北九州） 

アウトプット：医師の不足する地域における支援プログラムの策定数 

事業の達成

状況 

平成 26年度においては、 

○運営委員会の開催：2回 

○医師の不足する地域における支援プログラムの策定数：0 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

平成27年度より日本専門医機構が新専門医制度における各基本診

療領域の認定基準等を公表することもあり、福岡県地域医療支援セ

ンター運営委員会において、キャリア形成支援プログラムについて

検討したが策定までには至らなかった。 

今後も運営委員会を中心に、関係医療機関・団体と医師不足に関

する認識を共有化し、連携・協力体制を強化するとともに、医師の

キャリア形成支援策、義務年限内の自治医科大学卒業医師以外の医

師も対象とした医師確保・医師派遣の仕組みの構築等の必要性につ

いて検討を重ね、医師不足の解消につなげる。 

（２）事業の効率性 

   県医師会、県内 4 大学病院、関係団体等の長等をセンター運営委

員とし、それぞれの立場から医師不足の課題を検討することで、本

県における医師確保対策の課題を整理し、効率的な施策形成を可能

にするものと考える。 

その他   
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.18】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費】 

179,271 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年 4月～平成 27年 3月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：人口 10万対産科医数が全国平均（H24年度 40.7 人）以上

の地域数（全国平均を上回る地域：福岡、久留米、北九州、

有明、田川） 

アウトプット：分娩手当を受給した産科医数 

事業の達成

状況 

平成 26年度においては、 

○ 分娩手当を受給した産科医数：146名（補助金対象医師数） 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

手当という形で産科医等の所得を支援し、処遇改善を推進するこ

とで産科医等の確保につなげることができる。 

（２）事業の効率性 

   分娩手当の支給実績に応じて補助を実施することにより、産科医

療機関における分娩手当の導入を促進し、実際に分娩を取り扱う産

科医等の処遇改善を効率的に推進できたと考える。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



   

46 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.19】 

 新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費】 

9,087千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：人口 10 万対小児科医数が全国平均(H24 年度 97.4 人)以上

の地域数（全国平均を上回る地域：福岡、久留米、飯塚、

有明、北九州） 

アウトプット：新生児担当手当を受給した小児科医数（不足地域の手当

需給件数） 

事業の達成

状況 

５か所の医療機関（計 40名の小児科医師）に対し助成を行うことにより、

周産期医療体制の確保に資することができた。 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

NICU（新生児集中治療管理室）に入院する児を担当する医師に支

給される手当への財政的支援であり、過酷な勤務状況にある新生児

科医の処遇改善を通じて、新生児科医の確保・定着が図られた。 

（２）事業の効率性 

   医師の処遇に深く関係する手当に対して医療機関に直接助成を行

うことで、効率的に医師の処遇改善を促すことができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.20】 

 小児救急医療支援事業 

【総事業費】 

21,099 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：小児科医の負担軽減 

アウトプット：小児二次救急医療体制の地域数 

事業の達成

状況 

２か所（筑紫・久留米）に対して助成を行うことにより、県下７医療圏

の小児医療体制の確保につながった。 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

小児初期医療機関と二次救急医療機関が連携して小児救急医療体

制を確保することで、集中する小児救急患者を長時間待たせること

なく診察でき、また、二次医療機関の小児科医の負担軽減にもつな

がっている。 

（２）事業の効率性 

   地域の実情に応じて小児初期医療機関、二次救急医療機関が連携

して小児救急医療体制を確保することにより、一部の小児科医に負

担が偏ることなく、当該地域の小児救急医療体制を効率的に維持で

きる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.21】 

 小児救急医療電話相談事業 

【総事業費】 

33,937 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：保護者の不安軽減（相談者が納得した件数） 

アウトプット：小児救急医療電話相談件数 

事業の達成

状況 

○ 平成 26年度の小児救急医療電話相談件数は、33,813件。 

○ このうち、相談者が納得した件数は 32,760件(９７％)となっており、

保護者の負担軽減につながった。 

事業の有効

性・効率性 

 

（１） 事業の有効性 

電話相談件数は毎年３万件前後を推移しており、また、相談者が

納得した件数からも、当該事業のニーズ及び有効性は高く、県内全

区域において活用されていると言える。 

（２）事業の効率性 

   当該事業は保護者の不安軽減を図るだけではなく、福岡県内全域

を対象として夜間・土日祝日の電話相談を受け付けることにより、

効率的に小児科等各医療施設の負担を軽減することができていると

言える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.22】 

産科医療機関機器整備事業 

【総事業費】 

22,299 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年 1月～平成 27年 3月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：人口 10万対産科医数が全国平均（H24年度 40.7 人）以上

の地域数（全国平均を上回る地域：福岡、久留米、北九州、

有明、田川）  

アウトプット：機器整備を受けた医療機関数 

事業の達成

状況 

平成 26年度においては、 

○ 機器整備を受けた医療機関数：58医療機関 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

産科医の負担増や分娩取扱医療機関の減少により周産期医療体制

を維持することが困難となっている中、一般産科医療施設の医療水

準を維持・向上させ、周産期母子医療センターとの効率的な機能分

担を図ることで、地域で安心して出産できる体制の確立を推進した。 

また、機器整備により、産科医の負担を軽減し、勤務環境の改善

を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

   機器整備の対象機器を限定し、補助対象医療機関も周産期母子医

療センターを除く分娩取扱い医療機関としたことで、医療水準の向

上及び周産期母子医療センターとの機能分化を効率的に推進できた

と考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.23】 

 高次救急医療機関搬送体制整備事業 

【総事業費】 

19,419 千円 

事業の対象

となる区域 
福岡・糸島区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：患者搬送体制の効率化、救命効果の向上に寄与するととも

に、救急医の負担軽減を図ること 

アウトプット：市外への転送搬送件数 

事業の達成

状況 

○地域外への転院搬送が多い糸島地域の中核病院に救急車（１台）を配

備 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

地域の中核病院に救急車を整備することにより、地域外への転院

搬送が多い地域において、緊急度・重症度の高い患者をより高次の

病院へ適切かつ迅速に搬送することが可能となり、救命効果の向上

に寄与するとともに救急医の負担軽減につながっている。 

（２）事業の効率性 

   地域の中核病院が行う救急車の整備に対し補助を行うことによ

り、当該地域における患者搬送体制の効率的な構築が可能となった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.24】 

 高齢者等救急相談事業調査 

【総事業費】 

537千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：運営方針の決定、プロトコールの作成 

アウトプット：検討会議開催数 

事業の達成

状況 

相談事業の開始に向け、先行事例の調査を行うとともに、関係者による

検討会議（医療指導課、消防防災指導課、県医師会、各消防本部等で構

成）を立ち上げ、事業実施体制の検討を行った（会議開催数１回）。平成

27年度も引き続き検討会議を開催し、事業実施体制やプロトコールの作

成等についての検討を行う。 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

高齢化を背景とした軽症・中等症患者の救急搬送件数の増加によ

り、二次・三次医療機関における救急医の負担が増大しており、ま

た、今後も高齢者人口や単独世帯の増加に伴い、これらの救急需要

は急増することが予測される。 

他方、本来救急搬送されるべき潜在的な重症患者であっても救急

車の要請をためらい症状が悪化する事例も指摘されている。 

救急医療電話相談事業は、県民からの救急医療に関する相談に応

じて緊急度・重症度の判定基準である「プロトコール」に従い適切

なアドバイスを行うことにより、これらの課題の解決を図り、県民

の安全・安心の確保に資するものである。 

（２）事業の効率性 

   救急医療電話相談事業を実施するにあたり、その実際の運用に関

わるメディカルセンターや医療機関、消防機関が事業の検討段階か

ら参加することにより、効率的かつ円滑な事業の実施につながって

いくものと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.25】 

医師確保支援事業（勤務環境改善支援センター） 

【総事業費】 

1,845千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：勤務環境改善計画策定の取り組んだ医療機関数及び相談 

      件数 

アウトプット：県内病院 461施設中研修会に参加した数 

事業の達成

状況 

平成 26年度においては、 

○ 勤務環境改善計画策定の取り組んだ医療機関数：6医療機関 

○ 相談件数：205件（医療機関からの相談件数） 

○ 県内病院 461施設中研修会に参加した数：242施設 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により事業の周知・啓発がなされ、研修会でのアン

ケートにおいて約半数が勤務環境改善に取り組みたいと回答するな

ど、取り組みの必要性について一定の理解が進んだ。 

今後も事業を継続し、医療勤務環境改善計画策定に取り組む医療

機関を増やすことは、医療従事者の離職防止や医療安全の確保にお

いて有効である。 

（２）事業の効率性 

   医療勤務環境改善支援センターにおいて、医療勤務環境改善に関

する情報提供から相談・支援等をワンストップで行うことにより、

医療機関に対する支援が効率的に実施されている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.26】 

女性医師確保支援事業 

【総事業費】 

32,578 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：女性医師の就労環境改善事業による継続勤務女性医師数 

アウトプット：①短時間勤務導入促進事業の利用者数 

       ②相談窓口を利用した女性医師数 

事業の達成

状況 

平成 26年度においては、 

○ 短時間勤務導入促進事業：女性医師の就労環境改善（短時間勤務制度、 

当直免除、オンコール免除等）に取り組む病院に対し、必 

要な代替医師等に係る経費（人件費等）を補助し、短時間 

勤務等の利用促進を図った。 

実績として 17名の女性医師が利用し、離職防止につなげ 

ることができた。  

○ 相談窓口：短時間勤務の導入など子育て中の女性医師の勤務環境改善

に取り組む医療機関及び女性医師に対する就労環境改善・

保育所等相談窓口を設置した。女性医師利用者数：6名 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

平成 26年度に開始した事業であり、まだ実績に反映していないが

この補助事業は女性医師の就労環境改善を図るためには有効であ

る。 

（２）事業の効率性 

   県による広報、県医師会等関係団体による広報及び医療機関アン

ケート等を実施し、効率的に対象者及び対象医療機関の掘り起しを

図り、事業の活用を推進した。 

その他  需要の掘り起しが十分でなく、広報による周知不足等が課題となって

いるため、関係医療機関・団体等と協力し事業の広報及び活用を推進す

る。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.27】 

産科医療確保対策事業 

【総事業費】 

20,958 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：従事医師に占める女性医師比率を全国平均並みにする。 

（H24年県 18.3%、全国 19.6%） 

アウトプット：女性医師の産科院内保育所利用者数 

事業の達成

状況 
平成 26年度は、4病院に支援し、女性医師 13名の利用があった。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業は、産科医療現場の女性医師の確保のため支援を行うため

のものであり、産科院内保育所の安定的な運営に繋がり、女性医師

の離職防止に繋がったと考える。 

（２）事業の効率性 

   産科院内保育所の安定的運営の一助となり、女性医師が離職する

ことなく働き続けられるため効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.28】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】 

782,640 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 28年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：看護職員の養成による県内の不足地域の減少。 

    H24 充足率（就業者数／必要数）が 100以上は直方・鞍手のみ 

    低い地域(78～87%)：田川、甘木・朝倉、福岡・糸島、京築 

アウトプット：運営補助した養成所からの県内医療機関就職者数 

事業の達成

状況 

平成 26年度は、県内の民間立看護師養成所 43課程に運営補助を行う

とともに、新たに県内就職を促進する取組に対して補助を行った。 

 運営補助した養成所からの県内医療機関就職者数は、1,350 人であっ

た。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業は、看護師等養成所に対して運営に必要な事業経費を補助

することにより、看護教育の資の向上や確保に繋げるものである。 

（２）事業の効率性 

   看護師等養成所の安定的な運営を図ることで、看護教員の質の向

上や看護職員の養成・確保となるため、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.29】 

看護教員養成講習会参加促進事業 

【総事業費】 

16,120 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：看護職員養成講習会未受講者の受講率を上げる。 

アウトプット：未受講者のいる養成所からの講習会受講者数の増加        

      （各１名以上） 

事業の達成

状況 

講習会受講の教員に係る代替教員確保のための経費を補助し、平成 26

年度は、看護師等養成所から 18名の参加者があった。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業は、看護師等養成所の費用を負担するものであり、受講し

やすい体制が整備される。 

（２）事業の効率性 

   講習会受講に関する体制整備により、受講促進、看護教育の質の

向上、教員の確保に繋がり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.30】 

看護教員養成講習会事業 

【総事業費】 

13,230 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：県内養成所看護教員の受講率を高め、看護教育の質向上に

繋げる。 

アウトプット：看護教員養成講習会未受講者の減少 

事業の達成

状況 

○県内養成所の看護教員の受講率を高めるために、設置者や養成所に対

して受講促進の働きかけを機会ある毎に行ったが、28名と例年並みの

参加者数であった。 

○平成 27年度新設・課程変更の養成所が３校あった影響もあり、専任教

員数、未受講者数、未受講率が増加した。 

Ｈ25年末 未受講者 55名/388名 未受講率 14％ 

Ｈ26年末 未受講者 76名/425名 未受講率 18％ 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

当該講習会の開催により看護教員の未受講者を減らし、看護教

育の質の向上を図るものである。 

（２）事業の効率性 

○未受講者のいる養成所への個別指導の他、設置者や養成所を対象と

した研修会や会議等で受講促進の働きかけを行っている。 

○講習会の開催により、看護教育の質の向上、看護職員の確保に繋げ

るものである。 

その他  

 

 

 

 

 

 

  



   

58 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.31】 

看護教員継続研修事業 

【総事業費】 

1,135千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：県内養成所看護教員の受講率を高め、看護教育の質向上に

繋げる。 

アウトプット：県内養成所看護教員の受講者数の増加 

事業の達成

状況 

看護教員としての成長段階別に研修会を実施した。 

（受講者数：新任期 37名、中堅期９名、ベテラン期 23名） 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施によって、自分のレベルに応じた適切な研修を受講

できたことにより、個々の看護教員の看護教育のスキル向上に繋が

る。 

（２）事業の効率性 

   県内養成所の看護教員に対する集合研修を行うことにより、県内

の看護教育の均一化及び質の向上に繋がり効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.32】 

看護実習指導者講習会事業 

【総事業費】 

3,140千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：実習施設における指導者の確保（１看護単位２名以上の受

講者配置） 

アウトプット：講習会受講施設数の増加 

事業の達成

状況 
実習指導者講習受講者数：82名 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、病院で実習指導にあたる看護師等に対して

必要な知識・技術を修得させることができたと考える。 

（２）事業の効率性 

   看護師養成所実習施設の実習指導者に対する集合研修を行うこと

により、看護教育の均一化、質の向上に繋がり効率的である。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



   

60 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.33】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費】 

10,906 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

       （H25年度 福岡県新人 8.4％、全国 7.9％） 

アウトプット：新人看護職員研修受講者数  

事業の達成

状況 

24施設が補助事業を活用し、新人看護職員 274名に対して研修を実施

した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、新人看護職員に対する卒後研修が促進され

たところであり、県内新人看護職員の離職率改善に寄与したと考え

る。    （H26年度 福岡県新人 7.9％、全国 7.5％） 

（２）事業の効率性 

   本事業は、医療機関が自ら行う院内研修に対する補助事業であり、

各医療機関の研修体制の整備につながり、効率的である。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



   

61 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.34】 

新人看護職員多施設集合研修事業 

【総事業費】 

1,004千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 

 

 

アウトカム：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

       （H25年度 福岡県新人 8.4％、全国 7.9％） 

アウトプット：新人看護職員多施設合同研修受講者数  

事業の達成

状況 

県医師会が補助事業として、研修を年 4回実施し、合計 151名が受講

した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、新人看護職員に対する卒後研修が促進され

たところであり、県内新人看護職員の離職率改善に寄与したと考え

る。    （H26年度 福岡県新人 7.9％、全国 7.5％） 

（２）事業の効率性 

   本事業は、自施設研修ができない医療機関に対する啓発により、

全ての新人看護職員が同じ研修内容を受講することができ、効率的

である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.35】 

新人看護職員研修アドバイザー派遣事業 

【総事業費】 

210千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：新人看護職員研修体制の整備により看護職員の定着促進を 

図る。 

アウトプット：新人看護職員アドバイザー派遣事業の利用施設数 

事業の達成

状況 

県看護協会が補助事業として、1 施設に対し、アドバイザーを派遣し

た。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、新人看護職員研修の実施体制整備が促進さ

れたところであり、県内新人看護職員の離職率改善に寄与したと考

える。 

（２）事業の効率性 

   本事業は、アドバイザー派遣により、派遣先医療機関の研修体制

の整備につながり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.36】 

新人看護職員研修推進事業 

【総事業費】 

602千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

       （H25年度 福岡県新人 8.4％、全国 7.9％） 

アウトプット：新人看護職員研修体制整備(地域別)状況、会議回数  

（自施設で研修実施できない医療機関の新人看護職員の受 

講者数（多施設、アドバーザー利用施設）） 

事業の達成

状況 

新人看護職員研修の着実な推進を図るため、協議会を年 2 回開催し、

新人看護職員研修の実施状況を検証し、そのあり方を協議した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、新人看護職員研修事業の実施が促進された

ところであり、県内新人看護職員の離職率改善に寄与したと考える。 

（２）事業の効率性 

   本事業では、新人看護職員研修事業の現状と課題の分析、評価を

行い、次年度の方向性に意見を反映している。 

このため、看護教育の資質の向上に向けた研修開催や事業見直し

ができ、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.37】 

新人看護職員教育責任者研修事業 

【総事業費】 

1,282千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

       （H25年度 福岡県新人 8.4％、全国 7.9％） 

アウトプット：新人看護職員教育責任者研修受講者数 

事業の達成

状況 

県看護協会が委託事業として、5日間の研修を年 2回実施し、合計 99

名が受講した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、研修責任者の養成が促進されたところであ

り、県内新人看護職員の離職率改善に寄与したと考える。 

     （H26年度 福岡県新人 7.9％、全国 7.5％） 

（２）事業の効率性 

   本事業は、新人看護職員のいる病院の研修責任者に対し集合研修

を行うことにより、各病院における教育体制の整備・充実を図るこ

とができる。また、県内の看護教育の質の均一化を図ることにつな

がり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.38】 

新人看護職員教育担当者研修事業 

【総事業費】 

456千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

       （H25年度 福岡県新人 8.4％、全国 7.9％） 

アウトプット：新人看護職員教育担当者研修受講者数  

事業の達成

状況 

県看護協会が委託事業として、5日間の研修を年 2回実施し、合計 161

名が受講した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、教育担当者の養成が促進されたところであ

り、県内新人看護職員の離職率改善に寄与したと考える。 

     （H26年度 福岡県新人 7.9％、全国 7.5％） 

（２）事業の効率性 

   本事業は、新人看護職員のいる病院の教育担当者に対し集合研修

を行うことにより、各病院における教育体制の整備・充実を図るこ

とができる。また、県内の看護教育の質の均一化を図ることにつな

がり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.39】 

新人看護職員実地指導者研修事業 

【総事業費】 

1,161千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：県内新人看護職員の離職率を全国平均にする。 

       （H25年度 福岡県新人 8.4％、全国 7.9％） 

アウトプット：新人看護職員実地指導者研修受講者数  

事業の達成

状況 

県看護協会が補助事業として、5 日間の研修会を年 2 回実施し、合計

173名が受講した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、実地指導者の養成が促進されたところであ

り、県内新人看護職員の離職率改善に寄与したと考える。 

     （H26年度 福岡県新人 7.9％、全国 7.5％） 

（２）事業の効率性 

   本事業は、新人看護職員のいる病院の実地指導者に対し集合研修

を行うことにより、各病院における教育体制の整備・充実を図るこ

とができる。また、県内の看護教育の質の均一化を図ることにつな

がり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.40】 

看護職員専門分野研修事業 

【総事業費】 

12,054 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：県内看護師数に占める認定看護師比率を全国平均以上とす

る。（H25年度 福岡県 1.03人 全国 1.23人） 

アウトプット：県内認定看護師数の増加 

事業の達成

状況 

地域医療への貢献を役割として担っている認定看護師の養成教育課程

を設けている看護系大学等５事業者に対し支援を行った。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、全体で 123 名の受講者が対象となり、医療

の高度化・専門化や多様な県民のニーズに対応できる質の高い看護

職員の確保に資する認定看護師が養成されている。 

（２）事業の効率性 

   認定看護師には認定後の活動として、組織内外の看護者に対して、

指導・啓発などの貢献をする役割がある。認定看護師の増加により、

地域の医療機関の看護職員の教育がなされるため、看護の質の向上

に繋がり、効果的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.41】 

看護職員確保対策特別事業 

【総事業費】 

190千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：公衆衛生看護学実習の質向上及び人材育成のため、実習受 

け入れ体制を整備する。 

アウトプット：研修会及び会議出席者数 

事業の達成

状況 

○研修会を２回、実習施設及び学校養成所との調整会議を３回実施し、

受け入れ体制の整備に務めた。 

○出席者数：研修会 延 137名（２回） 

      会議  延 69名（３回） 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 研修会や合同検討会、調整会議の実施により、県内の公衆衛生看

護学実習の質の均一化となっている。また、保健師の人材育成とし

て有用である。（137名の参加、61名の会議出席あり） 

（２）事業の効率性 

   研修会、合同検討会の開催により、学生実習の質の向上を図ると

ともに質の高い保健師の確保に繋げることになり効果的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.42】 

看護職員フォローアップ研修事業 

【総事業費】 

19,266 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：新人以降の新任期看護職員の離職防止 

（常勤看護師離職率を全国平均以下 県 12.4% 全国 11.0%） 

アウトプット：研修受講者数及び実施施設数 

事業の達成

状況 

47施設が補助事業を活用し、新任期看護職員 1.325名に対して研修を

実施した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、新任期看護職員に対する卒後研修が促進さ

れたところである。県内看護職員の離職率改善に寄与したと考える。 

    （H26年度 常勤看護師離職率 県 11.8% 全国 11.0%） 

（２）事業の効率性 

   本事業は、医療機関が自ら行う院内研修に対する補助事業であり、

各医療機関の卒後 2、3年目の研修体制を整備することで離職防止に

つながり、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.43】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費】 

220,609 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：病院内保育施設を利用している施設職員の離職率 

アウトプット：院内保育所利用者数 

事業の達成

状況 
補助事業者数 58病院（利用者数：1,063名） 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業は、看護職員等の確保のため支援を行うためのものであり、

病院内保育所の安定的な運営に繋がり、看護職員の離職防止に繋が

ったと考える。 

（２）事業の効率性 

   病院内保育所の安定的運営の一助となり、看護職員等が離職する

ことなく働き続けられるため効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.44】 

看護職員就労環境改善研修事業 

【総事業費】 

969千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：医療機関の就労環境改善への取組み施設数 

アウトプット：就労環境改善研修への参加施設数 

事業の達成

状況 

県看護協会が委託事業として、年 5回の研修を実施し、合計 577名が

受講した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、看護業務の効率化や職場風土改善が促進さ

れたところであり、県内医療機関の就労環境改善への取組み推進に

寄与したと考える。 

（２）事業の効率性 

   本事業は、好事例、先進事例の紹介により速やかな事業展開とな

ることから、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.45】 

看護職員就労環境改善施設整備事業 

【総事業費】 

57,672 千円 

事業の対象

となる区域 
久留米区域、北九州区域 

事業の期間 平成 26年４月～平成 28年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：施設整備を実施した施設の看護職員の離職率  

アウトプット：施設整備を実施した施設数 

事業の達成

状況 
平成２７年度内に２病院の工事が完了した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 本事業の実施により、医療の高度化に対応可能なナースステーシ

ョンの拡充、ナースコールの設置等、看護職員の勤務環境の改善が

図られる。 

（２）事業の効率性 

   各病院に対して施設整備のための必要経費を補助することによ

り、看護職員の業務導線等の改善が図られ、病院の勤務環境改善の

取組がスムーズに進むものと考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.46】 

看護職員復職研修事業 

【総事業費】 

1,064千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：研修受講者のうち復職した看護職員数 

アウトプット：区域別研修受講者数 

事業の達成

状況 

子育て等により離職した看護職員等を対象とした、①看護職のための

「採血・注射サポート教室」を１日間×２回、②看護力再開発講習会（実

践コース）を３日間×１回開催した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

 ①看護職のための「採血・注射サポート教室」では、受講者 14名

のうち５名が再就業、②看護力再開発講習会（実践コース）では、

受講者 29名のうち９名が再就業しており、看護職員確保対策（復職

支援策）として有効と考える。 

（２）事業の効率性 

   実施期間は１日間（定員８名）、３日間（定員 30 名）といった短

期間のプログラムではあるが、早期の内に受講者の再就業に結び付

いている。（就業に特に必要とされる知識・技術を効率的に身に付け

ることができる。） 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.47】 

ナースセンターサテライト事業 

【総事業費】 

23,167 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の目標 アウトカム：利用者に占める再就業者数 

アウトプット：離職時登録者数と再就職相談数の増加 

事業の達成

状況 

県ナースセンターの支所を県内２か所に設置し、再就業相談事業の充

実を図った。併せて、これらの支所を統括する役割を担うため、県ナー

スセンター（本所）に必要な職員等を配置した。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

サテライト展開を図ることにより、地域住民のより身近な場所で

看護に関しての専門的な就労相談ができることとなり、また、施設

訪問により医療機関の勤務条件、研修体制など医療機関情報の収集

等ができ、求職者に対しマッチングが円滑に行える体制が整ってき

ている。 

（２）事業の効率性 

施設訪問等により、看護職員の離職時の届出が努力義務化された

ことについての制度周知や届出制への協力依頼も行えており、  

届出制度創設に向けて効率的な運営が実施できている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.48】 

 歯科衛生士養成校設備整備事業 

【総事業費】 

104,999 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 27年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：歯科衛生士養成校の施設整備を図る。 

アウトプット：実習用機器の充実を図ることで、歯科衛生士の人材育成

及び資質の向上が図られる 

事業の達成

状況 
５養成校において、歯科衛生士養成のための実習機器を整備した。 

事業の有効

性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、福岡県の全域において、各養成校において、

高度かつ効率的な臨床実習が行われるようになった。 

（２）事業の効率性 

   福岡県全体において、実習機器の調達を一括で実施したことによ 

り、効率的な執行ができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.49】 

薬剤師確保定着事業 

【総事業費】 

11,200 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の期間 平成 27年１月～平成 28年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 アウトカム：在宅医療に必要となる薬剤師を確保しやすい環境の整備 

アウトプット：薬剤師の就職をあっせんする WEB システムの整備、女

性の復職支援研修等の実施 

事業の達成

状況 

・薬剤師の求職情報と薬局の求人情報をマッチングさせる求職求人情報

システムを整備した（登録数：求職者数 66人、求人者数 261人、就職者

数 11人「2015.8～2016.7」）。 

・女性の復職支援を目的として、最近の医療現場等を学ぶ座学の研修会

や薬局見学・体験等を含む実技研修を実施した（座学：福岡県内３会場

で各３回実施、実技：延べ 11回実施）。 

事業の有効

性と効率性 

 

（１）事業の有効性 

・求職求人情報システムを整備したことで、薬局は費用負担なく薬

剤師を確保することが可能となり、小規模薬局でも薬剤師確保が容

易となった。 

・研修会を受講したことで、離職していた女性薬剤師が、離職期間

中に登場した新薬や進歩・複雑化した医療制度・医療技術の知識等

を習得することができ、薬剤師と薬局双方にとって、不安の解消に

つながり、復職の促進が図られた。 

（２）事業の効率性 

・研修会は、座学だけではなく、薬局での実技研修も併せて実施す

ることで、知識の定着を図った。 

その他  

 



 

 


